
＜2＞宮城県
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画

〇

【事業計画等変更経緯】
＜区画整理＞ 区画整理（回数）

21.7 ①南気仙沼地区
2,400 42.9 合計 区域 土地利用 資金 その他
930 69 都市計画 1 1
21.7 15 事業計画 8 5 6 4

6.4 ②魚町・南町地区
527 60.6 合計 区域 土地利用 資金 その他
388 88 都市計画 2 1 1
6.4 5.6 事業計画 9 1 6 8 2

28.0 ③鹿折地区
2,500 46.1 合計 区域 土地利用 資金 その他
1,290 62 都市計画 2 1 1
28.0 17.5 事業計画 7 1 5 6 3

643 2
593 99.7

（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））

②魚町・南町地区 全宅地面積（ha）
計画人口（人）

土地活用率（%）

＜防集＞
当初計画戸数 空き区域（戸）
最終計画戸数 土地活用率（％）

①土地区画整理事業（南気仙沼、魚町・南町、鹿折地区）　②防災集団移転促進事業（南気仙沼、赤岩杉ノ沢、面瀬、
九条、鹿折北、牧沢、松岩南、所沢、九条四反田、松岩北地区）　③津波復興拠点整備事業（朝日町、赤岩地区）

〇

（土地活用宅地（ha））

【都市計画等の経緯】
①南気仙沼地区
　・復興整備計画の策定：Ｈ24年3月
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ24年9月18日
　・都市計画決定（当初）：Ｈ24年9月18日
　・事業計画認可（当初）：Ｈ25年3月29日

②魚町・南町地区
　・復興整備計画の策定：Ｈ25年6月21日
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ25年10月
　・都市計画決定（当初）：Ｈ25年4月8日
　・事業計画認可（当初）：Ｈ26年3月28日

③鹿折地区
　・復興整備計画の策定：Ｈ24年3月
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ24年9月18日
　・都市計画決定（当初）：Ｈ24年9月18日
　・事業計画認可（当初）：Ｈ25年3月29日

【事業の選択・組合せの考え方】
　意向調査により、多くの住民が嵩上げした現地での居住を希望していることが分かった。
このことから、高台への移転ではなく現位置で土地区画整理事業による敷地整序、嵩上げ
等を実施することとした。

①南気仙沼地区
【復興計画上の位置づけ】
　地区内及び地区周辺の主に居住者及び小売店の生活再建を実現する場として、土地区画整理
事業による市街地形成を進める。
【事業の目的及び整備効果】
　地区南側の低地部は産業系の土地利用に特化させ，地区北側の盛土嵩上げゾーンでは、地区
内での居住・事業継続を希望する方々の専用住宅、併用住宅、小売店等からなる安全で良好な市
街地整備を進める。
②魚町・南町地区
【復興計画上の位置づけ】
　本地区での居住・事業継続を希望する方々の専用住宅、併用住宅、小売店などからなる安全で
良好な市街地づくりを進める。
【事業の目的及び整備効果】
　都市計画道路やL1津波に対応した防潮堤の整備に併せた沿道敷地の整形化や震災により沈下
した地盤を嵩上げすることにより、高潮・満潮時の冠水防止及び大雨時の溢水防止をすることが目
的。また、住民の意向を踏まえて土地を再配置することにより、まちの賑わいの再編を目指す。
③鹿折地区
【復興計画上の位置づけ】
　レベル１の津波に対して防潮堤と河川堤防を整備し、併せて地区内に居住継続希望住民の住宅
地となる一部の市街地を嵩上げし、レベル２の津波に対して減災機能の向上を図る。
【事業の目的及び整備効果】
　津波被災レベルに応じた２段階の盛土造成により、防災性を高めた住宅地及び産業エリアを形成
する。併せて、住工混在であった土地利用の整序を図る。

土地活用率（%）

気仙沼市

気仙沼中心部

　本地区は、主に住宅併用型の工場・事務所と住宅が混在した市街
地が形成されていた。また、ＪＲ気仙沼線南気仙沼駅が立地し、地
区周辺の沿岸部に立地する水産業関連施設も含めた地域の拠点
を有していた。

嵩上再建

現地再建

（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））

①南気仙沼地区 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）

人口密度（人/ha）
③鹿折地区 全宅地面積（ha）

現在人口（人） 土地活用率（%）
計画人口（人）

（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）

人口密度（人/ha）
現在人口（人）

R6.4時点

【人口及び土地利用】

防集

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

津波

【地域住民等との調整状況】
①南気仙沼地区
・被災市街地復興推進地域、及び事業の概要について地元説明実施
・都市計画決定に係る説明会実施（H24.7.17～21,24）
・仮換地案についての個別説明実施（H26.2.28～3.31）
・土地利用意向調査実施（H28.8）
・宅地等完成計画の見直しに係る個別説明の実施
　（H28.10～H28.12）
②魚町・南町地区
被災市街地復興推進地域、及び事業の概要について地元説明。平成24
年1月24日、内湾地区復興まちづくり協議会・全体会で、施行区域案を説
明。その後、まちづくり協議において住宅・商業の再建及び公共施設観光
施設の検討を行う分科会を設置し、市と共同でまちづくり検討を継続。平
成25年12月に、まちづくり協議会から市へ提言書ver.1を提出。以降、現在
ver.4までが提出され，随時の土地利用計画に反映し第３回事業計画で変
更済。
・公園・舗道修景住民ワークショップを終了。（H29.3）
・平成28年12月21日地区計画告示。
・景観ハンドブック各戸配布。（H29.5）
・民有地全宅地仮換地指定済（H30.3）
・建物等補償全棟契約完了（H30.3）
③鹿折地区
・被災市街地復興推進地域、及び事業の概要について地元説明実施
・都市計画決定に係る説明会実施（H24.7.17～21,24）
・仮換地案についての個別説明実施（H26.2.28～3.31）
・土地利用意向調査実施（H28.8）
・宅地等完成計画の見直しに係る個別説明の実施
　（H28.10～H28.12）

〇

パターン

鹿折地区

魚町南町地区

南気仙沼地区

朝日町地区

赤岩地区



＜土地区画整理事業＞

南気仙沼 32.5

魚町・南町 11.3

鹿折 42.0

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

0.4
3.6
5.7
0.9

4.3

14.8

0.4

2.4

0.9

2.3

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

南気仙沼 H24.9.18 ○ ● □■ ◆ R3.1換地処分

魚町・南町 H25.4.8 ○ ● □ ■ ◆ R3.3換地処分

鹿折 H24.9.18 ○ ● □■ ◆ R2.1換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

R01.09末 年 月 年 月 年 月 年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

南気仙沼 H24.11.20 25 7 31 2 R3 3 25 10 ● □ ■ ◆ R1.2工事完了

赤岩杉ノ沢地区（気仙沼地区） H24.11.20 25 12 28 7 R3 3 26 7 ● □ ■ ◆ H28.7工事完了

面瀬地区（気仙沼地区） H24.11.20 25 12 28 3 R3 3 26 6 ● □ ■ ◆ H28.3工事完了

九条地区（気仙沼地区） H24.11.20 25 12 27 4 R3 3 26 7 ● □ ■ ◆ H27.4工事完了

鹿折北地区（気仙沼地区） H24.11.20 25 12 28 3 R3 3 26 6 ● □ ■ ◆ H28.3工事完了

牧沢地区（気仙沼地区） H24.11.20 25 12 28 3 R3 3 25 12 ● □■ ◆ H28.3工事完了

松岩南地区（気仙沼地区） H24.11.20 25 12 27 6 R3 3 26 7 ● □ ■ ◆ H27.6工事完了

所沢地区（気仙沼地区） H24.11.20 25 12 27 9 R3 3 26 6 ● □ ■ ◆ H27.9工事完了

九条四反田地区（気仙沼地区） H24.11.20 25 12 27 10 R3 3 26 6 ● □ ■ ◆ H27.10工事完了

松岩北地区（気仙沼地区） H24.11.20 25 12 28 3 R3 3 26 6 ● □ ■ ◆ H28.3工事完了

＜津波復興拠点整備事業＞

R1年度

R1.9末 R1.9末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

朝日町 H27.3.31 H28.2.26 ○ ● □ ■ ◆ R2.7工事完了

赤岩 H24.11.27 H25.3.28 ○ ● □ ■ ◆ R2.12工事完了

※住宅団地整備費は、住宅団地の用地取得費、造成費、関連公共施設整備費の合計

住宅団地
整備費計

百万円
1,484
136
91
255

1,874

0

126

690

523

1,031

牧沢（気仙沼地区） 244

松岩南（気仙沼地区） 7 7

所沢（気仙沼地区） 41 41

赤岩杉ノ沢（気仙沼地区）

九条（気仙沼地区）

松岩北（気仙沼地区）

0 0 0

H30年度

0 1 1

R1年度（H31年度）H26年度

284

1 1 1 0

事業進捗状況

H23年度

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

市町村 地区名 H23年度 H24年度

業務 5.8 2
10,751赤岩港 19.9 19.9 19.9 100% 業務 10 4.5 9

5.85.8 5.8 3 4,9703% 97%

市町村 地区名

都市計画
決定（当
初）

工事契約
現地工事
着手（建
築）

被災地 無

671 12 42.0 不明 不明 81.5%

326 19 11.3 17 不明 81.5% 700 計画密度 527

2,000

11.3

気仙沼
市 H25.10.29 H25.11.10 H26.3.14

気仙沼
市

工事完了
H24年度 H25年度

R2.12.28

H28.8.1 H28.9.26 H29.10.1 R2.7.31

R1.9末 R1.9末 R1.9末 R1.9末

事業認可
（当初）

現地工事
着手

H25年度
大臣同意

工事着手
（着手）

工事完了
（全造成）

緊防空
仮の仮換地
指定による
工事着手

H29年度 R3年度

加速化措置（適用の有無：0or1）

減価補償地区

保留地地区

の別

H29年度 H30年度

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

申出換地 段階施工
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

R2年度 R3年度

予定

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託
タイプ

災害公営

H26年度 H27年度 H28年度

32.5

11.3 1.1

56

0

67 67
南気仙沼 12 12

面瀬（気仙沼地区） 119 23
23 15

換地処分

事業スケジュール

市町村 地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初）

工事契約
現地工事
着手

気仙沼
市

6.7

7.2

0.1

5.12,500 48 65 13.9 14.2

86 4.9 0.0 6.4 0.0

計画密度 2,500 2,400 77 88

11.3

3

2.7 1,044 442

42.0 41.2 2.3 2.9 1 1 2,424 696

32.6

気仙沼
市

H25.7.10 H25.7.28 R2.1.10

H26.3.28

R1年度（H31年度）

R3.1.22

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 R2年度 R3年度H30年度

H25.3.29

R01.09末

嵩上げ
面積（ha）

1

平均盛土高
（m）

計画密度 2,300

被災地 無 ― 30,59712.0 0.0 3

0.0

16,841

42.0 被災地 無 ― 24,7960.0 1.6

―0.0 0.0 0.0

0.8430 10.032.53.8 872

最大盛土高
（m）

総事業費都市計画
決定

事業
認可

事業
適用

市町村

527

住宅 公益
特定
業務

71

不明 81.5% 1,340

地区名

区域面積（ha） 用地割合（事業適用）
事業
タイプ

合計商業地 工業地 農地
公共公益
施設用地

その他

32.0 2.9

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地 住宅地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

1481 2,152

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引
き渡し

総事業費
（百万円）

面積
（ha）

既成市街地
（ha）

新市街地
（ha）

嵩上げ面
積
（ha）

平均盛土高 最大盛土高
嵩上げ地へ
の集約

1 0 1075

市町村 地区名

重複活用

他事業との組み合わせ
防集 津波

関わり 計画戸数

1災害危険区域用地買取り魚町・南町
鹿折 住宅団地 1 1 1

【地区全体】
・意向調査により、多くの住民が嵩上げした現地での居住を希望しているこ
とが分かった。このことから、高台への移転ではなく現位置で土地区画整理
事業による敷地整序、嵩上げ等を実施することとした。

・まちづくりマップ、まちづくりニュース、事業ニュース等を発行し、施設立地
状況（予定）や宅地完成時期を案内してきた。説明会や個別訪問も実施し
た。

住宅団地 12

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

1 1

気仙沼市

111

10 1 0320南気仙沼

0

市町村 地区名
面積
（ha）

住宅団地
戸数

うち民間
宅地戸数

鹿折北（気仙沼地区） 52 52

朝日町
気仙沼市

気仙沼
市

56

九条四反田（気仙沼地区） 22 22

R3.3.26H26.9.8

H25.3.29 H25.7.10 H25.7.28

R01.09末 R01.09末

H27年度 H28年度

R01.09末

H26.10.8

現地工事
着手

事業進捗状況交付金
事業完了

R6.4時点

保留地

保留地
減価補償

③鹿折地区

・公共用地、防集団地、災害公営住宅用地を確保するために、先行的
に用地買取りを行った。
・早期再建および土地活用意向に配慮した換地設計を、事業認可後速
やかに権利者に提示できるよう、事業認可前の段階で、地権者に対して
仮換地の位置および将来の土地利用について希望調査を行った。
・早期に工事着手できるよう、希望調査に合わせて、権利者に対して造
成工事等施工同意の依頼を行い、最終的に全権利者から承諾を得た。

（「魚市場中谷地線」を除いて、①南気仙沼地区と同様）
・災害公営住宅街区を先行して工事着手し、住宅の早期再建を図った。
・宅地の早期完成のため、盛土材確保に向けた他事業との調整や、軟
弱地盤対策としてプレロード工法とファイバードレーン工法の併用により
地盤沈下収束を図った。
・用地を賃貸・売却したい地権者と、貸借・購入したい事業者等をマッチ
ングさせる「事業者等エントリー制度」を導入し、住宅建設及び施設立地
の促進を図った。

・「事業者等エントリー制度」により、引き続き，売却，賃貸希望の土地所有者
と土地活用を希望する方のマッチングを継続。早期市街化の促進を図ってい
る。

①南気仙沼地区
・公共用地、防集団地、災害公営住宅用地を確保するために、先行的に用地買
取りを行った。
・早期再建および土地活用意向に配慮した換地設計を、事業認可後速やかに権
利者に提示できるよう、事業認可前の段階で、地権者に対して仮換地の位置およ
び将来の土地利用について希望調査を行った。
・早期に工事着手できるよう、希望調査に合わせて、権利者に対して造成工事等
施工同意の依頼を行い、最終的に全権利者から承諾を得た。

・災害公営住宅街区を先行して工事着手し、住宅の早期再建を図った。
・宅地の早期完成のため、盛土材確保に向けた他事業との調整や、軟弱地盤対
策としてプレロード工法とファイバードレーン工法の併用により地盤沈下収束を
図った。
・用地を賃貸・売却したい地権者と、貸借・購入したい事業者等をマッチングさせ
る「事業者等エントリー制度」を導入し、住宅建設及び施設立地の促進を図った。
・魚市場中谷地線（気仙沼大橋の架け替え含む）は、宅地引渡しスケジュールに
影響するクリティカルパスであったことから、土地区画整理事業と一体的に整備を
進めた。旧橋撤去工事は、区画整理地区側の橋台1基、橋桁1径間の先行撤去を
行い、速やかに宅地整備に着手した。

・「事業者等エントリー制度」により、引き続き，売却，賃貸希望の土地所有者と土地活
用を希望する方のマッチングを継続。早期市街化の促進を図っている。

②魚町・南町地区
・復興まちづくりコンペを実施し，港町気仙沼の顔，中心市街地として港町文化を
発信してきた魚町・南町内湾地区の復興再生に当たり，津波からの防災と減災を
考慮しつつ，全国的に注目を集めるウオーターフロントのまちづくりに向け広くア
イデアを募集した。
・本地区は、古くから形成された港町を母体に中心市街地として発展した、生鮮品
や飲食店、ホテル・旅館、問屋など多様な商業・業務施設が集積した地区であっ
たため、本地区での居住・事業継続を希望する方々の市街地づくりを進める手法
として震災復興土地区画理整理事業を選択。
・賑わい創設のための施設整備及び災害公営住宅事業の整備。
・内湾地区復興まちづくり協議会と調整し提言書を作成。

・内湾地区復興まちづくり協議会の提言書に基づき協議を重ね，公園位置，照明
計画等に反映。
・起工承諾、早期工事着工。
・共同化街区整備のための申出換地。
・早期移転促進のため、一括借り上げ方式により移転先アパートを確保。
・防潮堤施工ミスに対する調整。　等
・地元からの早期再建要望に対応するべく、早期建築可能エリア、災害公営住宅
用地の先行整備（段階施工）
・公園・歩道修景ワークショップを開催し，インターロッキングのデザイン，公園の
デザイン等に反映。

・庁舎移転後の跡地周辺と”気仙沼の顔”である内湾地区のまちづくりに向けて，官民
連携により令和４年３月に策定した「気仙沼まちなかエリアビジョン」の具現化に向けて
様々なプロジェクトに取り組み組んでいる。
・令和４，５年度に実施した賑わい創出などを目的とした社会実験を踏まえ，令和６年度
以降は各プロジェクトや事業の常設化に向けた取り組みを官民連携により進める。

1 0 1 0 1

R2年度

集合
（戸）

戸建て
（戸）



＜2＞宮城県
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画
〇

【事業計画等変更経緯】
4.0 区画整理（回数）

0 0 合計 区域 土地利用 資金 その他
0 0 都市計画 1 1
4.0 0.0 事業計画 4 1 3

103 0
103 100

R6.4時点
気仙沼市 ①土地区画整理事業（松崎片浜地区）　②防災集団移転促進事業（松崎浦田②地区、前崎前浜地

区、松崎浦田地区、松崎丸森地区、面瀬地区）　③津波復興拠点整備事業（無し）松崎片浜地区
【復興計画上の位置づけ】
　本地区の沿岸部は今次津波と同等の津波が来襲した場合における安全
性の確保が困難であるとして，住宅については高台や内陸部への新たな
住宅地への移転などの支援を図ることを方針とし，産業系用途への土地
利用を誘導する。

【事業の目的及び整備効果】
　　一部の公共施設の整備改善，混在している市有地及び民有地の敷地
を集約化，共同利用等により，敷地整序型土地区画整理事業を施行す
る。これにより，近くに整備される三陸沿岸道路インターチェンジの立地特
性を生かした，活気ある商業地等の形成を図り，早期復興を目指す。

本地区は、東側にある松岩漁港において漁港背地から漁
業集落地が形成され、あわせて商業、工業が立地するこ
とで、住商工が混在した市街地が形成されていた。

【事業の選択・組合せの考え方】
　他手法で事業化区域内の民有地を等価交換にて移動した場合，交換する土地
の一筆ごとの不動産鑑定が必要になり，また，等価交換となる土地を創出するた
めの分合筆が必要となり，その測量等が必要となる。また，登録免許税を地権者
に強いるところで，地権者の合意が必要となり，権利調整のための時間を要する。
　敷地整序型土地区画整理事業は，土地の再配置に特化した事業であり事業期
間が短く優位性があり，また被災元地（市有地）を公共用地に充てることで減歩を
少なくし，地権者の負担を抑え合意形成が図りやすくなる。
　以上により，土地区画整理事業の手法は他と比べて優位性を有していることか
ら，土地区画整理事業を選択した。

パターン 防集 津波
現地再建

嵩上再建

計画人口（人） 人口密度（人/ha）

新市街地整備
嵩上再建+
高台移転

【地域住民等との調整状況】
・平成29年6月、まちづくりの意向把握に関する地権者個
別相談会開催
・平成29年12月、復興まちづくりに関する説明会開催
・平成30年1月、地区内全地権者より事業施行に関する
同意書を受領
・平成30年2月、都市計画案に関する説明会開催
・平成30年6月、土地活用に関する地権者意見交換会開
催
・平成30年11月、事業計画案に関する説明会開催
・平成31年1月、地権者会設立
・平成31年4月、土地利用確認等に関する個別面談会開
催
・令和元年7月、仮換地（素案）等個別説明会開催
・令和元年10月、地区計画説明会開催
・令和元年11月、片浜公園整備計画意見交換会開催
・令和2年6月、仮換地案個別説明会
・令和2年7月、地区計画原案説明会
・令和2年8月、片浜公園都市計画変更案説明会
・令和2年11月、換地計画案個別説明会

【都市計画等の経緯】
　・復興整備計画の策定：Ｈ30年7月12日
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ30年3月2日
　・都市計画決定（当初）：Ｈ30年3月30日
　・事業計画認可（当初）Ｈ31年1月8日

【人口及び土地利用】
＜区画整理＞ 全宅地面積（ha）

現在人口（人） 土地活用率（%）
（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））

＜防集＞
当初計画戸数 空き区域（戸）
最終計画戸数 土地活用率（％）

松崎片浜地区



＜土地区画整理事業＞

気仙沼市 松崎片浜 4.8

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

0.4

0.9

2.6

0.2

2.9

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

気仙沼市 松崎片浜 H30.3.30 ○ ● □■ R2年度◆

＜防災集団移転促進事業＞

R01.09末 年 月 年 月 年 月 年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

松崎浦田第２地区 H24.9.10 26 10 28 3 R2 9 26 10 ● □■ ◆ H28.3工事完了

松崎前浜地区 H24.9.10 25 9 27 5 R3 3 26 6 ● □ ■ ◆ H27.5工事完了

松崎浦田地区 H24.9.10 25 9 28 3 R3 3 26 9 ● □ ■ ◆ H28.3工事完了

松崎丸森地区 H24.11.20 25 12 27 3 R2 9 26 6 ● □ ■ ◆ H27.3工事完了

面瀬地区 H24.11.20 25 12 28 3 R2 9 26 6 ● □ ■ ◆ H28.3工事完了

＜津波復興拠点整備事業＞

R6.4時点

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ 保留地の有無
保留地の引
き渡し

総事業費
（百万円）面積

（ha）
既成市街地
（ha）

新市街地
（ha）

嵩上げ面
積
（ha）

平均嵩上高最大嵩上高 公共公益
施設用地

その他 合計

事業認可時
（人）

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地 住宅地

4.8 0 0 0.0

商業地 工業地 農地

浸水面積
（ha）

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

嵩上げ地へ
の集約

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

81.5% 0 0 0400 130 不明 不明 4.8 無 354

市町村 地区名
面積
（ha）

整備予定
戸数

うち民間宅
地

住宅団地
整備費計

百万円

0.2 0.0 0.0 0.0 4.8 非居住0 0 0 0.8 0.0 3.8不明 不明

面瀬地区 42 29 1,517

※住宅団地整備費は、住宅団地の用地取得費、造成費、関連公共施設整備費の合計

事業スケジュール

35 35 569

松崎丸森地区 5 5 49

気仙沼
市

松崎浦田第２地区 7 7 181

松崎前浜地区 14 14 365

松崎浦田地区

市町村 地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初）

工事契約
現地工事
着手

換地処分
事業進捗状況

H29年度 H30年度 R1年度（H31年度） R2年度 R3年度

R01.09末 R01.09末 R01.09末 R01.09末

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

H31.1.8 R1.6.28 R1.6.29 R3.3.26

市町村 地区名
大臣同意

工事着手
（着手）

工事完了
（全造成）

交付金
事業完了 R1年度（H31年度） R2年度 R3年度

気仙沼
市

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

現地工事
着手

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

申出換地 段階施工
関わり 計画戸数 重複活用 タイプ

緊防空
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

防集 津波
集合
（戸）

戸建て
（戸）

減価補償地区
保留地地区

の別

気仙沼市 松崎片浜

起工承諾によ
る工事着手

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

市町村 地区名

他事業との組み合わせ 災害公営 加速化措置（適用の有無：0or1）

【地区全体】
・土地利用計画では，一部を公園整備するほかは，「工業地区」として産業
系の土地利用を図り，市街地を形成する。
・平成29年度中から，市産業部では企業誘致を進めており，三陸沿岸道路
インターチェンジが本地区の西側，国道45号に配置されることから，その立
地特性を活かした活気あるまちづくりを進めることで早期復興を果たす。
・平成30年1月時点で，本地区にショッピングモール（駐車場を共有する個
店配置形式）での参入構想があり，市は当地の魅力を最大限に活用できる
よう，一体的な整備を進める。
・商業系の企業のほか，いずれかの産業誘致ができれば，交流人口は増
加し，地域商圏の活性化が図られるとともに，雇用の促進に期待。

松崎片浜地区

・平成29年1月：土地利用状況及び集約化に関して権利者へ意向確認
・平成29年6月～12月：個別面談を重ね，土地区画整理事業について
の理解と区域内外に係る調整を実施。
・平成29年12月20日：権利者への事業説明会を実施し，事業区域内の
すべての地権者から「施行同意書」を取得。
・土地利用については，市の担当部が企業誘致に関して関係各所と折
衝し，施行区域内すべての土地を利用する計画で調整。その他，地元
不動産業者からも，商工業利用に関する興味を示されており，産業誘
致による交流人口の増加や地域商圏の活性化を期待。

・本地区の換地設計は，土地利用計画の実現，一団の土地利用及び
換地希望の権利者意向を実現させるため，申出による換地を定め，敷
地を整序するものとした。
・土地活用事業候補者との交渉に時間を要したことから，仮換地指定
が遅れた。そのため，地区内全地権者より事業施工同意書を受領し，
仮換地指定前に工事着手した。

・平成31年3月に，本地区内の北街区と南街区を商業地として一括して土地
活用を図る事業候補者が決定した。交渉期間を令和2年3月末迄としていた
が，出店テナント企業が決定していないこと等により事業候補者の合意に至
らないことから，令和2年3月に交渉期間を延長し，交渉期間を令和3年3月末
までとした。その後，事業候補者との交渉を継続して行っているが，現時点
において事業候補者の合意に至っていない状況。

1 0

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

0 0 0 1 0 1保留地 0 0 0



＜2＞宮城県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画

〇

【事業計画等変更経緯】
54.6 区画整理（回数）

0 0 合計 区域 土地利用 資金 その他
0 52 都市計画 1 1

33.6 17.6 事業計画 4 4 4

301 14
301 95.3

【都市計画等の経緯】
　・復興整備計画の策定：Ｈ24年9月18日
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ年25月1月
　・都市計画決定（当初）：Ｈ24年9月18日
　・事業計画認可（当初）：Ｈ25年10月17日
　・事業完了：R2年3月31日

【地域住民等との調整状況】
・土地区画整理事業の説明会の開催H24.7.28,30
・｢志津川市街地の土地活用に関する意向調査｣のアン
ケート調査を実施H24.10.19～11.9
・土地区画整理事業の個別相談会開催H24.10.29～11.4
・土地区画整理事業の説明会の開催H25.7.31～8.4
・土地利用に関する個別面談会の開催H25.9.26～11.30
・申出換地説明会及び個別相談会 H26.7.12～7.29
・土地区画整理事業　事業計画変更説明会開催H27.4.30
・土地区画整理事業　仮換地（案）個別説明H27.6～7
・土地区画整理事業　事業計画変更（第4回）説明会開催
H30.5.30

〇〇

現地再建

【事業の選択・組合せの考え方】
　高台部で実施した防集事業及び津波復興拠点整備事業については、住
居の高台移転と併せて役場や病院などの公共施設も再建する必要があっ
たことから、一団地の津波復興拠点市街地形成施設の都市計画決定を行
い、この中で住居部分に防集事業を組み込むなど、２事業を重ね合わせ
ることで有効な土地利用を図ることとした。
　一方、従来市街地における土地区画整理事業においては、地権者の土
地利用意向に加えて都市公園の移設用地確保や企業誘致ゾーンを設け
るなど、一定程度の面積を確保したものの、将来的な人口減少などを見据
えて従来市街地からは縮小して都市計画決定した。

嵩上再建

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

①土地区画整理事業（志津川地区）　②防災集団移転促進事業（志津川地区）　③津波復興拠点整
備事業（志津川東、志津川中央地区）

パターン

南三陸町
志津川地区

防集

本地区は南三陸町の中央部に位置し、志津川漁港、国道
45号沿道に漁業関連施設や商店が集積していた。地区
内の土地利用状況は、住宅、商業、産業施設等が混在し
ていた。

【復興計画上の位置づけ】
　南三陸町震災復興整備計画において、「生業の場所は様々であっても、
住まいは高台に」を方針としていることから、本土地区画整理区域は居住
以外の土地利用となる。

【事業の目的及び整備効果】
　壊滅的な被害を受けた本地区において、防集事業による居住施設の高
台移転にともない発生する町有地と民有地等との土地の混在に対し再編
を行い、地区内の土地利用の効率性を高め、地場産業等の早急な育成や
誘致を支援する。

津波

【人口及び土地利用】

（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）
土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

計画人口（人）
現在人口（人）

＜区画整理＞ 全宅地面積（ha）

最終計画戸数 土地活用率（％）
当初計画戸数 空き区域（戸）
＜防集＞

志津川地区

志津川中央地区

志津川東地区



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

南三陸町 志津川 60.0

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

6.5

4.6

7.0

＜土地区画整理事業＞
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南三陸町 志津川 H24.9.18 ○ ● □■ ◆ H31.3換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

R01.09末 年 月 年 月 年 月 年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

志津川（志津川東） H24.9.10 25 4 28 10 R3 2 25 7 ● □ ■ ◆ H28.10工事完了

志津川（志津川中央） H24.9.10 25 11 28 12 R3 2 26 1 ● □ ■ ◆ H28.12工事完了

志津川（志津川西） H24.9.10 25 11 28 10 R3 2 26 1 ● □ ■ ◆ H28.10工事完了

＜津波復興拠点整備事業＞

R1年度

R1.9末 R1.9末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

志津川東 H24.8.3 H25.4.5 ○ ● □ ■ ◆ H29.12工事完了

志津川中央 H24.8.3 H25.11.12 ○ ●□ ■ ◆ R2.3工事完了

志津川地区

　高台部で実施した防集事業及び津波復興拠点整備事業については、住
居の高台移転と併せて役場や病院などの公共施設も再建する必要が
あったことから、一団地の津波復興拠点市街地形成施設の都市計画決定
を行い、この中で住居部分に防集事業を組み込むなど、２事業を重ね合
わせることで有効な土地利用を図ることとした。
　一方、従来市街地における土地区画整理事業においては、地権者の土
地利用意向に加えて都市公園の移設用地確保や企業誘致ゾーンを設け
るなど、一定程度の面積を確保したものの、将来的な人口減少などを見
据えて従来市街地からは縮小して都市計画決定した。

　高台部の都市計画決定については、復興計画に基づき２地区を選定
し、住民の移転ヵ所意向に添えるよう配慮したほか、公共施設の配置も既
設の公共施設に配慮し、機能が集約できるよう調整を行った。
事業認可後においては、防集事業及び津波復興拠点整備事業をCMJV
方式で一括発注を行うことで工期の短縮を図り、完成した宅地からそれぞ
れの用途（住宅用地、病院用地、役場用地等）に向けて引渡しを実施し、
早期復興に努めた。
　従来市街地における土地区画整理事業については、関係機関との工程
調整を密に行いつつ、国の事業を町が区画整理事業の中で委託を受け
造成工事を行うなど、既存の枠にとらわれずそれぞれの事業が遅滞しな
いよう工夫を行った。
　なお、換地については、地権者の再建意向を反映させるべく「申出換地」
を採用し、事業の円滑な進捗と完成後の有効な土地利用が図られるよう
努めた。

　防集事業については、事前の再建意向確認を複数回実施した効果から、空
き宅地は少数にとどまり、現在の空き率は1.15％（4区画/345区画）となってい
る。津波復興拠点整備事業においては、各公共施設が災害復旧等で整備さ
れ、住民をはじめ多くの方々に利用されている。
　土地区画整理事業については、現在の土地利用率が約７割で、残っている土
地の有効活用が課題であり、今後も企業誘致等を粘り強く進めていく。

【地区全体】
　当町の市街地復興においては、住居及び公共施設をL2以上の高台に移
転し、従来の市街地をL1対応で「なりわいの場」として商工業用等の土地利
用計画を策定した。
このことから、防集事業及び津波復興拠点整備事業においては高台を造成
し宅地等を整備しつつ、発生土を従来の市街地における盛土材として活用
することでコストの削減及び工期の短縮を図った。
　また、被災した従来市街地における土地区画整理事業においては、町が
事業主体である当該事業を含め国直轄国道事業、県事業である国県道事
業、河川堤防事業、防潮堤事業などが輻輳し、これ以外にもインフラ事業者
やJRも復旧工事を進めていたことから、それぞれの工程調整を同時かつ迅
速に進めるため、毎月関係者一同を集めて「市街地復興工程会議」を開催
し、速やかな進捗を図った。
　その他、町においては土木職員が極端に不足していたことから、市街地整
備に実績のあるUR都市機構に事業委託を行い、工事施工においてはCMJV
方式を取り入れ、一体的な施工を行った。

志津川（志津川西） 69 69

0

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

0 1 1 1 1 11 1 0 0

関わり 計画戸数 重複活用 タイプ

UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

減価補償地区

保留地地区

の別

減価補償南三陸町 志津川 移転促進区域

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

市町村 地区名

他事業との組み合わせ 災害公営
防集 津波

集合
（戸）

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

申出換地 段階施工
戸建て
（戸）

緊防空
不明地権者
の調査の委

託

H25.11.15 H26.1下旬 R2.3.31

H30年度 R2年度 R3年度

R1.9末 R1.9末 R1.9末 R1.9末

現地工事

着手（建

築）

工事完了
事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

H25.4.25 H25.8.20

南三陸町

市町村 地区名

都市計画

決定（当

初）

事業認可

（当初）
工事契約

現地工事

着手

現地工事

着手市町村 地区名
大臣同意

工事着手

（着手）

工事完了

（全造成）

交付金

事業完了

南三陸町
H29.12.21

R2年度 R3年度R1年度（H31年度）

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度（H31年度） R2年度 R3年度

市町村 地区名

都決

（当初）

事業認可

（当初）
工事契約

現地工事

着手

R01.09末 R01.09末 R01.09末

110 110 6,878

5,966

住宅

H25.10.17 H25.11.15 H25.11.15 H31.3.8

R01.09末

換地処分
H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

47% 53%志津川東
南三陸町

志津川中央 16.3 16.3 13.9 57%

25.2 25.2 19.8

11,284

市町村 地区名
面積

（ha）

住宅団地

戸数

うち民間

宅地戸数

12.6 15.6 3.0 0.0 2.4 60.05 5 26.460.0

事業

認可

総事業費都市計画

決定

市町村
嵩上げ

面積（ha）住宅 公益
特定

業務

地区名

区域面積（ha） 用地割合（事業適用）

事業

タイプ

平均盛土高

（m）

最大盛土高

（m）

津波防災整

地費の提供

被災時

（人）

87.8%2,100 920 920 0 60.1

総事業費

（百万円）面積

（ha）

既成市街地

（ha）

新市街地

（ha）

嵩上げ面

積

（ha）

平均地盤高 最大地盤高
嵩上げ地へ

の集約 工業地 農地
公共公益

施設用地
その他 合計住宅地 商業地戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地

死者

（人）

行方不明者

（人）

国調人口

H12→H22

都決時

（人）

計画人口の

設定

事業認可時

（人）

058.5 6.2 10.7

現段階

（人）

非住居 無

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数

（戸）

全壊戸数

（戸）

半壊戸数

（戸）

浸水面積

（ha）

保留地の有無
保留地の引

き渡し

南三陸町

※住宅団地整備費は、住宅団地の用地取得費、造成費、関連公共施設整備費の合計

469

5

3,288

住宅団地

整備費計

百万円

加速化措置（適用の有無：0or1）

住宅

事業スケジュール

事業進捗状況

H23年度

43%

志津川（志津川東） 122 122

志津川（志津川中央）

事業

適用



＜2＞宮城県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】
①中央一丁目地区

②中央二丁目地区

③石巻駅前地区

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画
〇

【事業計画等変更経緯】
1 ①中央一丁目地区

160 107 合計 区域 土地利用 資金 その他
90 100 都市計画 1 1
0.9 0.9 事業計画 1 1

0.1 ②中央二丁目地区
9 合計 区域 土地利用 資金 その他
6 100 都市計画

0.8 0.8 事業計画 3 2 2 2
0 ③石巻駅前地区

0 合計 区域 土地利用 資金 その他
0 100 都市計画 1 1
0 0 事業計画 1 1（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））

①土地区画整理事業（中央一丁目地区、中央二丁目地区）　②防災集団移転促進事業（新蛇田等広
域対応）　③津波復興拠点整備事業（石巻駅前）

【地域住民等との調整状況】
①中央一丁目地区
・区域取りの説明の有無・・・全体説明会（H25.3.30）
・事業概要の説明の有無・・・全体説明会（H25.11.6）
・意向調査の実施状況・・・個別相談会（H24.11.3～6，
　　　　　　　　　　　　　　　　 H25.3.20～23,H25.11.15～18）
②中央二丁目地区
・かわまち交流拠点整備事業説明会（Ｈ27.12.23）
・石巻市中央二丁目地区被災市街地復興土地区画整理
事業事業計画案説明会（Ｈ28.3.19）
③石巻駅前地区
・石巻駅周辺整備計画案住民説明会（H25.11.7，11.26）

〇

パターン
現地再建

石巻市
市街地部（中央地区）

防集

本地区は、石巻市の中心市街地に位置した市役所大通り
（都市計画道路門脇稲井線）沿線を中心とした地区であ
る。北はアイトピア通り、南は旧石巻市役所、石巻小学
校、永巖寺に隣接する商店街である。門脇稲井線は16ｍ
で都市計画決定されているが、現道幅は、約10ｍで歩道
も狭い状況である。

本地区は、川湊として歴史ある中心市街地の一角である
旧北上川沿いに位置している。商業店舗や住居併用店
舗、飲食店、大型立体駐車場、事務所等で構成されてい
た。

本地区は、ＪＲ仙石線及び石巻線の石巻駅を中心にした
商業地域で、駅前の百貨店撤退後の平成２２年３月に同
施設を利用して石巻市役所を配置した。

現在人口（人） 土地活用率（%）

①中央一丁目地区 全宅地面積（ha）
計画人口（人）

②中央二丁目地区
計画人口（人）

③石巻駅前地区

【人口及び土地利用】

津波

土地活用率（%）

嵩上再建+
高台移転

【復興計画上の位置づけ】
　石巻市震災復興基本計画において、当該エリア（中心市街地）については、商
業・居住の再生・活性化に向けた取組を推進することにより、中心市街地部の商
業・観光機能の再興のみならず、良好な住環境を備えた、居住機能の充実を図る
地区として位置づけており、本市の復興のシンボルとなる新たなまちづくりを目指
すこととしている。
①中央一丁目地区（土地区画整理事業）
【事業の目的及び整備効果】
　震災の津波により甚大な被害を受け、住宅に困窮する世帯への住宅供給を促進
するため、区画整理事業手法による土地の再配置を行い、復興公営住宅建設用
地等を確保する。また、復興公営住宅整備と共に、商店街の再生、必要となる道
路等もあわせた一体的整備により、安全安心で秩序ある中心市街地の形成を図
る。
②中央二丁目地区（土地区画整理事業）
【事業の目的及び整備効果】
　河川堤防と一体となったまちづくりを基本とし、にぎわいある新生中心市街地を
目指す土地利用を推進する。本地区周辺では復旧・復興に向け、旧北上川河川
堤防事業とそれに伴う内海橋の架け替え事業が段階的に実施されている。土地
区画整理事業によりそれらの背後地を集約し、道路、公園などの整備改善をおこ
ない、適正な土地利用を図ることで、災害に強いまちづくりを進めるとともに、川を
生かしたまちづくりとして観光交流施設を核とした中心市街地の活性化に寄与する
宅地を供給し、早期復興を図ることを目的としている。
③石巻駅前地区（津波復興拠点整備事業）
【事業の目的及び整備効果】
　本市の都市核拠点である石巻駅周辺において、市役所等の行政施設、市立病
院、各種市民生活支援施設等を集積させ、防災力を高め、コンパクトで人と地球に
やさしく、歩いて暮らせるまちづくりを目指す。
　災害時の市民・来訪者の避難、行政機能・救急医療機能の維持、市民生活の復
旧支援等を迅速かつ確実に実施するための津波防災拠点を整備する。

【都市計画等の経緯】
①中央一丁目地区
　・復興整備計画の策定：Ｈ25年8月16日
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ25年8月16日
　・都市計画決定（当初）：Ｈ25年8月16日
　・事業計画認可（当初）：Ｈ26年1月14日
②中央二丁目地区
　・復興整備計画の策定：Ｈ28年8月17日
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ28年2月29日
　・都市計画決定（当初）：Ｈ28年3月1日
　・事業計画認可（当初）：Ｈ28年4月28日
③石巻駅前地区
　・都市計画決定：H26年8月26日（H29年11月20日　第1回変更）
　・事業計画認可：H26年12月19日（H30年2月26日　第2回変更）

【事業の選択・組合せの考え方】
①中央一丁目、②中央二丁目地区は、「既存道路の幅員が避難のボトルネック」、「川沿い
で被害状況が甚大」であったことから、面的整備による復興が望まれたため、区画整理事業
を選択・導入した。
特に、面整備に合わせて、①では、住宅に困窮する被災者への住環境の提供のための復興
公営住宅、②では、復興のシンボルとなる拠点づくりという観点から観光交流施設を整備し
た。
③石巻駅前地区では、災害復旧・復興を先導するための行政（市役所）・防災（防災セン
ター）・医療（市立病院）・福祉（ささえあいセンター）による防災拠点の整備のため、津波復興
拠点整備事業を選択・導入した。

新市街地整備
嵩上再建

計画人口（人） 人口密度（人/ha）

人口密度（人/ha）
現在人口（人）
（造成済宅地（ha））

（土地活用宅地（ha））
現在人口（人） 土地活用率（%）

全宅地面積（ha）
（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）

（土地活用宅地（ha））

全宅地面積（ha）

石巻駅前地区

中央一丁目地区

中央二丁目地区



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

中央一丁目 1.5

中央二丁目 1.4

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

中央一丁目 H25.8.16 ○ ● □■ ◆ H30.2換地処分

中央二丁目 H28.3.1 ○ ● □ ■ ◆

R4.3換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

＜津波復興拠点整備事業＞

R1.9末 R1.9末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

石巻市 石巻駅周辺 H26.8.26 H26.12.19 ○ ● □ ■ ◆ R2.3工事完了

地区名

区域面積（ha） 用地割合（事業適用）

事業
タイプ

嵩上げ
面積（ha）

平均盛土高
（m）

最大盛土高
（m）

総事業費都市計画
決定

事業
認可

事業
適用

住宅 公益
特定
業務

5,411石巻駅周辺 3 1.4 1.4 100% 公益

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R2年度 R3年度R1年度

8855 5 0.7
石巻市

1.4 89 38

無 1,3990.2 0.8 0.0

石巻市

9 1.4 被災地 無

H28.5.9 H28.9.27 H28.12.16 R4.3.18
石巻市

1

市町村 地区名
緊防空

H28.3.9 H28.5.6 H29.2.25 R2.3.25

市町村

石巻市

中央二丁目
中央一丁目

1 10 0
00 0 0 0 1 0
00 0 0 0 1

00

0.6 0.138 1.4 6 92.0%

1.5 被災地130 57 57
宅地規模に基づ

く面積算定 160 160 26 29 0.51.5 0.0 0.0 0.01.5

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地 住宅地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

4 1 92.0% 160

新市街地
（ha） 合計

嵩上げ面
積

（ha）
平均地盤高 最大地盤高

嵩上げ地へ
の集約 工業地 農地

公共公益
施設用地

その他商業地

R2年度 R3年度

R01.09末 R01.09末

災害公営

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引

き渡し
総事業費
（百万円）面積

（ha）
既成市街地

（ha）

市町村

都市計画
決定（当

初）地区名

事業認可
（当初）

工事契約
現地工事

着手

現地工事
着手（建

築）
工事完了

R1.9末 R1.9末 R1.9末 R1.9末

事業スケジュール

市町村 地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初）

R01.09末 R01.09末

H26.1.14 H26.11.6 H26.11.19

R1年度（H31年度）

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度
工事契約

現地工事
着手

換地処分
H30年度

H30.2.9

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

35

他事業との組み合わせ
防集 津波

関わり 計画戸数 重複活用 タイプ
集合
（戸）

戸建て
（戸）

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

申出換地 段階施工
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託
0 0

③石巻駅前地区

本市では「震災復興基本計画」により、多重防御による災害に強いまちづ
くりを推進している。石巻駅や市役所を中心としたこの地区では、今後い
かなる災害が発生しても被災地の復興を先導する拠点として活動し続け
られるよう、行政、防災、医療、福祉の施設を集約し、津波防災拠点として
整備を行うこととした。

石巻駅及び市役所周辺の建設工事であり、歩行者や車両の通行が多い
ことから、工事調整はもちろん安全対策にも充分な配慮を行った。

石巻市役所、石巻市防災センター、石巻市立病院、石巻市ささえあいセン
ター、それらを結ぶ歩行者デッキ等が完成し、次の災害に備える防災拠点整備
を進めることができた。

区画整理事業としては、工事工程調整や地権者、周辺住民への丁寧な説
明、対応には充分な時間をかけたが、事業全体としては、区画整理のルー
ルどおりに事業を着実に進めていった。

津波復興拠点整備事業としては、地権者への丁寧な説明と対応を行い、工
事工程調整などの連絡調整を密に行う事で、事業を円滑に進めていった。

加速化措置（適用の有無：0or1）
減価補償地区
保留地地区

の別
減価補償
減価補償

①中央一丁目地区

避難路としての整備を目的としたことから、当初は道路事業として事業を
進めることとしていたが、被災状況は甚大であったものの、商店街の商店
主たちからの“まち”としての再生を強く求められたこと、また、まちなか居
住の促進を目指し復興公営住宅用地も確保することから、区画整理事業
による面的整備を行うこととした。

②中央二丁目地区

工事の実施に際しては、各商店、住居の再建スケジュールに合わせた施
工調整を行い、地権者の再建を促進した。
また、商店街としてのまちを残したいという思いに応えるべく、まちづくり会
社、大学を巻き込んだ「中央一丁目まちなみ委員会」を結成し“わがまち”
再生に向けたハード面ソフト面の取り組みを充実させた。

先述の活動の経過から平成28年度都市景観大賞「景観まちづくり活動・教育部
門」において国土交通大臣賞（大賞）を受賞した。
これからのまちづくりとして復興公営住宅と一緒になったコミュニティ作りが望ま
れる。

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手

まちなか再生、かわまちづくりを目指す中核施設として観光交流施設の整
備を目的に当初は２種再開発事業での事業化を目指したが、事業の採算
性や堤防一帯空間を中心とした背後地の周辺環境の整備を行うことか
ら、区画整理事業手法導入により面的整備を行うこととした。

国による堤防築堤工事、県による内海橋の架け替え工事等、工事が錯綜
することから、徹底した工事調整に努めた。

令和５年3月に工事は完了している。
面的整備により、観光交流施設（「いしのまき元気いちば」「かわまち交流セン
ター“かわべい”）、市かわまち立体駐車場の整備が完了し、旧北上川と一体と
なった堤防一体空間が整備されつつあることから、中心市街地活性化の起爆
剤の一助となるべくソフト面での施策が望まれる。

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）



＜2＞宮城県
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画
〇

【事業計画等変更経緯】
＜区画整理＞ 区画整理（回数）

7.3 ①下釜第一地区
800 66 合計 区域 土地利用 資金 その他
540 84 都市計画 0 0
8.6 7.2 事業計画 5 3 3 2

27.6
0 0 ②上釜南部地区

10 67 合計 区域 土地利用 資金 その他
27.6 18.6 都市計画 1 1

16.7 事業計画 6 4 2 3
0 0
0 60 ③下釜南部地区

16.7 10.1 合計 区域 土地利用 資金 その他
都市計画 1 1
事業計画 10 6 7 3

1425 0
1425 100最終計画戸数 土地活用率（％）

津波
現地再建
嵩上再建

全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）

土地活用率（%）

現在人口（人）

【人口及び土地利用】

R６.４時点

＜防集＞
当初計画戸数 空き区域（戸）

土地活用率（%）
（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））

（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））

③下釜南部地区 全宅地面積（ha）
計画人口（人） 人口密度（人/ha）

①下釜第一地区

嵩上再建+
高台移転

防集パターン
〇

新市街地整備

計画人口（人） 人口密度（人/ha）
現在人口（人）

（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）
土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

②上釜南部地区 全宅地面積（ha）

市街地部

　本エリアは、石巻市の西部に位置し、南側は石巻工業
港と隣接する住宅地の一部である。道路のネットワークが
不十分なまま小規模な住宅開発と企業立地が進み、住
宅、企業、農地が混在する市街地となっていた。

石巻市

【都市計画等の経緯】
①下釜第一地区
・復興整備計画の策定：H25年03月29日
・復興交付金事業計画の策定：H24年07月31日（第5回公表）
・都市計画決定（当初）：H25年03月29日
・事業計画認可（当初）：H25年11月01日
②上釜南部地区
・復興整備計画の策定：H27年08月19日（第21回変更）
・復興交付金事業計画の策定：H27年02月27日
・都市計画決定（当初）：H27年01月15日
・事業計画認可（当初）：H27年03月27日
③下釜南部地区
・復興整備計画の策定：H27年08月19日（第21回変更）
・復興交付金事業計画の策定：H27年02月27日
・都市計画決定（当初）：H27年01月15日
・事業計画認可（当初）：H27年03月27日

【事業の選択・組合せの考え方】
①Ｌ２堤防としての高盛土道路（門脇流留線）の南側地区は災害危険区域となり、
被災者が『防集事業』により（『区画整理事業』で整備された）新蛇田地区等に移転
して生活・事業再建を図った。（上釜南部地区、下釜南部地区）
②Ｌ２堤防としての高盛土道路（門脇流留線）の北側地区は可住地とであり、現地
での生活再建を図るため、『区画整理事業』等を選択した。（下釜第一地区）
③被災者が防集事業により移転した地区では、石巻工業港隣接地としての特性を
生かした産業集積ゾーンとするため、『区画整理事業』を選択した。（上釜南部地
区、下釜南部地区）

①土地区画整理事業（下釜第一地区、上釜南部地区、下釜南部地区）　②防災集団移転促進事業
（上釜南部地区、下釜南部地区、新蛇田等広域対応）　③津波復興拠点整備事業（無し）

【地域住民等との調整状況】
①下釜第一地区
・区域取りの説明：H25年01月25日　全体会議開催
・事業概要の説明：H25年07月25日　全体会議開催
・仮換地の説明　：H26年05月　仮換地供覧会開催
・換地計画の説明：H30年05月　換地計画縦覧説明会
②上釜南部地区
・上釜復興協議会及び関係住民への説明会：H26年08月10日
・地権者説明会実施（換地）：H27年12月07～11日
・換地計画の説明：令和1年10月5日～11月6日
③下釜南部地区
・下釜復興協議会及び関係住民への説明会：H26年07月13日
・地権者説明会（換地）：H28年2月上旬

石巻西部地区被災市街地復興推進地域（約207.9ha）内
釜・大街道エリア

①下釜第一地区
　【復興計画上の位置づけ】
　石巻市震災復興基本計画において、「減災まちづくり推進」として都市基盤の復
旧・復興を掲げるなかで、高盛土道路の北側を住居系ゾーンと位置づけている。
　【事業の目的及び整備効果】
　高盛土道路の整備に合わせ、住居系ゾーンの土地利用を再編し、行き止まり道
路の解消、地域の基幹となる生活（避難）道路を整備し、安全安心な居住環境の
改善を図る。
②上釜南部および③下釜南部
　【復興計画上の位置づけ】
　石巻市震災復興基本計画において、産業集積ゾーンとして位置づけ、土地区画
整理事業による都市基盤の整備を推進するものとしている。なお、本地区は災害
危険区域に指定されている。
　【事業の目的及び整備効果】
　二線堤となる門脇流留線以南から石巻工業港間の防集買取用地を再編集約し
道路等の再配置することにより、再建企業や誘致企業の利便性向上を図るととも
に、企業誘致の促進を図り、雇用の場を創出する。
　地区内で41 社（上釜南部地区）、23社（下釜南部地区）が再建している他、地区
内外から25 社（上釜南部地区・下釜南部地区共通）の問い合わせ等が寄せられ
ている。

上釜南部地区

下釜南部地区

下釜第一地区



＜土地区画整理事業＞

下釜第一 12.1

上釜南部 37.6

下釜南部 25.4

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

21.9

10.6

2.9

4.9

3.9

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

下釜第一 H25.3.29 ○ ● □ ■ ◆ H30.10換地処分

上釜南部 H27.1.15 ○ ● □ ■ ◆ R3.3換地処分

下釜南部 H27.1.15 ○ ● □ ■ ◆ ◆

＜防災集団移転促進事業＞ R4.1換地処分

R01.09末 年 月 年 月 年 月 年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

新蛇田地区 -7 H25.3.18 24 10 28 12 R3 3 24 10 □■ ● （事後決済処理） ◆ H28.12工事完了 ◆

新蛇田南地区 H25.3.18 25 12 30 4 R3 3 25 12 ● □■ ◆ H30.4工事完了

あけぼの北地区 H25.3.18 25 9 28 1 R3 3 25 9 ● □■ ◆ H28.1工事完了

新渡波地区 +4 H25.3.18 25 3 28 1 R3 3 25 3 ●□■ ◆ H28.1工事完了

新渡波西地区 +3 H25.3.18 25 9 28 2 R3 3 25 9 ● □■ ◆ H28.2工事完了

＜津波復興拠点整備事業＞

R６.４時点

都決時
（人）

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引

き渡し

工業地 農地
公共公益
施設用地

その他 合計住宅地 商業地戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地

総事業費
（百万円）面積

（ha）
既成市街地

（ha）
新市街地

（ha）

嵩上げ面
積

（ha）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

平均地盤高 最大地盤高
嵩上げ地へ

の集約

石巻市

12.1 8.7 0.3

現段階
（人）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

0.3

693 234 218 16

493 195

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

147 無 2,0901.2 0.012 11 3.637 12.1 12.1 被災地30 7 92.0% 1,100 7.3 0.0 0.0 0.0800 818

37.6 無 3,6210.0 0.0 37.617 92.0% 非住居0.0 27.6 0.03 3 10.0 0.037.6 54

3,998

市町村 地区名
面積
（ha）

住宅団地
戸数

うち民間
宅地戸数

16.7 0.0 0.0 0.0 25.4 非住居5 5 8.7 0.0 0.0104 7 92.0%25.4 無860 377 337 40 25.4

事業スケジュール

市町村 地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初）

工事契約
現地工事

着手
換地処分

R01.09末 R01.09末 R01.09末

事業進捗状況

R1年度（H31年度）

H27.3.27 H28.1.15 H28.2 R3.3.26

H27.3.27 H28.6 H28.8 R4.1.28

R3年度

H25.11.1 H26.7.7 H26.8.11 H30.10.26

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

R01.09末

H29年度 H30年度市町村 地区名
大臣同意

工事着手
（着手）

工事完了
（全造成）

交付金
事業完了

石巻市

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

申出換地

H30年度 R2年度

R1年度（H31年度） R2年度 R3年度

石巻市

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

現地工事
着手

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

0 0 0 1下釜第一

市町村 地区名

他事業との組み合わせ 災害公営

防集 津波
集合
（戸）

戸建て
（戸）

緊防空
減価補償地区
保留地地区

の別

加速化措置（適用の有無：0or1）

段階施工
関わり 計画戸数 重複活用 タイプ

UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

0
減価補償
減価補償 0

1 0
0

上釜南部 移転促進区域 0 0
1 1 1 0 1 0100

0 0 1 1 1 0
1 0 1

【地区全体】
①土地利用計画
・当初は、「全被災者の現地再建」を基本とした被災地区全域の住宅地とし
ての現地再建案を検討したが、「L2津波軽減効果の高い二線堤の配置」や
「地域経済の活性化などの必要性」を鑑み、エリアの災害リスクに応じて、住
宅地への現地再建と産業地への用途転換を図る土地利用計画とした。
②事業の選択・組合せ
・全域地区を土地区画整理事業で現地再建する案を含め、「コミュニティ」や
「住宅再建の進捗状況」及び「農地の存在」などを考慮した事業区域との検
討を重ね、①住居系地域の一部における区画整理事業（下釜第一）と、②被
災者の移転再建を支援する防集事業及び産業系地域への土地利用転換を
図る区画整理事業の組み合わせ（上釜南部・下釜南部）が選択された。
③現段階での評価
　・「下釜第一」：計画人口（800人）に対して540人が居住
　・「上釜南部・下釜南部」：45社（上釜南部）、23社（下釜南部）が再建、地区
内外から25社（上釜南部・下釜南部）の問い合わせ等
  

①下釜第一地区

・住宅困窮者のための復興公営住宅を、住民の売却意向等を考慮して、
早期建設が可能な場所へ計画する。
・既存道路を活かし、既に再建をしている建物等に配慮した土地利用計画
とする。
・当地区は津波被害が大きく、大部分の建物が全壊または半壊している。
住民が安心して早く戻ってこられるように防潮堤と高盛土道路の整備と合
わせた事業を進め、これらに守られる住宅地とすることが必要である。

工事の実施に際しては、住居の再建スケジュールに合わせた施工調整を
行い、地権者の再建を促進した。

・市有地の空き地解消のため、土地区画整理事業により造成した市有地を平
成３０年１月より公募している。

②上釜南部地区　③下釜南部地区

・高盛土道路（門脇流留線）などで囲まれる形となり、周辺道路への接続
を検討し、産業系の交通体系を検討する。
・防災集団移転促進事業による土地の買い取り、高盛土道路の用地買い
取りと用地買収手続きが区画整理事業の換地設計に大きな影響を及ぼ
すことから、連携をとって進めていく。

既存事業者の意向を聴き取りしながら施工調整を行った。また、事業の拡
大を希望する事業者や、復興事業により移転を余儀なくされた事業者の
移転先として交渉を行った。

・防災集団移転事業により買取した移転元地を集約し産業用地として公募して
いる。
・平成３０年１０月より市有地の公募を行っており、現地に案内看板の設置、
ホームページや市報での周知に努めている。

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

0 0 0 0 1 1
石巻市

減価補償
0

下釜南部 移転促進区域

石巻市

※住宅団地整備費は、住宅団地の用地取得費、造成費、関連公共施設整備費の合計

6,339

2,929

360

362

381

住宅団地
整備費計

百万円

あけぼの北地区 142 38

新渡波地区 +4 80 49

新蛇田地区 -7 826 539

新渡波西地区 +3 56 34

新蛇田南地区 321 192



＜2＞宮城県 R６.４時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画
〇

【事業計画等変更経緯】
＜区画整理＞ 区画整理（回数）

18.6 ①湊東地区
1,500 51 合計 区域 土地利用 資金 その他

547 72 都市計画 0
22.3 16.0 事業計画 6 3 4 3

9.9 ②湊北地区
800 54 合計 区域 土地利用 資金 その他
390 75 事業計画 8 4 4 4
9.9 7.4

24.6 ③湊西地区
0 0 合計 区域 土地利用 資金 その他

53 事業計画 7 6 6 2
25.3 15.3

土地活用率（%）
（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））

計画人口（人） 人口密度（人/ha）
現在人口（人）

（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）
土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

③湊西地区 地区面積（ha）
（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））

地区面積（ha）

現在人口（人）

嵩上再建+
高台移転

防集パターン
現地再建

①湊東地区
【復興計画上の位置づけ】
石巻市震災復興基本計画において、当該エリアを住居系ゾーンとして位置づけてい
る。
【事業の目的及び整備効果】
津波からの避難の障害となった狭隘道路及び袋小路状道路の解消や公園などの公
共施設の整備を行い、消防・救急活動や災害時の円滑な避難など防災性や安全性
を高めるため、安心・快適な都市基盤の整った市街地形成を推進することを目的とす
る。
②湊北地区
【復興計画上の位置づけ】
石巻市震災復興基本計画において、当該エリアを住居系ゾーンとして位置づけてい
る。
【事業の目的及び整備効果】
津波からの避難の障害となった狭隘道路及び袋小路状道路の解消や公園などの公
共施設の整備を行い健全な市街地の形成を図り、消防・救急活動や災害時の円滑
な避難など防災性や安全性を高めるなど、安全・安心な市街地形成を促進する。
③湊西地区
【事業計画上の位置づけ】
石巻市震災復興基本計画において、当該エリアを産業系ゾーンとして位置づけ、地
域経済復興のための土地利用を推進するものとしている。
【事業の目的及び整備効果】
本震災による被害が甚大であったため、安全度の観点から地区全体を災害危険区
域（非可住地）とする。住工混在の解消と産業地としての道路と街区等の整備を行う
ことで、石巻漁港を活用する水産加工業等の集積を目指した、産業集積ゾーンを形
成する。

本地区は、石巻市の東部市街地エリアに位置し、牧山南側
に広がる住宅地である。住宅地内の道路は、幅員の狭隘な
ものが多く、袋小路状の道路が多数存在した。南側には県
道石巻女川線を挟んで石巻漁港があり、県道石巻女川線な
ど幹線道路沿いは、水産加工業、物流等の産業系の土地
利用となっている。

【都市計画等の経緯】
①湊東地区
・復興整備計画の策定：H 25年2月19日
・復興交付金事業計画の策定：H 24年11月30日
・都市計画決定（当初）：H 25月2月19日
・事業計画認可（当初）：H 25年9月20日
②湊北地区
・復興整備計画の策定：Ｈ25年3月29日
・復興交付金事業計画の策定：H 24年11月30日
・都市計画決定（当初）：Ｈ25年3月29日
・事業計画認可（当初）：Ｈ25年9月20日
③湊西地区
・復興整備計画の策定：Ｈ25年6月21日
・復興交付金事業計画の策定：H 25年6月21日
・都市計画決定（当初）：Ｈ25年6月21日
・事業計画認可（当初）：Ｈ26年1月14日

【事業の選択・組合せの考え方】
①L2堤防としての高盛土道路(湊中央線)・防災緑地(防災緑地1号)の南側は災害危
険区域(非可住地)となり、被災者が『防集事業』により（「区画整理事業」で整備され
た）新蛇田・新渡波地区等に移転して生活・事業再建を図った。（湊西地区）
②L2堤防(湊中央線・防災緑地１号・門脇流留線)の北側・東側は可住地としたが、住
工混在で道路ネットワークが不十分であり、被災者の現地再建と道路事業及び河川
堤防事業の用地買収と対応した土地利用増進を図る必要があったため、『区画整理
事業』を選択した。（湊北地区、湊東地区）
③被災者が防集事業により移転した湊西地区では、石巻漁港隣接地としての特性を
生かした産業集積ゾーンとするため、『区画整理事業』を選択した。（湊西地区）

嵩上再建

津波

①土地区画整理事業（湊東地区、湊北地区、湊西地区）　②防災集団移転促進事業（新蛇田等広域
対応）　③津波復興拠点整備事業（無し）

【地域住民等との調整状況】
①湊東地区
・区域取りの説明の有無：協議会、全体説明会を実施
・事業概要の説明の有無：協議会、町内会別説明会を実施
・意向調査の実施状況  ：個別相談会、追跡調査を実施
②湊北地区
・区域取りの説明の有無 … 全体説明会(H25年2/2、2/3)
・事業概要の説明の有無 … 全体説明会(H25年8/3、8/4)
・意向調査の実施状況　：個別相談会、追跡調査を実施
③湊西地区
・区域取りの説明の有無・・事業者全体説明会を実施
・事業概要の説明の有無・・地元説明会を実施
・意向調査の実施状況・・事業者に対する個別相談会実施

〇

石巻市
市街地部（湊地区）

現在人口（人） 土地活用率（%）

新市街地整備

②湊北地区
計画人口（人） 人口密度（人/ha）

①湊東地区 地区面積（ha）
計画人口（人）

【人口及び土地利用】

湊西地区

湊北地区
湊東地区



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

湊東 29.6

湊北 14.8

湊西 40.4

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

湊東 H25.2.19 ○ ● □ ■ ◆

湊北 H25.3.29 ○ ● □ ■ ◆ R3.3換地処分 R4.3換地処分

湊西 H25.6.21 ○ ● □ ■ ◆ R3.11換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

＜津波復興拠点整備事業＞

減価補償
減価補償
減価補償

加速化措置（適用の有無：0or1）

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引

き渡し
総事業費
（百万円）面積

（ha）
既成市街地

（ha）
新市街地

（ha）

嵩上げ面
積

（ha）
平均地盤高 最大地盤高

嵩上げ地へ
の集約

石巻市

29.6 22.3 0.2

7.0 0.5 0.5

25.3 0.5 1.0

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

1.0

1390 683 461 222

1310 490 293

188 53 14.8 39 9 92.0% 850 アンケート結果

29.6 被災地

工業地 農地
公共公益
施設用地

その他 合計住宅地 商業地

8.9 0.0 9.7 0.0 3.6 0.0アンケート結果 1440 1440 10 10 7.4197 29.6

20 92.0%

事業スケジュール

市町村 地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初）

工事契約
現地工事

着手

77 18 92.0% 1,270

64 64 15.1

25 4.9

無 4,140

40.4 0.040.4 84

R3年度

非居住  無 7,7990.0 24.6 0.0 0.7 0.0 40.4

R1年度（H31年度）
換地処分

R01.09末 R01.09末 R01.09末 R01.09末

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

H25.9.20 H26.7.7 H26.10 R3.3.26

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R2年度

H26.1.14 H26.7.16 H26.8 R3.11.26

H25.9.20 H26.7.7 H26.10 R4.3.18

市町村 地区名

他事業との組み合わせ

石巻市

災害公営

防集 津波
集合
（戸）

戸建て
（戸）

緊防空
仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

申出換地 段階施工
関わり 計画戸数 重複活用 タイプ

UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手

減価補償地区
保留地地区

の別

0 0 1 1 1 0

00 1 1 0 1 00 0
0

1 0

0.0 3.1 0.0 0.0 0.0

石巻市
湊西 移転促進区域 0 0

101 0 0湊東

14.8 643 241 14.9 被災地 無 3,590

82 0 0 0 1 0 1 1 0 1

800 800 23 6.8

③湊西地区

・地区においては、被害が甚大であったため災害危険区域（非可住地）と
し、防災集団移転促進事業により住宅系用地の買収を行って住民の移転
を促進する。
・被災前は住工混在で道路ネットワークが不十分であったこと、津波に対
する多重防御施設の必要性から、土地区画整理事業により地区内の公
共施設整備、宅地の利用増進を図る。
・多重防御施設により背後地の住宅地を守りつつ、地区内は石巻漁港に
隣接する立地特性を活かした産業地の形成を目指す。

・瓦礫撤去及び一部整地工事の施工については起工承諾により先行実
施。

・現在工事は完了しており、多重防御施設が構築されたことにより、地域の防
災性、安全性は向上している。
・産業地の再建については、民有地については経済情勢に左右されることは否
めないが、市有地については売却を推進している。

湊北 0

①湊東地区

・被災前は住工混在地区で道路ネットワークが不十分であったことから、
土地区画整理事業により地区内の公共施設整備、宅地の利用増進を図
る。
・再建済みの建物等については極力移転しない土地利用計画を基本とし
た。
・人口回帰を図る観点から災害公営住宅整備事業を実施。

・瓦礫撤去及び一部整地工事の施工については起工承諾により先行実
施。
・地区北側の国道398号線の北側の牧山への避難路として、歩道橋避難
路を地域の要望を反映し整備した。(別途事業)
・湊中学校の再開校、学校給食センターの再稼働、災害公営住宅新設の
ため、周辺道路の早期完成に向けた整備を行った。

・令和3年3月に工事は完了している。
・現在、住宅・事業所等140戸、災害公営住宅4棟(101戸)となっている。
・市有地(換地調整用地)については公募により売却を推進している。

②湊北地区

・一線堤として河川堤防、二線堤として高盛土道路及び防災緑地を整備さ
れることで、津波軽減効果が高まる。
・地区の中央部に都市計画道路(平面部)の新設計画と地区東側に国道
398号の拡幅整備があることから、土地区画整理事業により地区内の公
共施設整備と宅地の利用増進を図る。(用地買収の残地課題の解消)
・再建済みの建物等については極力移転しない土地利用計画を基本とし
た。
・人口回帰を図る観点から災害公営住宅整備事業を実施。

・瓦礫撤去及び一部整地工事の施工については起工承諾により先行実
施。
・湊西地区からの避難ルートとして、防災緑地をまたいだ連絡道路を地域
の要望を反映し整備した。
・公園緑地の整備計画を含めて、まちづくりワークショップ等を随時開催し
住民の意向を反映し事業を実施した。
・河川堤防事業の工事車両ルートが地区内で交錯するため双方の事業
の支障とならないよう調整。
・河川堤防事業及び国道道路拡幅事業の工程が異なるため双方の事業
の支障とならないよう調整。

・令和元年9月に工事は完了している。
・住宅・事業所等90戸、集合住宅6棟(40戸)、災害公営住宅3棟(82戸)となって
いる。
・市有地(換地調整用地)については公募による売却を推進している。

【地区全体】
①土地利用計画
・水産加工業等の早期復興を図るため、既存水産加工業等の集約を目指し
たゾーンと現居住者の再建を目指す住宅ゾーンを計画。
・住宅ゾーンの整備は狭隘道路や公園不足の解消と人口の回帰を図るため
土地区画整理事業での整備を行う。
・一線堤(河川堤防)と二線堤(防災緑地)に囲まれた区域は非可住地の産業
用地として整備を行う。

②事業の選択と組み合わせ
・河川堤防と高盛土道路に囲まれた湊西地区は非可住地の産業用用地とし
て防災集団移転促進事業と土地区画整理事業の組み合わせで整備。
・二線堤(高盛土道路)の背後地となる湊北地区及び湊東地区は、土地区画
整理事業により可住地として住宅や商工業等の土地利用を図る。

③コミュニティの再構築
・復興まちづくりや土地利用・土地売却に関する意向調査に基づき、既存町
内会の活用及び災害公営住宅を含んだコミュニティ形成を図った。
・事業実施のポイントごとに、協議会、勉強会、ワークショップ等を開催し地
権者の意向をもとに事業を実施した。

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

0



＜2＞宮城県 R６.４時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画
〇

【事業計画等変更経緯】
10.7 区画整理（回数）

1,070 45 合計 区域 土地利用 資金 その他
513 83 都市計画 1 1
11.6 9.6 事業計画 5 3 1 1

土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

津波

【人口及び土地利用】
＜区画整理＞ 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）
（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）

①土地区画整理事業（新門脇地区）　②防災集団移転促進事業（新蛇田等広域対応）　③津波復興
拠点整備事業（無し）

パターン

石巻市
市街地部（門脇地区）

防集

　本地区は、石巻市の南部に位置し、北側は日和山、東
側は旧北上川、南側は石巻湾に面して広がる住宅地の
一部である。旧来からの住宅地で狭隘道路と袋小路状の
道路が多く存在した。

【復興計画上の位置づけ】
　石巻市震災復興基本計画において、当該エリアは住居系ゾーンとして位
置づけている。

【事業の目的及び整備効果】
　津波からの避難の障害となった狭隘道路及び袋小路状道路の解消や、
公園等の都市基盤整備とともに、高盛土道路の整備、復興公営住宅用地
の確保、災害時における避難、救出等の防災性や安全性を高めることに
より、安全・安心・快適な市街地形成を促進する。

　【都市計画等の経緯】
①新門脇地区
・復興整備計画の策定：H25年2月19日
・復興交付金事業計画の策定：H24年11月30日
・都市計画決定（当初）：H 25月2月19日
・都市計画決定（第1回変更）：H 25月6月21日
・事業計画認可（当初）：H 25年9月20日
・事業計画認可（第1回変更）：H 26年5月27日
・事業計画認可（第2回変更）：H 28年3月10日
・事業計画認可（第3回変更）：H 30年3月6日
・事業計画認可（第4回変更）：H 30年7月12日
・事業計画認可（第5回変更）：H 31年3月6日

【地域住民等との調整状況】
・区域取りの説明の有無・・地権者説明会済H24.12月
・事業概要の説明の有無・・地権者説明会済H24.12月
・意向調査の実施状況・・・H24.8,H25.3の2回実施
・事業計画案の説明・・・・地権者説明会済H25. 8月

〇現地再建

【事業の選択・組合せの考え方】
　L1：海岸防潮堤、L2：高盛土道路及び旧北上川沿いの河川堤防整備を
行うことから、新門脇地区は可住地とした。
　併せて当該地区住民からの要望に沿う形として、旧来からの住宅地で震
災前の小学校や寺院・墓地等の配置を活かし、街の面影を残しながら、災
害に強い新たな市街地を形成すべく、『土地区画整理事業』を選択した。

嵩上再建

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

新門脇地区



R６.４時点

＜土地区画整理事業＞

石巻市 新門脇 23.7

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

石巻市 新門脇 H25.2.19 ○ ● □ ■ ◆ H31.1換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

＜津波復興拠点整備事業＞

H25.9.19 H26.3.27

津波

災害公営

集合
（戸）

戸建て
（戸）

新門脇

H26.5.30 H31.1.25

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

減価補償地区
保留地地区

の別

減価補償

加速化措置（適用の有無：0or1）

150

他事業との組み合わせ

防集 審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

申出換地 段階施工
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引

き渡し
総事業費
（百万円）面積

（ha）
既成市街地

（ha）
新市街地

（ha）

嵩上げ面
積

（ha）
平均地盤高 最大地盤高

嵩上げ地へ
の集約

23.7 23.7 1.0

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地 住宅地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

544.0 1,260 515 482 33 23.7 13 92.0% 1,200

H28年度 H29年度

その他 合計商業地 工業地 農地
公共公益
施設用地

アンケート結果 1,010 1,010 28 57 9.0 8,78810.7 0.0 0.0 0.0 0.9 3.1 23.7 被災地

事業スケジュール

市町村 地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初）

工事契約
現地工事

着手
換地処分

H30年度 R2年度 R3年度

R01.09末 R01.09末 R01.09末 R01.09末

R1年度（H31年度）

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手関わり 計画戸数 重複活用 タイプ

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

石巻市

市町村 地区名
緊防空

仮の仮換地
指定による
工事着手

【地区全体】
①安全・安心に対する考え方
・災害に強いまちとするため、L1：海岸防潮堤（TP 7.2ｍ／宮城県）、L2：高盛
土道路（約TP 5.0ｍ）を整備し、さらに旧北上川沿いは津波や高潮対策として
河川堤防（TP7.2ｍ～TP4.5ｍ）を整備することとした。

②土地利用計画
・現況の寺院墓地は存置するものとし、津波からの避難の障害となった狭隘
道路及び袋小路状道路の解消や、公園等の都市基盤整備とともに、高盛土
道路の整備を行い、災害時における避難救出等の防災性や安全性を高め、
安全・安心な市街地形成を図ることとした。

③コミュニティの再構築
・復興まちづくりや土地利用・土地売却に関する意向調査に基づき、災害公
営住宅を整備し、集会所等を活用したコミュニティ形成を図った。

11 1 1 0 1 00 1 1 0

新門脇地区

・臨港部にL1：海岸防潮堤（TP 7.2ｍ／宮城県）、地区南側にL2：高盛土
道路（約TP 5.0ｍ）を整備し、さらに地区東側の旧北上川沿いに津波や高
潮対策として河川堤防（TP7.2ｍ～TP4.5ｍ）を整備することで、津波軽減
効果が高まることから、現地復旧を選択した。

・当該地区住民からの要望に沿う形として、旧来からの住宅地で震災前
の小学校や寺院・墓地等の配置を活かし、街の面影を残しながら、災害に
強い新たな市街地を形成すべく、『土地区画整理事業』を選択した。

・人口回帰を図る観点から災害公営住宅整備事業を実施した。

・新門脇地区は、石巻市の被災市街地復興土地区画整理事業１５地区の
中でも被害が大きく、既存の家屋や寺院・墓地があるために宅地造成や
公共施設整備が難しく、地権者（約４５０名）も多いことから、震災復興も含
め多くの市街地整備の知識と経験を有するUR都市機構へ事業を委託し
た。

・道路計画は、地区南側の都市計画道路南光湊線、東側の都市計画道
路大街道石巻港線を基幹する。地区内は、住宅地の中心となる幹線道路
として、歩道付の区画道路を東西方向に整備し、地元要望を踏まえなが
ら、地区北部にある日和山への複数の避難路を整備した。

・整地計画は、地区北側の高台である日和が丘住宅地と、地区南側の高
盛土道路（都市計画道路南光門脇線）に挟まれた細長い窪地となるため
内水排除を考慮し、住環境の改善を図ることとした。

・先述の活動の経過から、令和元年度に一般社団法人全日本建設技術協会よ
り、全建賞を受賞した。



＜2＞宮城県 R６.４時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】
①新蛇田地区　②新蛇田南地区　③新蛇田南第二地区

④あけぼの北地区

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画

〇

【事業計画等変更経緯】
＜区画整理＞ 区画整理（回数）

29.9 ①新蛇田地区
3,300 71 合計 区域 土地利用 資金 その他
3,246 99 事業計画 2 2 2
29.9 29.7

19.1 ②新蛇田南地区
1,990 73 合計 区域 土地利用 資金 その他
1,900 100 事業計画 3 3 3
19.0 19

4.7 ③新蛇田南第二地区
0 0 合計 区域 土地利用 資金 その他

40 100 事業計画 2 2 2
7.6 7.6

3.5 ④あけぼの北地区
530 95 合計 区域 土地利用 資金 その他
419 100 事業計画 3 3 3
3.5 3.5

739 0
815 100

【都市計画等の経緯】
①新蛇田地区
・復興整備計画の策定：Ｈ24年3月30日
・復興交付金事業計画の策定：Ｈ24年1月
・都市計画決定（当初）：Ｈ24年3月30日
・事業計画認可（当初）：Ｈ24年7月24日

②新蛇田南地区
・復興整備計画の策定：Ｈ25年2月19日
・復興交付金事業計画の策定：Ｈ24年1月
・都市計画決定（当初）：Ｈ25年2月19日
・事業計画認可（当初）：Ｈ25年10月25日

③新蛇田南第二地区
・復興整備計画の策定：H25年10月22日
・復興交付金事業計画の策定：H26年1月
・都市計画決定（当初）：H25年10月22日
・事業計画認可（当初）：H26年5月1日

④あけぼの北地区
・復興整備計画の策定：Ｈ25年2月19日
・復興交付金事業計画の策定：Ｈ25年1月
・都市計画決定（当初）：Ｈ25年2月19日
・事業計画認可（当初）：Ｈ25年4月26日

土地活用率（%）

現在人口（人） 土地活用率（%）

計画人口（人） 人口密度（人/ha）
現在人口（人）

（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）
土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

③新蛇田南第二地区 全宅地面積（ha）

【人口及び土地利用】

【地域住民等との調整状況】
①新蛇田地区
②新蛇田南地区
③新蛇田南第二地区
・区域取りの説明実施（事業への反対者は無し）
・事業概要の説明実施（地権者への個別説明）

④あけぼの北地区
・平成24年6月26日：蛇田西道下地権者の会が「提案書　東日
本大
  震災被災者のための住宅地の提供について」を市長へ提出

（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））

（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））

④あけぼの北地区 全宅地面積（ha）
計画人口（人） 人口密度（人/ha）

①新蛇田地区
②新蛇田南地区
④あけぼの北地区
【復興計画上の位置づけ】
被災者の速やかな生活基盤の形成のため、新たな市街地の整備を推進する。
【事業の目的及び整備効果】
東日本大震災の津波により移転を余儀なくされた被災者の移転先と、良好且つ健全
な新たな市街地を形成する。
③新蛇田南第二地区
【事業計画上の位置づけ】
被災者の速やかな生活基盤の形成のため、新たな市街地の整備を推進する。
【事業の目的及び整備効果】
新蛇田地区、新蛇田南地区へ移転した被災者の住環境の向上を図るべく、公共公益
的施設を整備するとともに、良好且つ健全な新たな市街地を形成する。

【事業の選択・組合せの考え方】
被災者の一刻も早い生活再建を実現するため、宅地供給を早期かつ迅速に実施す
る必要があった。しかしながら、防災集団移転促進事業では移転対象者全員の同意
が必要であり合意形成に膨大な時間が必要となることが予測され、また移転先の用
地取得が大臣同意後となる等早期の宅地供給を実現するためには課題が多かった
ことから、被災市街地復興土地区画整理事業を選択し、道路、公園、緑地等の公共
施設と大規模な住宅地を一体的に整備することとした。

嵩上再建

津波

①土地区画整理事業（新蛇田、新蛇田南、新蛇田南第二、あけぼの北地区）　②防災集団移転促進
事業（無し）　③津波復興拠点促進事業（無し）

石巻市
市街地部（蛇田地区）

ＪＲ石巻駅を中心とする石巻中心市街地から西へ約4km
の市街地西部端に位置し、地区の西部は水田地帯、北部
は既存集落、南部は高速交通路となる三陸縦貫自動車
道に囲まれ、大部分が農地である。

ＪＲ石巻駅を中心とする石巻中心市街地から北西へ約
4kmの市街地縁辺部に位置し、地区の北西部は高速交通
路となる三陸縦貫自動車道があり、既存市街地に隣接し
た農地である。

現在人口（人） 土地活用率（%）

〇
嵩上再建+
高台移転

防集パターン
現地再建

（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））

新市街地整備

②新蛇田南地区
計画人口（人） 人口密度（人/ha）

①新蛇田地区 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）

全宅地面積（ha）

移転元地の土地利用状況

＜防集＞
当初計画戸数 空き区域（戸）
最終計画戸数 土地活用率（％）

①新蛇田地区

②新蛇田南地区

③新蛇田南第二地

④あけぼの北地



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

新蛇田 46.5

新蛇田南 27.4

新蛇田南第二 13.7

あけぼの北 5.6

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

新蛇田 H24.3.30 ○ ● □■ ◆ H29.11換地処分

新蛇田南 H25.2.19 ○ ● □ ■ ◆ H30.8換地処分

新蛇田南第二 H25.10.22 ○ ● □ ■ ◆ H30.8換地処分

あけぼの北 H25.2.19 ○ ● □ ■ ◆ H28.5換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

＜津波復興拠点整備事業＞

④あけぼの北地区

高圧線下は遊歩道にし、南側と北側の地区端に中高層の復興公営住宅
を配置し西側には防風のため高木を植樹、南側には緩衝緑地を設ける
等、良好な住環境を創出しています。
また、県内最大規模の移転団地を有する本地区では、中央公園と連結し
た水景施設を有する緑道などを整備し、住宅地と公園・緑地を連続性を持
たせ配置することにより、地区内の回遊性を意識しており、移転されてくる
方々の新たなコミュティ形成に配慮しました。

地区の南側にＪＲ仙石線石巻あゆみ野駅が開業し、新たなまちの玄関口
となるよう駅前に公園を配置するなどゆとりのある空間にし、また良好な
住環境となるよう配慮しました。
地区南側に歩行者専用道路を配置し駅を利用される方々の利便性にも
配慮し、まちが行き交う人々で賑わう活気あるまちを創出しております。

隣接する新蛇田地区、新蛇田南地区に移転されてくる方々の住環境向上
を図るべく、地区中央に近隣公園を整備しました。現在、近隣の方々で大
変賑わいをみせています。また、公共公益施設として宮城県の合同庁舎
等が移転してきており、蛇田地域の利便性向上に寄与しています。

石巻製十字病院が地区北側に隣接る本地区では、地区西側の三陸自動
車道沿いに緩衝緑地を配置し、地区内の公園や地区北側の緑地と接続
することにより、歩いて病院に行けるなど、住まわれる方々の歩行者動線
に配慮しております。

③新蛇田南第二地区

保留地
保留地
保留地
保留地

②新蛇田南地区

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引

き渡し
総事業費
（百万円）面積

（ha）
既成市街地

（ha）
新市街地

（ha）

嵩上げ面
積

（ha）
平均地盤高 最大地盤高

嵩上げ地へ
の集約

石巻市

46.5 45.5 1.5

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

2.0

0

0 0 92.0% 3,020

10 4 0 0

0 0 0

0 0

46.5 新市街地

工業地 農地
公共公益
施設用地

その他 合計住宅地 商業地

1 H26.2.19 8,778

13.7 13.7 1.3 2.0

26.8 3.1 0.0 0.0 0 1.0アンケート結果 3700 3300 0 0 15.60 46.5

0 92.0% 新市街地 1 H28.3.9 2,314

5.6 5.6 1.2 1.2

3.2 0.0 0.0 2.8 0.0 13.60 0 0 0 6.1 1.513.7 0

H26.6.25 1,4640.0 0.0 0.0 0.1 5.6 新市街地530 0 0 2.0 2.9 0.6 1430 アンケート結果 4900 0 0 0 5.6 0 0 92.0%

H28.5.20

R3年度

事業スケジュール

市町村 地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初）

工事契約
現地工事

着手
換地処分

R01.09末 R01.09末 R01.09末

R1年度（H31年度）

R01.09末

H24.11.3 H24.11.4 H29.11.2

石巻市

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

H25.10.25 H25.11.21 H26.1.8 H30.8.24

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R2年度

H26.5.1 H26.6.10 H26.7.8 H30.8.24

H25.4.26 H25.9.19 H25.10.17

H24.7.24

緊防空

加速化措置（適用の有無：0or1）

減価補償地区
保留地地区

の別

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

申出換地 段階施工
関わり 計画戸数 重複活用 タイプ

UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

新蛇田 住宅団地

市町村 地区名

他事業との組み合わせ 災害公営

防集 津波
集合
（戸）

戸建て
（戸）

新蛇田南 住宅団地

起工承諾によ
る工事着手

0

新蛇田南第二 0 0

0 0 1 0 0 0535 0 0 0 0

住宅団地 35 162
0 0

179

8.4 16.8 2.3 0.0 0.027.4 27.4 1.2 1.7 52 20 27.4 0 0 92.0% 2,300 アンケート結果 0 0.0 27.5 新市街地 1 H26.10.6 6,346

389 0 0 0 0 0 0 1 0 0

2050 1990 2 2

【地区全体】
石巻市沿岸地域において、今次津波を前提とした場合津波被害の生じる危
険性が高い地域があり、その地域に住まわれていた方々が、より安全な内
陸部に集団移転を行う方針のもと、被災市街地復興土地区画整理事業によ
り新たな市街地を造成した。
全ての地区で当初予定の事業期間より前倒しで事業を完了させているが、
これには特別な工夫や手法といったものはなく、市職員、自治法派遣職員、
施工業者、コンサルタントが一体となり、「被災者の一刻も早い生活再建に
資する」という共通の目的のもと、昼夜を問わず不断の努力で事業を遂行し
た結果である。

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

0 0 0 0 0 0 0

石巻市

525

0

被災者の一刻も早い生活再建を実現するため、宅地供給を早期かつ迅
速に実施する必要があった。しかしながら、防災集団移転促進事業では
移転対象者全員の同意が必要であり合意形成に膨大な時間が必要とな
ることが予測され、また移転先の用地取得が大臣同意後となる等早期の
宅地供給を実現するためには課題が多かったことから、被災市街地復興
土地区画整理事業を選択し、道路、公園、緑地等の公共施設と大規模な

住宅地を一体的に整備することとした。

すべての地区で事業が完了しており、移転されてきた多数の方々が新たな生
活を営んでおります。まちの名前も新町名にかわり、名実ともに新たなまちとし
てスタートしました。町内会も全地区で設立されており、新たなコミュティの形成
も進んでおります。

①新蛇田地区　②新蛇田南地区　③新蛇田南第二地区　④あけぼの北地区①新蛇田地区　 ①新蛇田地区　②新蛇田南地区　③新蛇田南第二地区　④あけぼの北地区

あけぼの北

0
0 00 0 0 0

0 0 0 0

0



＜2＞宮城県 R６.４時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画

〇

【事業計画等変更経緯】
＜区画整理＞ 区画整理（回数）

8.9 ①新渡波地区
740 42 合計 区域 土地利用 資金 その他
707 99 事業計画 2 2 2
11.3 11.1 ②新渡波西地区

5.7 合計 区域 土地利用 資金 その他
560 50 事業計画 3 3 3
520 98
6.6 6.4

①土地区画整理事業（新渡波地区、新渡波西地区）　②防災集団移転促進事業（無し）　③津波復興
拠点整備事業（無し）

【地域住民等との調整状況】
①新渡波地区
②新渡波西地区
・区域取りの説明実施（事業への反対者は無し）
・事業概要の説明実施（地権者への個別説明）

パターン
現地再建

石巻市
市街地部（渡波地区）

防集

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

①新渡波地区
②新渡波西地区
【復興計画上の位置づけ】
被災者の速やかな生活基盤の形成のため、新たな市街地の整備を推進
する。
【事業の目的及び整備効果】
東日本大震災の津波により移転を余儀なくされた被災者の移転先と、良
好且つ健全な新たな市街地を形成する。

本地区は、石巻市市街地より東南へ約4.5kmの市街地縁
辺部に位置し、地区中央をＪＲ石巻線が南北に貫き、既存
市街地に隣接した農地である。

【都市計画等の経緯】
①新渡波地区
　・復興整備計画の策定：Ｈ24年8月7日
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ24年1月
　・都市計画決定（当初）：Ｈ24年8月7日
　・事業計画認可（当初）：Ｈ24年12月28日

②新渡波西地区
　・復興整備計画の策定：Ｈ24年11月27日
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ24年1月
　・都市計画決定（当初）：Ｈ24年11月27日
　・事業計画認可（当初）：Ｈ25年4月2日

【事業の選択・組合せの考え方】
被災者の一刻も早い生活再建を実現するため、宅地供給を早期かつ迅速
に実施する必要があった。しかしながら、防災集団移転促進事業では移
転対象者全員の同意が必要であり合意形成に膨大な時間が必要となるこ
とが予測され、また移転先の用地取得が大臣同意後となる等早期の宅地
供給を実現するためには課題が多かったことから、被災市街地復興土地
区画整理事業を選択し、道路、公園、緑地等の公共施設と大規模な住宅
地を一体的に整備することとした。

嵩上再建

土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

【人口及び土地利用】

〇

津波

（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）
①新渡波地区 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）

土地活用率（%）
計画人口（人） 人口密度（人/ha）

（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））
現在人口（人）

②新渡波西地区 全宅地面積（ha）

新渡波地区

新渡波西地区



R６.４時点

＜土地区画整理事業＞

新渡波 17.8

新渡波西 11.1

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

新渡波 H24.8.7 ○ ● □■ ◆ H29.1換地処分

新渡波西 H24.11.27 ○ ● □■ ◆ H29.1換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

＜津波復興拠点整備事業＞

①新渡波地区　②新渡波西地区 ①新渡波地区　②新渡波西地区 ①新渡波地区　②新渡波西地区

2,071560 1 1 0.0 0.0 1.0

市町村 地区名
緊防空

防集 津波

関わり

H25.4.2 H25.9.27 H25.9.27 H29.1.20
石巻市

減価補償地区
保留地地区

の別

災害公営他事業との組み合わせ

石巻市
6 2 5.3 0.4

0017.8 17.8 1.1

92.0% 810 アンケート結果 570 4.611.1 11.1 1.2 1.2

【地区全体】
石巻市沿岸地域において、今次津波を前提とした場合津波被害の生じる危
険性が高い地域があり、その地域に住まわれていた方々が、より安全な内
陸部に集団移転を行う方針のもと、被災市街地復興土地区画整理事業によ
り新たな市街地を造成した。
全ての地区で当初予定の事業期間より前倒しで事業を完了させているが、
これには特別な工夫や手法といったものはなく、市職員、自治法派遣職員、
施工業者、コンサルタントが一体となり、「被災者の一刻も早い生活再建に
資する」という共通の目的のもと、昼夜を問わず不断の努力で事業を遂行し
た結果である。

00 0 0 0 0 00 0 0 0住宅団地 44

新渡波西

新渡波

0
石巻市

住宅団地 32

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

130 0 0 00 0

被災時
（人）

0 8.00

最大地盤高

アンケート結果 960

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地 住宅地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

津波防災整
地費の提供

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引
き渡し

総事業費
（百万円）面積

（ha）
既成市街地
（ha）

新市街地
（ha）

嵩上げ地へ
の集約 合計

嵩上げ面
積
（ha）

平均地盤高

17.8 新市街地 1 H26.6.250.0

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 R2年度

0 0 11.1 0 0 0.0 11.3 新市街地 1 H27.1.10

事業スケジュール

市町村

工業地 農地
公共公益
施設用地

3,1920.9 0.0 0.0 2.41.1 14 5 17.8 740 0 0 6.592.0% 960

その他商業地

R1年度（H31年度） R3年度

計画戸数 重複活用 タイプ
集合
（戸）

戸建て
（戸）

仮の仮換地
指定による
工事着手

UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

申出換地

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

地区名

都決
（当初）

工事契約
現地工事
着手

換地処分
H30年度

被災者の一刻も早い生活再建を実現するため、宅地供給を早期かつ迅
速に実施する必要があった。しかしながら、防災集団移転促進事業では
移転対象者全員の同意が必要であり合意形成に膨大な時間が必要とな
ることが予測され、また移転先の用地取得が大臣同意後となる等早期の
宅地供給を実現するためには課題が多かったことから、被災市街地復興
土地区画整理事業を選択し、道路、公園、緑地等の公共施設と大規模な
住宅地を一体的に整備することとした。

・事業完了から約７年が経過し、新たなコミュニティ形成によるまちづくりが図ら
れ、区画整理事業により整備された公園や小川では近隣の子どもたちの遊び
場となっており新たなまちが定着している。
・石巻東部の拠点として今後も都市型の暮らし方の拠点としてまちの発展に寄
与する。

本地区はＪＲ石巻線を挟んで東西に隣接していることから、両地区で一体
的な空間を創出しています。地区を東西に貫く宇田川排水路は開水路と
し、排水路沿いに地域のコミュニティや魅力ある景観を形成するため、ハ
ナミズキの並木道を配置し、公園には親水空間を設け多様な方が集い交
流する空間としました。また、地区の東側には、被災により移転を余儀なく
された石巻市立渡波中学校及び渡波保育所の移転用地を確保しており
ます。

H24.12.28 H25.3.15 H25.3.15

R01.09末 R01.09末

H29.1.20

事業認可
（当初）

R01.09末 R01.09末

保留地

保留地

加速化措置（適用の有無：0or1）

段階施工

0 0 0 0 0

153



＜2＞宮城県 R６.４時点
市町村 ： 市街地復興事業：
区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画

〇

【事業計画等変更経緯】
＜区画整理＞ 区画整理（回数）

92.1 ①中心部
2,600 47.2 合計 区域 土地利用 資金 その他

69.2 都市計画 1 1
92.1 63.7 事業計画 11 8 11 7

1.6 ②荒立地区
123 31 合計 区域 土地利用 資金 その他

88 事業計画 2 2 2
1.6 1.4 ③宮ヶ崎地区

2.8 合計 区域 土地利用 資金 その他
230 40.7 都市計画 1 1

93 事業計画 6 1 4 6 3
2.8 2.6 ④陸上競技場跡地

2.3 合計 区域 土地利用 資金 その他
500 197 事業計画 1 1 1

100
2.3 2.3

190 5
190 97.4

③宮ヶ崎地区 全宅地面積（ha）
（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））

④陸上競技場跡地 全宅地面積（ha）

計画人口（人） 人口密度（人
現在人口（人） 土地活用率（%）
（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））

（土地活用宅地（ha））

【人口及び土地利用】

（造成済宅地（ha））

人口密度（人
①中心部 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）

①土地区画整理事業（中心部地区）　②防災集団移転促進事業（中心部、宮ケ崎地区、荒立地区、
旭が丘地区）　③津波復興拠点整備事業（女川浜地区）

〇

女川町
中心部地区

①中心部
【復興計画上の位置づけ】
　居住・産業・医療・福祉・教育の拠点となる。町中心部として位置付け。
【事業の目的及び整備効果】
　高台に居住地を集約、漁港を中心に工業エリアを集約し、職住分離の安心・安全なまち
づくりを推進。JR女川駅周辺に商業エリアを配置し、沿岸部にメモリアル公園を整備するこ
とにより商業観光のにぎわいを創出。役場や交番、消防署、病院などの公共公益施設を集
約しコンパクトな市街地構造を形成。
②荒立地区
【復興計画上の位置づけ】
　居住・産業・医療・福祉・教育の拠点となる町中心部として位置づけ。
【事業の目的及び整備効果】
　町の早期復興に向けて、基幹産業である水産業を中心とした産業再生とともに、安心・安
全な居住地確保が重要な課題となっている。
本事業は、被災者の居住地の安定確保を図るため、安全な高台を造成し、防災集団移転
促進事業に係る住宅団地を整備することを目的とする。
③宮ヶ崎地区
【復興計画上の位置づけ】
　居住・産業・医療・福祉・教育の拠点となる町中心部として位置付け。
【事業の目的及び整備効果】
　町の早期復興に向けて、基幹産業である水産業を中心とした産業再生とともに、安心・安
全な居住地確保が重要な課題となっている。
　本事業は、被災者の居住地の安定確保を図るため、安全な高台を造成し、防災集団移
転促進事業に係る住宅団地及び災害公営住宅用地を整備することを目的とする。
④陸上競技場跡地
【復興計画上の位置づけ】
　居住・産業・医療・福祉・教育の拠点となる町中心部として位置づけ。
【事業の目的及び整備効果】
　町の早期復興に向けて、基幹産業である水産業を中心とした産業再生とともに、安心・安
全な居住地確保が重要な課題となっている。
本事業は、被災者の居住地の安定確保を図るため、安全な高台の陸上競技場跡地を活用
し、災害公営住宅用地を整備することを目的とする。

津波

【都市計画等の経緯】
①中心部
　・復興整備計画の策定：H24月3月31日
　・復興交付金事業計画の策定：H24年10月17日
　・都市計画決定（当初）：H24年3月30日
　・事業計画認可（当初）：H25年3月6日
②荒立地区
　・復興整備計画の策定：H24月3月31日
　・復興交付金事業計画の策定：H24年6月26日
　・都市計画決定（当初）：H24年3月30日
　・事業計画認可（当初）：H24年9月11日
③宮ヶ崎地区
　・復興整備計画の策定：H24月3月31日
　・復興交付金事業計画の策定：H24年10月17日
　・都市計画決定（当初）：H24年3月30日
　・事業計画認可（当初）：H25年2月28日
④陸上競技場跡地
　・復興整備計画の策定：H24月3月31日
　・復興交付金事業計画の策定：H24年6月26日
　・都市計画決定（当初）：H24年3月30日
　・事業計画認可（当初）：H24年9月10日

【事業の選択・組合せの考え方】
　津波防災の考え方として、低地部を災害危険区域に指定する「減災」によるまちづくりを
進めた。低地部を非居住区域に設定することに伴い、被災者の再建方法が多岐にわたる
ため、事業区域内の所有地を柔軟に換地することにより被災者の再建意向に寄り添った事
業を展開するため、土地区画整理事業を主軸とした事業を展開した。なお、防集事業を組
み合わせることにより保留地処分のリスク低減、被災者の生活支援にも事業効果を発揮し
た。

嵩上再建

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

〇

パターン

現地再建

【地域住民等との調整状況】
①中心部
・随時復興事業全体説明会を開催
・H28.7.24～8.7（工事状況、宅地募集、都市計画変更、助
成制度の説明等）
②荒立地区
・随時説明会を開催
・9/17～10/10（工事状況、生活再建、公営住宅）
③宮ヶ崎地区
・随時説明会を開催
④陸上競技場跡地
・随時説明会を開催
・9/17～10/10（工事状況、生活再建、公営住宅）

防集

本地区は、女川町の中心部に位置し、ＪＲ石巻線女川駅を
中心に、商業地が集積し、沿岸部に水産加工場の産業エ
リアが集積しており、その周辺に住宅地が広がっていた。

＜防集＞
当初計画戸数 空き区域（戸）

土地活用率（%）
計画人口（人） 人口密度（人

（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））
現在人口（人）

最終計画戸数 土地活用率（％）

②荒立地区 全宅地面積（ha）
計画人口（人） 人口密度（人
現在人口（人） 土地活用率（%）

土地活用率（%）

中心部地区

荒立地区

宮ケ崎地区

陸上競技場跡地地区

女川浜地区



R６.４時点

＜土地区画整理事業＞

中心部 198.2

荒立 4.0

陸上競技場跡地 2.5

宮ヶ崎 14.0

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

0.9

0.2

3.4

1.7

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3

中心部 H24.3.30 ○ ●□ ■ ◆ R1.12換地処分

荒立 H24.3.30 ○ ●□ ■ ◆ H27.3換地処分

陸上競技場跡地 H24.3.30 ○ ●□ ■ ◆ H26.3換地処分

宮ヶ崎 H24.3.30 ○ ● □ ■ ◆ H30.2換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

R01.09末 年 月 年 月 年 月 年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3

荒立 H24.9.7 24 9 26 7 R3 3 24 11 ●□ ■ ◆ H26.7工事完了

宮ヶ崎 H24.9.7 25 3 29 10 R3 3 25 10 ● □ ■ ◆ H29.10工事完了

中心部 H24.9.7 25 3 31 1 R3 3 25 4 ● □ ■ ◆ H31.1工事完了

旭が丘 H25.2.8 26 3 28 2 R3 3 26 4 ● □ ■ ◆ H28.2工事完了

＜津波復興拠点整備事業＞

R1年度（H31年度）

R1.9末 R1.9末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3 4 5 6 7 8 9 # # # 1 2 3

女川町 女川浜 H25.3.1 H25.3.22 ○●□ ■ ◆ H28.3工事完了

女川町
8

36

保留地

加速化措置（適用の有無：0or1）

UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

申出換地 段階施工
戸建て
（戸）

緊防空

7100%女川浜女川町 2.4

市町村 地区名
大臣同意

工事着手

（着手）

市町村 地区名

③宮ヶ崎地区

④陸上競技場跡地

・本地区は大部分が山林の被災を受けていない高台であり、JR女川駅及び浦宿
駅から同程度の距離に位置することから、防災集団移転促進事業の移転先とし
て早期整備を図るための適地であった。
・本地区は大部分が山林であり、宅地化がほとんどされていなかったため、基盤
整備には土地区画整理事業が採用され、民地の換地を除いた部分を防災集団
移転促進事業の住宅団地とした。

・地区内の山林を切土し地区外道路と接続。排水計画等を考慮して勾配をつけ
た。また、発生した土砂は地区内で流用し、残土は他地区の盛土材とした。
・地区全域を上水道区域に編入。管やその他給水設備を新設した。
・隣接する国道法面である県有地を地区編入し、本事業における宅地として整備
した。

・防災集団移転促進事業の戸建て住宅地として活用されている。
・わずかに空き区画が生じているため、公募するなどして活用を促進している。

・本地区は全体が山林の被災を受けていない高台であり、JR女川駅周辺の市街
地に近接することから、防災集団移転促進事業の移転先として早期整備を図るた
めの適地であった。
・本地区は全体が山林であり、基盤整備には土地区画整理事業が採用され宅地
化が進められた。

・地区内の山林を切土し、隣接して概ね同時期に施行する中心部地区の盛土に
転用した。
・上下水、電気・電話、ガス等の供給処理施設が無かったため、それぞれ新設し
た（ガスはLP）。
・ひな壇式に宅地を造成し、良好な日当たりを確保した。

・防災集団移転促進事業の戸建て住宅地として活用したほか、戸建ての災害公営住宅
用地としても活用した。
・空き区画については、公募を行うことで解消に努めている。
・本地区は町中心部の高台住宅地の中で最も造成高が高い場所に立地している。交
通の便を補完するために町民バスを運行したり、民間企業と連携してスマートモビリ
ティの実証試験などの取り組みをしている。

住宅団地

整備費計

百万円

202

48

725

【地区全体】
①安全・安心に対する考え方
・想定される津波を明治三陸津波と同程度の「L1」、東日本大震災と同程度の「L2」と
定義し、地区内にL2に耐えるA/A'エリア、L1に耐えるBエリア、原形復旧のCエリアの
4つのエリアを設定した。

②土地利用計画
・A/A'エリアに居住地、Bエリアに商業地や津波避難ビル、Cエリアにメモリアル施設
や漁港施設を配置した。
・各幹線道路により中心市街地における災害時の避難経路確保及び交通の円滑
化、高台部と低地部のネットワーク形成を図った。
・災害発生時に危機管理の中枢機能を担う公共施設や病院等を安全な高台に集約
した。

③宅地の整備
・今次津波でも被災しない高さに居住地を配置した。
・低地部（Cエリア）に漁港を中心とした工業エリアを集約した。
・職住分離を図り安心安全なまちづくりを推進した。
・JR女川駅や国道398号周辺（Bエリア）に商業エリアを配置し、各交通網と一体的に
商業観光の賑わいを創造した。
・住居・産業エリアを公共・公益施設の集約部と幹線道路により連絡することでコンパ
クトな市街地形成を図った。

女川町

市町村

地区における各事業推進上の経緯・工夫

H24年度

R1.9末

現地工事

着手（建

築）

工事完了
事業進捗状況

H23年度

現地工事

着手

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数

（戸）

全壊戸数

（戸）

半壊戸数

（戸）

浸水面積

（ha）

保留地の有無
保留地の引

き渡し

総事業費

（百万円）面積

（ha）

既成市街地

（ha）

新市街地

（ha）

嵩上げ面

積

（ha）

平均地盤高 最大地盤高
嵩上げ地へ

の集約

120.9 4.9 25.0

現段階

（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地

死者

（人）

行方不明者

（人）

国調人口

H12→H22

都決時

（人）

計画人口の

設定

事業認可時

（人）

津波防災整

地費の提供

被災時

（人）

10 85.1%1 4,413 921,765 1,673 アンケート結果300 被+新

公益

1 H27.4.23

工業地 農地
公共公益

施設用地
その他 合計住宅地 商業地

H26.7.26新市街地 1

新市街地 1 H26.2.19

0.00.0 0.211.2 2.6

60,120

市町村 地区名
面積

（ha）

住宅団地

戸数

うち民間

宅地戸数

16.0 22.0 0.0 16.0 12.5 198.23,165 2,690 79 100 106.1128.6 69.6 25.6126.0

0 85.1%

都決

（当初）

事業認可

（当初）
工事契約

現地工事

着手

事業スケジュール

R2年度

R01.09末 R01.09末 R01.09末 R01.09末

換地処分
事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

R1.9末 R1.9末

1 0

公示送達制度
の適切な運動

等

・本地区は安全な高台の町有地で造成工事をほとんど要しないことから、災害公
営住宅の早期整備を図るにあたり適地であった。
・本地区は陸上競技場跡地であり、宅地化されていなかったため基盤整備には
土地区画整理事業が採用され、その後、別事業で災害公営住宅が整備された。

・支障となるスタンド施設や物置、電柱等は撤去または移設した。
・上水道は地区の一部（陸上競技場のスタンド施設）に給水されていたため、地区
内に埋設管を延伸し、各戸供給できるようにした。
・下水道は将来的には公共下水に接続するが、当時の既存施設の処理能力を考
量し、一時的に浄化槽を整備した。

・本地区の災害公営住宅は町中心部で最大戸数の集合住宅であり、住宅の早期供給
につながった。
・下水道について、現在は公共下水に切り替えられている。

①中心部地区

・本地区は女川町の中心部に位置し、町役場やJR女川駅等の公共公益施設が
集積した地区を中心に、周辺は東日本大震災により壊滅的被害を受けた市街地
を含む。
・土地区画整理事業により、道路網や街区を再編し宅地の再配置を行った。
・防災集団移転促進事業により、浸水被災した住宅地を高台に移転した。
・津波復興拠点事業により、JR女川駅前に商業施設を整備し賑わいを創造した。

・高台の山林を切土し、低地部を盛土した。計画にあたっては、必要宅地面積、取
付道路の勾配、排水計画等を考慮し、極力残土が発生しないよう注意した。
・上下水、電気・電話、ガス等の供給処理施設は地区全体に整理されていたた
め、新しい街区に合わせて取り付けた（ガスはLP）。
・造成工事の支障となった電柱や埋設線は移設または撤去した。
・低地部（B,Cエリア）は「災害危険区域」に設定し、居住用の建物の建設を制限し
ている。

・JR女川駅周辺の、津波復興拠点事業区域を中心に商業エリアを配置することで町に
新たな賑わいを創造すると共に、町役場や病院、学校などの公共公益施設を集約。そ
こから高台の住宅地と低地部の産業エリアを幹線道路により繋ぐことで、コンパクトな
市街地を形成した。
・土地区画整理事業により造成した宅地のうち未利用の宅地が点在している。町有地
は公募するなどして利用を促進しているが、民有地については地権者の意向もあり、利
用促進が必ずしも適切とは言えない。

②荒立地区

【各事業地区】
計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

0 1

11

工事契約

女川町

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

市町村 地区名

36

H24.9.11 H24.9.27 H24.12.3

H25.2.28 H25.3.14 H25.10.28

1 1 1 1 0 1361 117

1 0
保留地

0

1,274

2.5 0.0 0.0 0.0 0 0 0 0 0.0 0 0 85.1% アンケート結果

0 0

500

04.0 4.02.4 1.4 0.0 0.0 0.0

2.5

0.0

0.0

0.2 0.0160 123アンケート結果

0.0 0.0 48

14.0 0.0 0.0 0.0 0 0 0 0 0.0 0 0 85.1% アンケート結果

500 0.0 0.0
4,500

0.2 2.3

0.0 0.0

女川町

H24.9.11 H24.9.27 H24.11.19 H27.3.27
女川町

990 230 0

0.0 0.0 8.5 0 1

中心部 117 117

H27年度

387

荒立 36

平均盛土高

（m）

最大盛土高

（m）
市町村 都市計画

決定

事業

認可

事業

適用

H28年度 H29年度 H30年度

公益 1.7

特定

業務

地区名

区域面積（ha） 用地割合（事業適用）

事業

タイプ

嵩上げ

面積（ha）

7.6 2.4

※住宅団地整備費は、住宅団地の用地取得費、造成費、関連公共施設整備費の合計

8

旭が丘 29

14.0 新市街地

R1年度（H31年度） R2年度

総事業費

R1年度（H31年度）

1 H29.4.30 7,241

R3年度

R3年度

1,50010

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

住宅

H29年度

減価補償地区
保留地地区

の別

0 0
0
0宮ヶ崎 住宅団地 8 70 0 1 1 0 0 0 0 1 0

1

所有者不明
土地の有無

H30年度 R2年度 R3年度

H30.2.9

200 0
荒立 住宅団地

H27.4.16 H28.3.23

R1.9末

タイプ

H25年度 H26年度

他事業との組み合わせ 災害公営
防集 津波

保留地

保留地

H27年度 H28年度

0
陸上競技場跡地

起工承諾によ
る工事着手

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

0
00

1 1

不明地権者
の調査の委

託

1 1 0 0 0 0 0 0

関わり 計画戸数

H25.3.15

工事完了

（全造成）

交付金

事業完了

H26.3.25

宮ケ崎

集合
（戸）

現地工事

着手

H25.3.6 H25.4.10 R1.12.27

29

重複活用

中心部 移転促進区域 146 1

H27.3.28 H25.4.10

地区名

都市計画

決定（当

初）

事業認可

（当初）



＜2＞宮城県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画

〇

【事業計画等変更経緯】
＜区画整理＞ 区画整理（回数）

13.4 ①東矢本駅北地区
1,800 82 合計 区域 土地利用 資金 その他
1,502 100 都市計画
13.6 13.6 事業計画 1 1

7 ②大曲浜地区
0 合計 区域 土地利用 資金 その他
0 68 都市計画 1 1

27.7 18.9 事業計画 4 3 2

286 0
674 100

東松島市
矢本地区

（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））

①東矢本駅北地区 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）

土地活用率（%）
計画人口（人） 人口密度（人/ha）
現在人口（人）

（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）
土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

②大曲浜地区※非居住 全宅地面積（ha）

【人口及び土地利用】

〇
嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

①東矢本駅北地区
【復興計画上の位置づけ】
　東松島市復興まちづくり計画において、被災した大曲地区、浜須賀地区の
移転先として位置づける。
【事業の目的及び整備効果】
　本地区は東北地方太平洋沖地震による被災地区（大曲浜地区、浜須賀地
区）の移転先として東松島市復興まちづくり計画（案）の策定内容に基づき防
災性や安全性、利便性に優れた市街地整備が望まれる地区であり、本事業
により、道路・公園等の公共施設を整備し安全で快適な市街地を形成する。

②大曲浜地区
【復興計画上の位置づけ】
　東松島市復興計画において工業団地として位置づける。
【事業の目的及び整備効果】
　住宅については地区外への集団的な移転を推進し、工業系及び漁業施設
等の非居住系の土地利用として土地の集約・整理を行い、まちを再生する。
また、地盤の嵩上げや避難道路の整備を行うことにより、安全な市街地を形
成する。

　本地区は、仙台市より北東へ約35㎞、JR仙石線東矢本
駅の北側に位置し、農地（水田）を主体とした平坦な土地
である。

【都市計画等の経緯】
①東矢本駅北地区
　・復興整備計画の策定：Ｈ24年8月7日
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ24年3月2日
　・都市計画決定（当初）：Ｈ24年8月7日
　・事業計画認可（当初）：Ｈ24年12月4日

②大曲浜地区
　・復興整備計画の策定：
　・復興交付金事業計画の策定：H25年12月16日
　・都市計画決定（当初）：H26年10月28日
　・事業計画認可（当初）：H26年2月3日

【事業の選択・組合せの考え方】
①東矢本駅北地区
被災市街地復興土地区画整理事業で造成整備を行い、自立再建住宅用地
については換地及び保留地を防災集団移転促進事業で取得。また、災害公
営住宅用地についても保留地を災害公営住宅整備事業で取得した。
②大曲浜地区
東矢本駅北地区の移転元地のひとつである。住民との協議により、被災状
況及び多重防御施設の配置を踏まえた津波シミュレーションに基づく災害危
険区域（本市では津波防災区域）として１種（非可住地）、２種（用途構造制
限による可住地）に指定したが、現地再建希望者は無く、減価が危惧された
が換地手法が活用できる土地区画整理事業で土地利用転換を図った。

嵩上再建

津波

①土地区画整理事業（東矢本駅北地区、大曲浜地区）　②防災集団移転促進事業（東矢本駅北地
区、矢本西地区）　③津波復興拠点促進整備事業（東矢本駅北地区）

【地域住民等との調整状況】
①東矢本駅北地区
・防集事業（支援内容、移転促進区域の買取り、災害危険区域
の設定等）に関しての説明会を実施。
・住宅再建の方法に関する意向確認、個別面談を実施。
・移転者が自ら組織した復興整備協議会と移転先に係る土地利
用計画や画地の決定方法等について協議。
・速やかな住宅再建に向け、移転者が住宅建築や災害公営住
宅への入居準備等を円滑に進められるよう復興整備協議会に
事業の進捗状況定期報告やスケジュール調整等を実施。
・移転者が自ら協議し、まちづくりルールを策定したほか、地域
コミュニティの形成に向け、自治会体制等を協議。
②大曲浜地区
・土地区画整理事業について地権者説明会を実施。
・移転元地のため未相続等の未解決地権者の支援を実施。

防集パターン
現地再建

＜防集＞
当初計画戸数 空き区域（戸）
最終計画戸数 土地活用率（％）

東矢本駅北地区

大曲浜地区

東矢本駅北地区



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

東矢本駅北 22.0

大曲浜 51.2

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

2.0

2.0

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

東矢本駅北 H24.8.7 ○ ● □■ ◆ H28.4換地処分

大曲浜 H26.10.28 ● ○ □■ ◆ R2.12換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

R01.09末 年 月 年 月 年 月 年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

東矢本駅北地区 H24.11.16 24 12 27 9 R3 3 25 3 ● □ ■ H27.9工事完了 ◆

矢本西地区 H24.11.16 25 1 26 6 R3 3 25 1 ● □■ H26.6工事完了 ◆

＜津波復興拠点整備事業＞
予定

R1年度

R1.9末 R1.9末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

東松島市 東矢本駅北 H26.11.7 H27.1.23 ○ ● □ ■ ◆ H29.3工事完了

加速化措置（適用の有無：0or1）

R1年度（H31年度）

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引
き渡し

総事業費
（百万円）面積

（ha）
既成市街地
（ha）

新市街地
（ha）

嵩上げ面
積
（ha）

平均地盤高 最大地盤高
嵩上げ地へ
の集約 工業地 農地

公共公益
施設用地

その他 合計住宅地 商業地

津波防災整
地費の提供

被災時
（人） 棟数（棟） 公共用地

現段階
（人） 戸数（戸）

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

0 0 0 アンケート結果 1700 1700 0 有 H26.2.16 3,70813.4 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2 22.0 新市街地
東松島市

22.0 22 0.9

住宅

51.2 39.8 2.7 3.3

8.30 22.0 0 0 99.4% 1,6001.4

未定 7,6600.0 21.7 51.3 移転促進区域22.6 0.0 0.0 7.0 0.0 有1,654 1,084 1,075 9 51.2 2 9

H28.4.15

H26年度

R01.09末

東矢本駅北地区 547 240

87矢本西地区

198 11 99.4%

地区名
面積
（ha）

住宅団地
戸数

うち民間
宅地戸数

地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初）

工事契約
現地工事
着手

換地処分

R01.09末

R1年度（H31年度） R2年度 R3年度

R3年度H27年度 H28年度 H29年度

127

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H30年度 R2年度

事業スケジュール

市町村

H26.2.3 H27.7.22 H27.7.23 R2.12.25

H24.12.4 H25.2.26 H25.2.27

R01.09末 R01.09末

東松島市

東松島市

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

現地工事
着手

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度市町村 地区名
大臣同意

工事着手
（着手）

工事完了
（全造成）

交付金
事業完了

市町村 地区名 R2年度 R3年度

R1.9末

市町村 地区名

他事業との組み合わせ 災害公営

防集 津波
集合
（戸）

戸建て
（戸）

H27.7.22 H27.11.9 H28.1.6 H29.3.24

R1.9末 R1.9末 R1.9末

都市計画
決定（当
初）

事業認可
（当初）

工事契約
現地工事
着手

現地工事
着手（建
築）

工事完了
事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

緊防空
仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

申出換地 段階施工
関わり 計画戸数 重複活用 タイプ

UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手

減価補償地区
保留地地区

の別

大曲浜 移転促進区域
00 0 1 0 0 00

00 00
保留地
保留地

・既存市街地に隣接することと早期の事業推進のために換地手法の導入が必要で
あったため、都市計画事業である土地区画整理事業による造成を行い、自立再建
住宅地については換地活用及び保留地を防災集団移転促進事業で取得すること
としで確保し、さらに、コミュニティ維持のために災害公営住宅の併設したことから、
災害公営住宅整備事業も加えた組合せでの事業推進とした。
・地域コミュニティの形成は市民が主役のため、市民自らが復興まちづくりを担う
「復興整備協議会」を組織したことから、土地利用計画やまちづくりルールの協議を
実施した。

・早期の事業完了と人員・技術不足を解消するため、ＵＲ都市機構への事業委託と
した。
・円滑な土地利用計画の策定に向けた移転者協議を進めるため、現場見学会の
開催や街並みのイメージが想定できるよう県内の住宅地見学会等を開催したほ
か、借家住まいの経験がない本市の多くの災害公営住宅入居希望者の要望に応
えるため、先行してモデルハウス的に４６戸分の災害公営住宅街区を整備し、災害
公営住宅を理解したうえで入居できるようにした。
・都市計画決定、事業認可等の手続きは復興整備計画に基づく特別措置を活用し
効率的に進め、期間短縮を図った。また、移転者の意向変更防止策として、用地取
得完了、工事完了、引き渡し日等を事前周知し、住宅再建意欲の維持を図った。

・宅地造成も予定どおりに進み、既存市街地と融合した新市街地での新たな生活が開始
された。
・一定の事業期間を要したため、高齢者等の意向変更があり、若干の空き画地が生じた
が、公募による一般分譲を行い、空き画地は解消している。
・災害公営住宅への入居率は高かったが、災害公営住宅の特例措置の期限切れに伴う
所得特例世帯の退去や高齢者世帯の退去等による空き部屋対策を進めている。

・住宅地から工業・業務系への転換のため、減価対策として一部市費の投入を決
定したほか、移転元地の復興事業のため、事前の企業の張付きが条件とされ復興
支援に基づく産学官の連携により企業誘致を進めた。

・移転元地で浸水被災地のため、低地部の排水対策として野蒜北部丘陵地区の搬
出土を活用した嵩上げを実施し、経費の削減に努めた。また、事前に進出企業が
決定しており、オーダーメイドの造成が可能であった。

・造成及び土地利用も予定どおりに進んでいる。
・災害危険区域（本市では津波防災区域）であることに変わりはなく、進出企業等への避
難行動計画の周知が必要とされる。

①東矢本駅北地区
①東矢本駅北地区
●安全・安心なまちづくりへの対応
移転元地と同じ学区となるよう、移転者が選定した移転先で、造成前は水田のため浸
水したが、造成後は津波シミュレーションにより安全が確認できたため内陸移転として
整備した。
●土地利用計画
・隣接する既存市街地機能を活かした住環境が整った住宅地の整備。
・地域コミュニティ形成に向けた住民主導による土地利用計画の話し合いとまちづくり
ルールの策定。
●地域コミュニティの再生
・移転者主導で自治会の構成や集会所、公園等の維持管理まで協議。
・自立再建住宅地は分譲せず、52年間の定期借地とし30年間は賃借料を減免するこ
とで移転者の意向変更を防止。

②大曲浜地区
・移転元地であり、意向確認の結果、現地再建希望は無く、安全面にも配慮し、住宅
地から石巻工業港に隣接する立地条件を活かした業務・工業系への土地利用転換に
よる移転元地の利活用を推進することとした。

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

0 0 0 1 0 1
東松島市

273東矢本駅北 住宅団地 77 230 0 1 0
1

1.1 2,251東松島市 公益 4.6 0.9東矢本駅北 5.7 5.7 5.7 100%

用地割合（事業適用）

事業
タイプ

嵩上げ
面積（ha）

平均盛土高
（m）

最大盛土高
（m）

総事業費都市計画
決定

事業
認可

事業
適用

公益
特定
業務

東松島市
1,400

555

住宅団地
整備費計

百万円

※住宅団地整備費は、住宅団地の用地取得費、造成費、関連公共施設整備費の合計

市町村 地区名

区域面積（ha）

市町村



＜2＞宮城県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画

〇

【事業計画等変更経緯】
16.8 区画整理（回数）

1,370 15 合計 区域 土地利用 資金 その他
1266 85 都市計画 1 1
25.0 21.3 事業計画 1 1

299 0
441 100

【人口及び土地利用】

最終計画戸数 土地活用率（％）
当初計画戸数

＜区画整理＞ 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）

空き区域（戸）
＜防集＞

（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）
土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

①土地区画整理事業（野蒜北部丘陵地区）　②防災集団移転促進事業（野蒜北部丘陵地区、牛網地
区）　③津波復興拠点整備事業（野蒜北部丘陵地区）

パターン

東松島市
鳴瀬地区

防集

本地区は、東松島市の南西端に位置し、太平洋が眺望で
きる丘陵地であり、僅かな谷間に農地やため池が点在し
ている。地区南側にはJR仙石線野蒜駅及び東名駅を中
心住宅地が広がっていたが、津波により多くの家屋が流
出被害を受けている。また、地区全域に特別名勝松島が
指定されている。

【復興計画上の位置づけ】
　東松島市復興まちづくり計画において、被災した野蒜地区の移転先とし
て位置づける。

【事業の目的及び整備効果】
　本地区外南側にはJR仙石線が通過していたが津波による甚大な被害が
発生しており、本事業の施行に併せて安全な丘陵地に軌道を移設する。
また駅前広場、道路、公園等の公共施設を整備すると共に災害公営住宅
や公共公益施設を整備し安全で快適な市街地の形成を図る。

津波

【都市計画等の経緯】
　・復興整備計画の策定：Ｈ24年5月30日
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ24年3月2日
　・都市計画決定（当初）：Ｈ24年5月30日
　・事業計画認可（当初）：Ｈ24年9月27日

【地域住民等との調整状況】
・防集事業（支援内容、移転促進区域の買取り、災害危険区域
の設定等）に関しての説明会を実施。
・移転希望者と現地再建希望者が混在するため、災害危険区域
の区域取りの協議を実施。
・住宅再建の方法に関する意向確認及び個別面談を実施。
・移転者が自ら組織した復興整備協議会と移転先に係る土地利
用計画や画地の決定方法等について協議。
・速やかな住宅再建に向け、移転者が住宅建築や災害公営住
宅への入居準備等を円滑に進められるよう復興整備協議会に
事業の進捗状況定期報告やスケジュール調整等を実施。
・住みやすいまちにするため移転者が自ら協議し、まちづくり
ルールを策定。
・将来的な地域コミュニティの形成に向け、自治会体制等を協
議。

現地再建

【事業の選択・組合せの考え方】
①移転元は住民との協議により、被災状況及び多重防御施設の配置を踏
まえた津波シミュレーションに基づく災害危険区域（本市では津波防災区
域）として１種（非可住地）、２種及び３種（用途構造制限による可住地）に
指定し、合わせて、防集事業実施のため、移転促進区域を設定。
②移転先は、被災市街地復興土地区画整理事業で高台丘陵部の造成整
備を行い、自立再建住宅用地については換地及び保留地を防災集団移
転促進事業で取得。また、災害公営住宅用地についても保留地を災害公
営住宅整備事業で取得した。さらに、市街地全体が被災し、市街地機能自
体を高台へ移転するため、公共・公益施設用地等についても防災集団移
転促進事業で取得したほか、公共施設整備を津波復興拠点で実施。

嵩上再建

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備 〇 野蒜北部丘陵地区

野蒜北部丘陵地区



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

東松島市 野蒜北部丘陵 91.5

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

2.0

2.0

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

東松島市 野蒜北部丘陵 H24.5.30 ○ ● □ ■ ◆ H29.7換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

R01.09末 年 月 年 月 年 月 年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

野蒜北部丘陵地区 H24.11.16 24 10 28 11 R3 3 24 11 □●■（事後決済処理） H28.11工事完了 ◆ ◆

牛網地区 H24.11.16 25 1 26 6 R3 3 25 1 ● □■ H26.6工事完了 ◆

＜津波復興拠点整備事業＞

R1年度

R1.9末 R1.9末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

東松島市 野蒜北部丘陵 H26.11.7 H27.1.19 ○ ● □ ■ ◆ H29.3工事完了

　

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引
き渡し

総事業費
（百万円）面積

（ha）
既成市街地
（ha）

新市街地
（ha）

嵩上げ面
積
（ha）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

平均地盤高 最大地盤高
嵩上げ地へ
の集約

24.7 10.0 20.0

現段階
（人）

0 99.4%0 00 0 2,400 アンケート結果 16.00.0 0 新市街地 有 H27.3.26

工業地 農地
公共公益
施設用地

その他 合計住宅地 商業地公共用地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人） 戸数（戸） 棟数（棟）

市町村

100%野蒜北部丘陵東松島市

37,796

市町村 地区名
面積
（ha）

住宅団地
戸数

うち民間
宅地戸数

0.8 0.0 0.0 5.7 2.5 91.51,700 1,370 0 66.591.5

市町村 地区名

都市計画
決定（当
初）

事業認可
（当初）

工事契約
現地工事
着手

現地工事
着手

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度市町村 地区名
大臣同意

工事着手
（着手）

工事完了
（全造成）

交付金
事業完了 R1年度（H31年度） R2年度

H27.2.23 H27.12.4 H27.12.11 H29.3.24

H30年度 R2年度 R3年度

R1.9末 R1.9末 R1.9末 R1.9末

現地工事
着手（建
築）

工事完了
事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

予定

東松島市 野蒜北部丘陵 住宅団地 278 1

【地区全体】
①安全・安心なまちづくりへの対応
移転元地はまち（市街地）自体の機能を失っており、地元要望も踏まえ被災直後より集
団移転を検討。ただし、地形の関係上、住宅被害は壊滅状況の地域と浸水のみの地
域があり、災害危険区域（本市では津波防災区域）の指定区域の区域取りは住民協議
により決定。その結果、地域が低地の移転元と背後の高台移転地の混在となるが、移
転先は高台であり、高台移転地への避難道路の整備により緊急時の避難先となる。
②土地利用計画
・従前コミュニティ（行政区）単位での高台移転。
・住宅地のみならず公共・公益施設も含めた暮らしやすい市街地の形成。
・地形上の高低差を感じない地域コミュニティが実現できる施設整備。
・景観（特別名勝松島）に配慮した造成・施設整備。
・地域コミュニティ形成に向け住民主導によるまちづくりルールの策定。
③地域コミュニティの再生
震災前の地域自治組織を母体とした復興整備協議会を結成し、その部会組織として、
移転者による移転者部会を設置し、移転先の土地利用を協議することとし、移転元の
土地利用は地域全体での一体感のある協議を実施。
・自立再建住宅地は分譲せず、52年間の定期借地とし30年間は賃借料を減免すること
で移転者の意向変更を防止。

野蒜北部丘陵地区
・沿岸部の低部平地の背後に急峻な丘陵が迫る地形で、低部平地に漁村集落と市
街地が形成されていたため、１０mを越える津波で壊滅的な被害を受けたことから、
被災直後から背後高台への移転を最優先とした。
・津波被害の特徴である直撃の区域と直撃を免れた地域では被害状況が微妙に異
なり、災害危険区域（本市では津波防災区域）の区域取りも慎重に実施したほか、
指定後も可住地には現地再建住宅が立地していることから、早期の住宅再建のた
めの画期的な造成計画（ベルトコンベアの導入）を検討した。
・急峻な丘陵部の造成のため特殊工法による工事とせざるを得ず、防災集団移転
促進事業の戸当たり単価を超越することが明らかなため、被災市街地復興土地区
画整理事業と防災集団移転促進事業さらに、コミュニティ維持のため災害公営住宅
整備事業の組合せによる事業推進とした。
・特別名勝松島の指定区域のため、本来は新規造成はできないが、所管する国、県
の特別措置により事業実施が可能となった。
・地域コミュニティの形成は市民が主役のため、自らも復興まちづくりを担うための住
民による「復興整備協議会」を組織した。
・本市の唯一の公共交通機関であるＪＲ仙石線の高台移転復旧が決定し、移転先
造成の中で鉄道の移転造成も担うことになった。

・高台造成のため大量の土砂の搬出が必要とされ、かつ、残存家屋への影響を考
慮し、ベルトコンベアにより地区外搬出し工期の短縮を図った。
・大量の搬出土砂を効率的に処分するため、多重防御施設である防災盛土等への
流用とし、盛土材不足の解消に貢献した。
・特別名勝指定区域としての景観配慮が求められ、堀込型の造成とし、海側から見
えないよう残存緑地を含めた事業区域を設定した。
・ＪＲ仙石線の不通区間が本区域内であり、移転するＪＲ仙石線優先の造成とし、移
転者への宅地の引き渡し前にＪＲ仙石線用地を引き渡し、ＪＲとの連携により早期の
運転再開を果たした。
・早期の事業完了と人員・技術不足を解消するため、ＵＲ都市機構への事業委託と
し、ＵＲ都市機構はＣＭ方式による事業推進とした。
・堀込型の造成のため、移転者にとっては目視による進捗確認が困難なため、現場
見学会の開催や街並みのイメージが想定できるよう県内の住宅地見学会等を開催
し、移転者との円滑な協議が進められるようにした。
・都市計画決定、事業認可等の手続きは特措法を活用して効率的に進め、期間短
縮を図った。また、移転者の意向変更防止策として、用地取得完了、工事完了、引
き渡し日等を事前周知し、住宅再建意欲の維持を図った。

・宅地造成、ＪＲ仙石線の運転再開も予定どおりに進み、危惧された医療機関、店舗等も
張り付き、新市街地での新たな生活が開始された。
・一定の事業期間を要したため、高齢者等の意向変更があり、若干の空き画地が生じた
が、公募による一般分譲を行い、空き画地は解消している。
・移転元地の利活用については、産学官の連携により利活用が進展しつつあるが、被災
地全体の課題でもあり、今後も継続的な対応に努める。
・災害公営住宅への入居率は高かったが、災害公営住宅の特例措置の期限切れに伴う
所得特例世帯の退去や高齢者世帯の退去等により、空き部屋対策を進めている。
・もともと飛び市街地であり、少子化・高齢化の進展は進みつつあることから、魅力ある地
域づくりとして移転元地への運動公園の移転復旧、沿岸部での水辺等を活用した緑地構
想、海水浴場の再開を進め、地域活性化、賑やかさの創出を図っている。

0

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

0 0 1 0 0保留地 0

R3年度

H26年度

東松島市

牛網地区 74 45

市町村 地区名

都決
（当初）

事業スケジュール

H24.9.27 H24.10.4

R01.09末 R01.09末 R01.09末 R01.09末

換地処分
事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度

H24.11.21 H29.7.7

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

市町村 地区名

他事業との組み合わせ 災害公営

防集 津波
集合
（戸）

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

申出換地 段階施工
戸建て
（戸）

緊防空
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託
関わり 計画戸数

加速化措置（適用の有無：0or1）

170 0 1 1 0

重複活用 タイプ

減価補償地区
保留地地区

の別

事業認可
（当初）

工事契約
現地工事
着手

197367

R3年度

2,2515.7 5.7 5.7 公益 4.6 0.9 1.1

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度（H31年度）

東松島市

※住宅団地整備費は、住宅団地の用地取得費、造成費、関連公共施設整備費の合計

2,527

825

住宅団地
整備費計

百万円

R2年度

野蒜北部丘陵

総事業費都市計画
決定

事業
認可

事業
適用

住宅 公益
特定
業務

地区名

区域面積（ha） 用地割合（事業適用）

事業
タイプ

嵩上げ
面積（ha）

平均盛土高
（m）

最大盛土高
（m）



＜2＞宮城県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画
〇

【事業計画等変更経緯】
区画整理（回数）

9.4 花渕浜地区
110 11 合計 区域 土地利用 資金 その他

77 都市計画 地区計画１ 地区計画１
6.5 5.0 事業計画 4 3 3

142 0
142 100
空き区域（戸）

＜防集＞

最終計画戸数 土地活用率（％）
当初計画戸数

【人口及び土地利用】

（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）
土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

＜区画整理＞ 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）

①土地区画整理事業（花渕浜地区）　②防災集団移転促進事業（花渕浜笹山地区,吉田浜台地区）
③津波復興拠点整備事業（無し）

パターン

七ヶ浜町
花渕浜地区

防集

本地区は、七ヶ浜町の東部に位置し、吉田花渕港及び花
渕小浜港を中心に、沿岸部に住宅地が広がる地区であ
る。

【復興計画上の位置づけ】
　新たな居住系拠点を設置し、既存集落との融合を図り、居住と水産業と
が共存した、活気ある地域づくりを推進する地域として位置づけられてい
る。

【事業の目的及び整備効果】
　狭あい道路の拡幅、排水溝の整備等を図るとともに、良好な宅地を形成
し、現地再建希望者のため、居住地と基幹産業である水産業の再生に向
けた産業拠点を形成する。

津波

【都市計画等の経緯】
　・復興整備計画の策定：Ｈ25年2月上旬
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ24年11月下旬
　・都市計画決定（当初）：Ｈ25年6月21日
　・事業計画認可（当初）：Ｈ25年12月26日

【地域住民等との調整状況】
・Ｈ24.11～Ｈ27.1　第1～10回の地元説明会を開催。主に
設計図案、減歩率、事業の仕組み、スケジュール、地区
計画案などについて説明。
・Ｈ25.1　記名式の意向調査により、土地利用意向や事業
への同意状況を確認。
・Ｈ25.1、Ｈ25.6　住宅復興に関する個別相談会を開催。
・Ｈ25.12　仮換地の意向調査を実施。
・Ｈ26.2　土地区画整理審議会の設置
・Ｈ26.8　仮換地案の個別説明会を開催。
・Ｈ28.9　土地利活用意向調査を実施
・R1.12　換地計画個別説明会を実施

〇現地再建

【事業の選択・組合せの考え方】
平成23年度から平成24年度にかけての、最終的住民意向調査において
は、現地再建希望者が最も多く比較的被害の少なかった区域において土
地区画整理事業を採用した。土地区画整理事業を採用し既存の集落の保
全を図る。そのうち、被害の多い区域については、集約換地による産業用
地の一団地形成により保全を図る。
また、希望の多かった高台への移転希望者については、地区避難所を併
設し防災集団移転促進事業により元地区民の集団を基本とした住宅団地
整備を行い地区コミュニティの確保を図る。

嵩上再建

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

花渕浜地区



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

七ヶ浜町 花渕浜 9.8

＜防災集団移転促進事業＞

2.0

2.0

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

七ヶ浜町 花渕浜 H25.6.21 ○ ● □ ■ ◆ R2.6換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

R01.09末 年 月 年 月 年 月 年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

花渕浜笹山 H24.8.15 25 3 27 3 R2 2 25 5 ● □ ■ H26.3工事完了 ◆ ◆

吉田浜台地区 H25.1.28 25 6 26 5 R2 2 25 7 ● □ ■ H26.5工事完了 ◆ ◆

＜津波復興拠点整備事業＞

3.423

工事完了
（全造成）

交付金
事業完了

加速化措置（適用の有無：0or1）

工事着手
（着手） R2年度 R3年度

災害公営

合計

嵩上げ面
積
（ha）

平均地盤高 最大地盤高

9.8 1 96.6% 700

その他商業地

9.9
宅地規模に基づく

面積算定 110 110 10 10

H28年度 H29年度

R2.6.19

防集 津波

R1年度（H31年度）H26年度

R1年度（H31年度）H30年度H27年度

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手

仮の仮換地
指定による
工事着手

H23年度 H24年度 H25年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引
き渡し

総事業費
（百万円）面積

（ha）
既成市街地
（ha）

新市街地
（ha）

嵩上げ地へ
の集約 工業地 農地

公共公益
施設用地

9.8 6.5 0.5

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地 住宅地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

61.7 517 143 118 無 2,0542.8 3.2 0.0 0.0 0.5 0.0 被災地

市町村 地区名
面積
（ha）

住宅団
地
戸数

うち民間
宅地戸
数

H25.12.26 H27.3.4 H27.4下旬

事業スケジュール

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

R01.09末

住宅団地
整備費計

R2年度 R3年度

R01.09末 R01.09末

百万円

都決
（当初）

タイプ

00 0 0 0 1 01 0 0

花渕浜地区

平成23年度から平成24年度にかけて、住民意向調査を行い平成25年6月
協議会を設立し、土地区画審議会を平成26年2月に設置した。

本地区の換地設計は土地利用計画の実現・一団の土地利用及び換地に
おける権利者の意向を実現させるべく、換地について説明会を開催すると
ともに申し出による換地を進め、敷地を整序する。
事業認可においては、雨水排水対策について意見書が提出され、意見は
不採択との審査長の判断があったが、県都市計画での意見聴取となった
ため最終的な仮換地指定が他の3地区より時間を要した。

平成28年度から商業産業用地において六次化産業をはじめとし、商業産業施
設の立地の誘導を図ってきたが、現状でも主要地方道塩釜七ヶ浜多賀城線に
面していない商業産業用地においては未利用地が残存しており、マッチング募
集を継続している。

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）
【地区全体】
土地利用計画では一部を公園整備するほかは、災害危険区域の部分にお
いては産業誘導地区として産業系の土地利用を図り市街地を形成する。
平成28年度からは町政策課で商業産業用地誘導を進めており、主要地方道
塩竈七ヶ浜多賀城線沿線の水産振興センターを中心とした地域産品等の販
売などのアンテナショップとして七ヶ浜うみの駅『七のや』の誘致をはじめとし
た活気のあるまちづくりを進め『シチノホテル』『焼き海苔工場』を誘致してお
り、交流人口の増加を見込んでいる。

花渕浜 128 0

※住宅団地整備費は、住宅団地の用地取得費、造成費、関連公共施設整備費の合計

1,382

移転促進区域花渕浜

吉田浜台地区 14 0 74
七ヶ浜町

七ヶ浜町

関わり 計画戸数

工事契約
現地工事
着手

七ヶ浜町

事業認可
（当初）

市町村 地区名
大臣同意

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

換地処分

R01.09末

市町村 地区名

現地工事
着手

事業進捗状況

集合
（戸）

市町村 地区名

他事業との組み合わせ

段階施工
UR都市機構
による事業
施行委託

重複活用

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

申出換地
戸建て
（戸）

緊防空

0保留地

減価補償地区
保留地地区

の別



＜2＞宮城県 R6,4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画
〇

【事業計画等変更経緯】
区画整理（回数）

4.2 菖蒲田浜地区
80 19 合計 区域 土地利用 資金 その他

89 都市計画 地区計画１ 地区計画１
2.7 2.4 事業計画 5 4 5 2

53 0
53 100.0

【人口及び土地利用】

最終計画戸数 土地活用率（％）
当初計画戸数

（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））

＜区画整理＞ 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）

空き区域（戸）
＜防集＞

人口密度（人/ha）
土地活用率（%）

①土地区画整理事業（菖蒲田浜地区）　②防災集団移転促進事業（菖蒲田浜中田地区、松ヶ浜西原
地区）　③津波復興拠点整備事業（無し）

パターン

七ヶ浜町
菖蒲田浜地区

防集

本地区は、七ヶ浜町の南西部に位置し、菖蒲田漁港に近
接する住宅地である。

【復興計画上の位置づけ】
　新たな居住系拠点を設置し、豊かな自然を活用した観光資源による産
業の活性化を図り、美しい景観を守りつつも、交流人口の増加により、に
ぎわいのある地域づくりを推進する地域として位置づけられている。

【事業の目的及び整備効果】
　狭あい道路の拡幅、排水溝の整備等を図るとともに、良好な宅地を形成
し、被災地に居住できなくなった方のための居住系拠点を形成する。

津波

【都市計画等の経緯】
　・復興整備計画の策定：Ｈ25年2月上旬
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ24年11月下旬
　・都市計画決定（当初）：Ｈ25年6月21日
　・事業計画認可（当初）：Ｈ25年12月26日

【地域住民等との調整状況】
・Ｈ24.11～Ｈ26.10　第1～11回の地元説明会を開催。主
に設計図案、減歩率、事業の仕組み、スケジュール、工
事内容、地区計画案などについて説明。
・Ｈ25.1　記名式の意向調査により、土地利用意向や事業
への同意状況を確認。
・Ｈ25.1、Ｈ25.6　住宅復興に関する個別相談会を開催。
・Ｈ25.12　仮換地の意向調査を実施。
・Ｈ26.2　土地区画整理審議会の設置。
・Ｈ26.4　仮換地案の個別説明会を開催。
・Ｈ28.9　土地利活用意向調査を実施
・H30.7　換地計画個別説明会を実施

〇現地再建

【事業の選択・組合せの考え方】
平成23年度から平成24年度にかけての、最終的住民意向調査において
は、現地再建希望者が最も多く比較的被害の少なかった区域において土
地区画整理事業を採用した。土地区画整理事業を採用し既存の集落の保
全を図る。そのうち、被害の多い区域については、集約換地による産業用
地の一団地形成により保全を図る。
また、希望の多かった高台への移転希望者については、防災集団移転促
進事業により元地区民の集団を基本とした住宅団地整備を行い地区コ
ミュニティの確保を図る。

嵩上再建

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

菖蒲田浜地区



R6,4時点

＜土地区画整理事業＞

七ヶ浜町 菖蒲田浜 4.1

＜防災集団移転促進事業＞

2.0

2.0

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

七ヶ浜町 菖蒲田浜 H25.6.21 ○ ● □ ■ ◆ H31.1換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

R01.09末 年 月 年 月 年 月 年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

菖蒲田浜中田 H24.11.2 25 3 26 4 R2 2 25 5 ● □ ■ H26.4工事完了 ◆

松ヶ浜西原 H24.11.2 25 4 26 3 R2 2 25 6 ● □ ■ H26.3工事完了 ◆ ◆

＜津波復興拠点整備事業＞

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

事業スケジュール

市町村 地区名

都決
（当初）

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

市町村 地区名
大臣同意

工事着手
（着手）

工事完了
（全造成）

交付金
事業完了

七ヶ浜町

市町村 地区名

他事業との組み合わせ

防集 津波

事業認可
（当初）

松ヶ浜西原地区 23 0
七ヶ浜町

※住宅団地整備費は、住宅団地の用地取得費、造成費、関連公共施設整備費の合計

307

118

【地区全体】
土地区画整理事業においては、『まちづくりニュース』として事業の進捗につ
いて説明した『区画整理たより』を発行し、住民への事業への理解を深めた。

0菖蒲田浜

H25.12.26 H26.9.4 H26.12上旬

七ヶ浜町

R3年度

R01.09末 R01.09末 R01.09末 R01.09末

R1年度（H31年度） R2年度

災害公営

集合
（戸）

戸建て
（戸）

R3年度

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引
き渡し

総事業費
（百万円）面積

（ha）
既成市街地
（ha）

新市街地
（ha）

嵩上げ面
積
（ha）

平均地盤高 最大地盤高
嵩上げ地へ
の集約

4.1 2.7 0.4

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地 住宅地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

21.5 166 52 40

工業地 農地
公共公益
施設用地

4.2 被災地 無

その他 合計商業地

10 4.1 6442.7 0.0 0.0 0.0 0 0.0
宅地規模に基づく

面積算定 80 80 3 3 1.50 96.6% 400

H29年度 H30年度

工事契約
現地工事
着手

換地処分

市町村 地区名
面積
（ha）

住宅団
地
戸数

うち民間
宅地戸
数

菖蒲田浜中田地区 30 0

住宅団地
整備費計

百万円

平成23年度から平成24年度にかけて住民意向調査・平成25年1月に再度
意向調査を行った結果、土地利用の意向及び事業への同意状況を確認
した。
平成24年度から平成26年度にかけて土地区画整理事業について説明会
を行い、理解を深めた。その後、平成25年6月に協議会を設置・土地区画
審議会を平成26年2月に設置した。また、公共用地・防災集団用地・災害
公営住宅用地を確保するため先行的に用地買収を行った。

設計工事として災害公営住宅及び防集団地を先行して工事着手し、住宅
の早期再建を図った。
平成28年9月に換地についての土地利用活用意向調査を行い、今後の利
活用の確認を行った。
漁港防潮堤事業と調整し、排水管を整備することにより良好な宅地を形
成した。

仙台近郊の住宅供給地として、宅地建設圧力が高まり新たな居住者の増加がみられる。

R1年度（H31年度）

移転促進区域 0 0 0 0 1

起工承諾によ
る工事着手関わり 計画戸数 重複活用 タイプ

H31.1.11

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

現地工事
着手

0

菖蒲田浜地区

1 0 0 0

H30年度 R2年度

減価補償地区
保留地地区

の別

保留地

加速化措置（適用の有無：0or1）

緊防空
仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

申出換地 段階施工
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

H27年度 H28年度



＜2＞宮城県 R6,4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画
〇

【事業計画等変更経緯】
＜区画整理＞ 区画整理（回数）

4.7 ①代ヶ﨑浜A地区
120 25 合計 区域 土地利用 資金 その他

57 都市計画
3.5 2.0 事業計画 5 4 5 1

7.4 ②代ヶ﨑浜B地区
250 34 合計 区域 土地利用 資金 その他

79 都市計画 地区計画２ 地区計画２

4.8 3.8 事業計画 6 5 6 1

23 0
23 100

＜防集＞
当初計画戸数 空き区域（戸）
最終計画戸数 土地活用率（％）

七ヶ浜町
代ヶ﨑浜地区

（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））

①代ヶ﨑浜A地区 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）

土地活用率（%）
計画人口（人） 人口密度（人/ha）
現在人口（人）

（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）
土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

②代ヶ﨑浜B地区 全宅地面積（ha）

【人口及び土地利用】

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

①代ヶ﨑浜A地区
【復興計画上の位置づけ】
　代ヶ崎浜は、狭あい道路の解消を図り、美しい自然と安心安全が融合した
地域づくりを推進する地域として位置づけられている。
【事業の目的及び整備効果】
　狭あい道路の拡幅、排水溝の整備等を図るとともに、高台に建設される地
区避難所に繋がる避難路の一部を整備する。

②代ヶ﨑浜B地区
【復興計画上の位置づけ】
代ヶ崎浜は、表松島の美しい景観に配慮しつつも、狭あい道路の解消や道
路の嵩上げに加え、代ヶ崎浜地区公民館を高台に移築するなど、美しい自
然と安心安全が融合した地域づくりを推進する地域として位置づけられてい
る。
【事業の目的及び整備効果】
狭あい道路の拡幅、道路の嵩上げ、排水溝の整備を図るとともに、本事業
に合わせ、防潮堤の復旧・嵩上げを行う。また、高台に建設される地区避難
所に繋がる避難路の一部を整備する。

　本地区は、七ヶ浜町の北部に位置し、東北電力仙台火
力発電所に近接する住宅地である。

【都市計画等の経緯】
①代ヶ﨑浜A地区
　・復興整備計画の策定：Ｈ25年2月上旬
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ24年11月下旬
　・都市計画決定（当初）：Ｈ25年6月21日
　・事業計画認可（当初）：Ｈ25年12月26日

②代ヶ﨑浜B地区
　・復興整備計画の策定：Ｈ25年2月上旬
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ24年11月下旬
　・都市計画決定（当初）：Ｈ25年6月21日
　・事業計画認可（当初）：Ｈ25年12月26日

【事業の選択・組合せの考え方】
平成23年度から平成24年度にかけての、最終的住民意向調査において
は、現地再建希望者が最も多く比較的被害の少なかった区域において土地
区画整理事業を採用した。土地区画整理事業を採用し既存の集落の保全
を図る。そのうち、被害の多い区域については、集約換地による産業用地の
一団地形成により保全を図る。
また、希望の多かった高台への移転希望者については、地区避難所を併設
し防災集団移転促進事業により元地区民の集団を基本とした住宅団地整
備を行い地区コミュニティの確保を図る。

嵩上再建

津波

①土地区画整理事業（代ヶ﨑浜A地区、代ヶ﨑浜B地区）　②防災集団移転促進事業（代ヶ﨑浜立花
地区、吉田浜台地区）　③津波復興拠点整備事業（無し）

【地域住民等との調整状況】
①代ヶ﨑浜A地区
・Ｈ24.11～Ｈ26.10　第1～11回の地元説明会を開催。
・Ｈ25.1　記名式の意向調査により、土地利用意向や事業
への同意状況を確認。
・Ｈ25.1、Ｈ25.6　住宅復興に関する個別相談会を開催。
・Ｈ25.12　仮換地の意向調査を実施。
・Ｈ26.2　土地区画整理審議会の設置
・Ｈ26.5　仮換地案の個別説明会を開催。
・Ｈ28.9　土地利活用意向調査を実施
・H30.7　換地計画個別説明会を実施
②代ヶ﨑浜B地区
・Ｈ24.11～Ｈ26.10　第1～11回の地元説明会を開催。
・Ｈ25.1　記名式の意向調査により、土地利用意向や事業
への同意状況を確認。
・Ｈ25.1、Ｈ25.6　住宅復興に関する個別相談会を開催。
・Ｈ25.12　仮換地の意向調査を実施。
・Ｈ26.2　土地区画整理審議会の設置
・Ｈ26.5　仮換地案の個別説明会を開催。
・Ｈ28.9　土地利活用意向調査を実施
・R2.5　換地計画個別説明会を実施

〇
防集パターン

現地再建

代ヶ崎浜地区



R6,4時点

＜土地区画整理事業＞

代ヶ﨑浜A 4.7

代ヶ﨑浜B 7.4

＜防災集団移転促進事業＞

七ヶ浜町 2.0

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

代ヶ崎浜Ａ H25.6.21 ○ ● □ ■ ◆ H31.1換地処分

代ヶ崎浜Ｂ H25.6.21 ○ ● □ ■ ◆ R2.10換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

R01.09末 年 月 年 月 年 月 年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

七ヶ浜町 代ヶ崎浜立花地区 H25.1.28 25 6 26 6 R2 2 25 6 ● □■ H26.6工事完了 ◆

＜津波復興拠点整備事業＞

加速化措置（適用の有無：0or1）

減価補償地区
保留地地区

の別

保留地
保留地

代ヶ﨑浜立花地区 23 0

R1年度（H31年度） R3年度
工事契約

現地工事
着手

換地処分

R01.09末 R01.09末

事業進捗状況

R01.09末

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引
き渡し

総事業費
（百万円）面積

（ha）
既成市街地
（ha）

新市街地
（ha）

嵩上げ面
積
（ha）

平均地盤高 最大地盤高
嵩上げ地へ
の集約 その他 合計住宅地 商業地

七ヶ浜町
4.7 3.8 0.3

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

1.7 195 57 42

工業地 農地
公共公益
施設用地

宅地規定に基づ

く面積算定 120 120 4 4 1.013 4.7 1 0 96.6% 400 6912.6 1.1 0.0 0.0 0.1 0.0 4.8 被災地 無

H27.10.21 2,154

市町村 地区名
面積
（ha）

住宅団地
戸数

うち民間
宅地戸数

0.0 0.0 0.1 0.0 7.5 被災地250 44 447.4 2.7 4.4 0.31 0 96.6% 有500
宅地規定に基づ

く面積算定 250

R01.09末

369 112 22 517.4 4.7 0.4 0.9

事業スケジュール

市町村 地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初） H29年度 H30年度 R2年度

R1年度（H31年度） R2年度 R3年度

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

現地工事
着手

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度市町村 地区名
大臣同意

工事着手
（着手）

工事完了
（全造成）

交付金
事業完了

七ヶ浜町

市町村 地区名

他事業との組み合わせ 災害公営

防集 津波
集合
（戸）

戸建て
（戸）

H25.12.26 H26.9.4 H26.12上旬 H31.1.11

H25.12.26 H26.9.4 H27.4中旬 R2.10.16

関わり 計画戸数 重複活用 タイプ

1 00

緊防空
仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

申出換地 段階施工
起工承諾によ
る工事着手

0

UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

0 1 00
0

【地区全体】
土地区画整理事業においては、『まちづくりニュース』として事業の進捗につ
いて説明した『区画整理たより』を発行し、住民への事業への理解を深めた。

①代ヶ﨑浜A地区

平成23年度から平成24年度にかけて住民意向調査・平成25年1月に再度
意向調査を行った結果、土地利用の意向及び事業への同意状況を確認
した。
平成24年度から平成26年度にかけて土地区画整理事業について説明会
を行い、理解を深めた。その後、平成25年6月に協議会を設置・土地区画
審議会を平成26年2月に設置した。また、公共用地・防災集団用地・災害
公営住宅用地を確保するため先行的に用地買収を行った。

設計工事として災害公営住宅及び防集団地を先行して工事着手し、住宅
の早期再建を図った。
平成28年9月に換地についての土地利用活用意向調査を行い、今後の利
活用の確認を行った。

仙台近郊の住宅供給地として、宅地建設圧力が高まり新たな居住者の増加がみられる。

②代ヶ﨑浜B地区

平成23年度から平成24年度にかけて住民意向調査・平成25年1月に再度
意向調査を行った結果、土地利用の意向及び事業への同意状況を確認
した。
平成24年度から平成26年度にかけて土地区画整理事業について説明会
を行い、理解を深めた。その後、平成25年6月に協議会を設置・土地区画
審議会を平成26年2月に設置した。また、公共用地・防災集団用地・災害
公営住宅用地を確保するため先行的に用地買収を行った。

設計工事として災害公営住宅及び防集団地を先行して工事着手し、住宅
の早期再建を図った。
平成28年9月に換地についての土地利用活用意向調査を行い、今後の利
活用の確認を行った。
終盤まで仮換地に不満があった権利者に対し説明を行い、公園緑地の適
正な再配置を行う事により現地再建を推し進めた。

仙台近郊の住宅供給地として、宅地建設圧力が高まり新たな居住者の増加がみられる。

代ヶ﨑浜B 移転促進区域
00 0 0

0

※住宅団地整備費は、住宅団地の用地取得費、造成費、関連公共施設整備費の合計

160

住宅団地
整備費計

百万円

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

1 0 0 0 0 0
七ヶ浜町

代ヶ﨑浜A 移転促進区域 1 0



＜2＞宮城県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

＜地区の被災（前）状況＞
宮内地区（平成23年2月28日現在）

145 348
121 23
24 0
7.1

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画
〇

【事業計画等変更経緯】
3.9 区画整理（回数）

317 45 合計 区域 土地利用 資金 その他
241 72 都市計画 0
3.9 事業計画 3 3 3 1

行方不明者（人）

【都市計画等の経緯】
　・復興整備計画の策定：復興整備計画によらず事業実施
　・復興交付金事業計画の策定： H24に策定し、既に受領済み
　・都市計画決定（当初）：H25年10月25日
　・事業計画認可（当初）：H26年4月1日

【地域住民等との調整状況】
・平成25年度当初：個別相談会、地権者全体説明会、及
び地区の権利者の参加による懇談会を実施。
・平成25年8月：都市計画決定に向けた説明会を実施、
区域を確定。
・平成26年1月：減価買収に向けた売却意向調査を実施。
・平成26年12月：仮換地の個別説明会を開催。
・平成27年3月、5月：地権者全体説明会を開催。
事業計画第１回変更、及び地区計画を説明。
・平成28年11月：緑地整備計画、津波防災と地区の安全
性について説明会を開催
・平成29年3月：公園整備計画等について説明会を開催
・平成29年11月：清算金等の個別説明会を開催

（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）
土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

津波

【人口及び土地利用】
＜区画整理＞ 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）

【事業の選択・組合せの考え方】
①土地区画整理事業（宮内地区）
　復興に向けた土地利用方針として被災者の居住意向や企業の再建意向と本市
の立地環境を踏まえ、現地再建を基本としており、地域からは早期再建を求めら
れていた。被災者の生活基盤の早期復旧及び工場等の再建を図るため本事業を
活用した
②津波復興拠点促進事業（八幡地区）
　八幡地区一団地の津波防災拠点市街地形成施設は、既存工業地帯のリスク分
散機能、災害時における基幹産業である製造業の早期復旧・復興支援機能及び
雇用機会創出・製造品出荷額牽引機能等を担う特定業務施設並びに災害時の
支援物資供給や備蓄品配備等を担う公益的施設を配置することによって、復興
拠点機能・防災拠点機能を備えた市街地（工業団地）を形成するために事業を
行っております。
　新たな工業団地の形成を円滑に行うために直接買収が可能な同事業を活用し
た。

①土地区画整理事業（宮内地区）　②防災集団移転促進事業（無し）　③津波復興拠点整備事業（八
幡地区）

多賀城市
宮内・八幡地区

本地区は、多賀城市の南西端に位置し、臨海部の工業施
設用地に隣接した住宅地が集積していた。

【復興計画上の位置づけ】
　多賀城市震災復興計画では、明確な事業等の区域として位置づけては
いないが、計画策定の際の市民等との対話を通じて対策が求められた。
このため、多賀城市震災復興計画の中で位置づけている「安心して住み
続けられる居住地の確保」を具現化するために必要な地区と想定してい
る。

【事業の目的及び整備効果】
　多賀城市では、現地再建を基本と位置づけており、当該地区においては
地震に伴う地盤沈下による雨水排水の自然流下対策のための地盤の嵩
上げ、また、周辺に大規模工場及び産業廃棄物処理施設が立地すること
から緩衝緑地の整備とともに、住宅及び工場併用住宅の再建を図るた
め、道路・公園等の生活基盤整備を行い、建物を失い自立再建が困難な
人々を対象とした災害公営住宅、高い地域へ最も遠い地域であることから
避難ビル機能の確保を実施することを目指し、安全・安心なまちづくりを推
進。

地区内戸数（戸）
全壊戸数（戸）
半壊戸数（戸）
浸水面積（ha）

地区内人口（人）

・当該地区が学校区に含まれる八幡小学校（本地区より
　港から約1km北上）が被害を受けた。
・臨海鉄道の線路が流出した。

その他被害状況

死者（人）

※現在人口については令和2年12月31日時点

現地再建 〇

防集パターン

嵩上再建

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

宮内地区

八幡地区



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

多賀城市宮内 7.1

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

多賀城市 宮内 H25.10.25 ○ ● □ ■ ◆ H30.2換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

＜津波復興拠点整備事業＞

R1年度

R1.9末 R1.9末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

多賀城市 八幡 H26.1.10 H26.3.28 ○ ● □ ■ ◆ R2.3工事完了

減価補償

宮内地区

①震災時、居住者及び地権者と今後の宮内地区の整備の方向性につい
ての意見交換を実施（土地区画整理事業、防災集団移転、災害公営住
宅等についての意向調査等）
②上記の後、地権者アンケート・個別相談説明会を実施。
　意向調査の結果、土地区画整理事業に賛成多数・反対無しということ
で、地権者の意向を踏まえ土地区画整理事業の実施を決定
③地権者意向を反映したまちづくり案の作成を目的として、まちづくり懇
談会を設置。懇談会の中で本地区が抱える課題や津波減災施設等につ
いて説明をし、何回か意見交換を実施した。
その後、本地区のゾーン分けや道路の配置等について議論をし、土地利
用構想案や調査意向に基づく設計図（案）を作成した。
④まちづくり懇談会で作成した案を地権者全体説明会で報告し意見交換
をし、内容をまとめていった。

①まちづくり懇談会において今後の事業スケジュールや都市計画決定等
の説明や意向調査に基づく設計図（案）の内容をさらに詳細に議論した。
②地権者説明会において、事業のスケジュールとして事業が今後どのよ
うに進んでいくのか（法定手続き・事業計画決定に伴う建築制限・区域内
の土地の売買等）を説明し、説明会後には説明した内容についてアン
ケートや個別相談会を実施し、不明な点等について説明等を実施した。
③土地の売買については、まちづくり懇談会・地権者説明会において、何
度か議題として出し、地権者が納得いくように勧めた。
④本地区は地区計画を新たに作ったため、まず、まちづくり懇談会で地区
計画とは何かを説明した上で、懇談会の中で地権者の方々に地区の実
情や将来について議論してもらい、どのようにしたいかを話し合いを重ね
てもらった。その結果を地権者説明会で説明し、地権者の了承をいただ
いた。
⑤工事の内容・進捗状況については、随時、まちづくり懇談会や地権者
全体説明会で報告し、疑問や質問には随時回答することを心掛け、地権
者への報告を怠らないように事業を進めた。

土地区画整理事業で造成した宅地3.6haのうち、土地活用済み面積は3.2haで
あり、造成面積に対する土地活用済み面積の割合は89％となっている。
（令和５年１２月末現在）
未利用地の利活用促進に向けて多賀城市としては、宮内地区計画を市HPで
公表し、当該地区内でどのような土地利用ができるのか周知している。

1

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

0 1 1 0 1 050 0 0 0 0多賀城市 宮内

【地区全体】
①設計の方針
・従前の土地利用状況を踏まえ、住宅地と工業地の混在を極力解消し、さら
に周辺の大規模な工場地との遮断機能を確保するといった住環境の保全に
配慮する。

②土地利用計画
・市道工場西一号線沿線の街区については、被災前や従前の土地利用を考
慮し、規模の大きな画地利用のできる街区とし、事業所や神社のほかに新
たに災害公営住宅の建設を計画。

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

市町村 地区名

他事業との組み合わせ 災害公営

防集 津波
集合
（戸）

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

申出換地 段階施工
戸建て
（戸）

緊防空
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託
関わり 計画戸数

R2.3

H30年度

重複活用 タイプ

加速化措置（適用の有無：0or1）

減価補償地区

保留地地区

の別

R2年度 R3年度

R1.9末

現地工事

着手（建

築）

工事完了
事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度市町村 地区名

都市計画

決定（当

初）

事業認可

（当初）
工事契約

現地工事

着手

H26.9.10 H26.10 H31.1

R1.9末 R1.9末 R1.9末

最大盛土高

（m）

多賀城市 1

市町村 地区名

都決

（当初）

事業認可

（当初）
工事契約

現地工事

着手

事業スケジュール

R2年度 R3年度

R01.09末 R01.09末 R01.09末 R01.09末

換地処分
事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

7.1 3.97.1 23

市町村

145 121

総事業費都市計画

決定

事業

認可

事業

適用
住宅 公益

特定

業務

地区名

区域面積（ha） 用地割合（事業適用）

事業

タイプ

嵩上げ

面積（ha）

平均盛土高

（m）

348 350 震災前24 被災地 無 2,1280.0 0.0 0.0 0.0 0.7 7.1317 317 18 30 2.5

工業地 農地
公共公益

施設用地
その他 合計住宅地 商業地

7.1 1.1 1.9

現段階

（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地

死者

（人）

行方不明者

（人）

国調人口

H12→H22

都決時

（人）

計画人口の

設定

事業認可時

（人）

津波防災整

地費の提供

被災時

（人）

0 102.6%

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数

（戸）

全壊戸数

（戸）

半壊戸数

（戸）

浸水面積

（ha）

保留地の有無
保留地の引

き渡し

総事業費

（百万円）面積

（ha）

既成市街地

（ha）

新市街地

（ha）

嵩上げ面

積

（ha）

平均地盤高 最大地盤高
嵩上げ地へ

の集約

予定

5,42215.5 15.5 15.5 業務 15.5 0.510% 90%八幡

H28年度 H29年度 H30年度

H26.4.1 H27.2.16 H27.3 H30.2.27

R1年度（H31年度）



＜2＞宮城県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画
〇

【事業計画等変更経緯】
4.8 区画整理（回数）

244 48 合計 区域 土地利用 資金 その他
- 78 都市計画 1 1
3.8 2.9 事業計画 5 1 3 3

【人口及び土地利用】
＜区画整理＞ 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）
（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）
土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

【事業の選択・組合せの考え方】
　同上

嵩上再建

【復興計画上の位置づけ】
　・塩竈市震災復興計画において、津波対策を基盤に工場等の再建と住
環境の復旧のため、狭あい道路の解消や避難・防災機能を向上させる。

【事業の目的及び整備効果】
　・北浜護岸緑地の整備(県)、面的整備による狭あい道路の解消と道路・
宅地の盛土・嵩上げで防災性の向上を図るとともに、住工混在を解消し立
地性を活かした職住近接型市街地を形成する。

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

津波

①土地区画整理事業（北浜地区）　②防災集団移転促進事業（無し）　③津波復興拠点整備事業（港
町地区）

【地域住民等との調整状況】
・地区懇談会開催（事業概要の説明）
①H23.8.12
②H23.10.25
③H23.12.8
④H24.2.9
⑤H24.5.24
⑥H24.11.26
⑦H24.12.20
⑧H25.1.28
⑨H25.2.4
⑩H25.5.8
⑪H26.1.16
⑫H26.3.19

〇

パターン
現地再建

塩竈市
北浜地区

防集

本地区は、塩釜港に面し、未整備の北浜緑地護岸とJR仙
石線の高架に挟まれた沿岸部に位置し、住宅や水産加
工業などの工場が混在していた。

【都市計画等の経緯】
　・復興整備計画の策定：なし
　・復興交付金事業計画の策定：H24年1月
　・都市計画決定（当初）：H24年11月12日
　・事業計画認可（当初）：H25年4月17日

北浜地区

港町地区



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

塩竈市北浜 5.1

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

塩竈市北浜 H24.11.12 ○ ● □ ■ ◆ R3.2.19換地処分公告

＜防災集団移転促進事業＞

＜津波復興拠点整備事業＞

R1年度

R1.9末 R1.9末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

塩竈市 港町 H25.9.11 H25.11.8 ○ ● □ ■ ◆ H30.3工事完了

加速化措置（適用の有無：0or1）

R3年度

R01.09末 R01.09末

災害公営

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

事業スケジュール

市町村 地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初）

R01.09末 R01.09末

H25.4.17 H26.8.22 H26.12 R3.2.19

市町村 地区名
緊防空

工事契約
現地工事
着手

換地処分

- 1

R1年度（H31年度）

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引
き渡し

総事業費
（百万円）面積

（ha）

嵩上げ面
積

（ha）

平均地盤高
既成市街地

（ha）
新市街地
（ha）

最大地盤高
嵩上げ地へ
の集約 工業地 農地

公共公益
施設用地

その他 合計商業地

5.1 5.1 -

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地 住宅地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

74 60 42 5.2宅地規模に基づく面積算定 244 244 15 17 1.418 5.1 91.8% 120

H30年度 R2年度

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

1,9610.6 0.0 2.8 0.0 0.4 0.0 被災地 無

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

他事業との組み合わせ
防集 津波

00 0 1 0 1 00

申出換地 段階施工
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手

60

減価補償地区
保留地地区

の別

減価補償

最大盛土高

（m）
総事業費都市計画

決定

事業

認可

事業

適用
住宅 公益

特定

業務

市町村 地区名

区域面積（ha） 用地割合（事業適用）

事業

タイプ

嵩上げ

面積（ha）

平均盛土高

（m）

【地区全体】

北浜 0 0 0

【各事業地区】
計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

塩竈市

北浜地区

関わり 計画戸数 重複活用 タイプ
集合
（戸）

戸建て
（戸）

地区における各事業推進上の経緯・工夫

公益 1.1塩竈市

市町村 地区名

都市計画
決定（当

初）

事業認可

（当初）
工事契約

現地工事

着手

現地工事
着手（建

築）

工事完了
事業進捗状況

R1.9末 R1.9末 R1.9末 R1.9末

港町 100%

H26.12.18 H27.4.9 H28.9.20 H30.3.26

予定

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R2年度 R3年度

0.5 1 2,4133.2 3.2 3.2

北浜地区

事業の実績に関する評価

①事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

浸水・冠水被害の続く道路及び宅地の嵩上げを実施するなど、防災性の向上を図り、良好な居住環境を確保することができた。

(対象戸数：88戸(災害公営住宅31戸を含む))

②コストに関する調査・分析・評価

労務単価が上昇する厳しい状況下にあったが、整備内容を精査し、本市契約規則等に基づく入札により業者を選定しており、事業費は適切なものと考える。

③事業手法に関する調査・分析・評価

●本事業については、地権者等関係者へ説明会や定期的な広報等により、市民の意向を反映しながら、都度状況の周知を図り実施した。

●基盤整備として、道路については、地区北側の既存の都市計画道路北浜沢乙線を幹線道路として位置付け、工業地への大型車等の通行や住宅地の利便性・防災性を考慮し、土地利用形態に合わせた幅員の区画道路・特殊道路を適宜配置した。また、公園については地

区面積の3％以上を確保し、周辺公園の誘致範囲を考慮し配置した。さらに宅地の整備については、住工混在の解消を図るため、住宅地は従前の規模を考慮して極力集約し、工業地は既存の建物が存続できるように整備したほか、想定される津波の浸水対策及び地震によ

る地盤沈下の影響による浸水・冠水被害を改善するため、雨水排水を考慮した上で盛土造成工事を実施した。

●以上により、地区内の良好な環境形成等に資することができたことから事業手法は適切であったと考える。

●事業期間について

・想定した事業期間

調査・測量・設計・基盤整備工事等：平成25年4月～平成28年3月

・実際の事業期間

調査・測量・設計・基盤整備工事等：平成25年4月～令和4年6月

港町地区

事業の実績に関する評価

①事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

本市の海の玄関口である「マリンゲート塩釜」周辺で、市民や観光客が避難できる施設として、また避難路として整備することができた。

避難デッキについては愛称を公募し、「マリンデッキ塩釜」と命名。松島湾を望む遊歩道として活用することができている。

防災拠点施設は、「塩竈市津波防災センター」と命名し、津波発生時は、一時避難場所として利用し、津波発生後は浦戸地区の復旧復興の拠点として利用が可能となった。また、市営汽船が運休となった時は、帰島できなくなった浦戸住民が待機できる場所を提供していくほ

か、発災後の1週間に焦点をあて、そのとき何が起き、人々が何を求め、状況はどのように変化していったのかを中心に記録・展示し、震災記録の伝承・防災知識の普及に活用することができている。 (令和2年度利用者数：2,459名)

②コストに関する調査・分析・評価

各事業費の設計・積算は宮城県の労務・資材設計単価により実施し、塩竈市契約規則に基づき入札執行し業者を選定したため、事業費は適切であったと考える。

③事業手法に関する調査・分析・評価

●港町地区は、地震及び防潮堤を大幅に超える津波により、甚大な被害を受けた地区であり、当該各整備により、地区の防災機能を向上させることができたと考える。

●事業期間について

・想定した事業期間

調査・測量・設計：平成25年4月～平成27年3月

工事：平成26年10月～平成29年3月

・実際の事業期間



＜2＞宮城県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画
〇

【事業計画等変更経緯】
4.8 区画整理（回数）

244 48 合計 区域 土地利用 資金 その他
- 78 都市計画 1 1
3.8 2.9 事業計画 5 1 3 3

【人口及び土地利用】
＜区画整理＞ 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）
（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）
土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

【事業の選択・組合せの考え方】
　同上

嵩上再建

【復興計画上の位置づけ】
　・塩竈市震災復興計画において、津波対策を基盤に工場等の再建と住
環境の復旧のため、狭あい道路の解消や避難・防災機能を向上させる。

【事業の目的及び整備効果】
　・北浜護岸緑地の整備(県)、面的整備による狭あい道路の解消と道路・
宅地の盛土・嵩上げで防災性の向上を図るとともに、住工混在を解消し立
地性を活かした職住近接型市街地を形成する。

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

津波

①土地区画整理事業（北浜地区）　②防災集団移転促進事業（無し）　③津波復興拠点整備事業（港
町地区）

【地域住民等との調整状況】
・地区懇談会開催（事業概要の説明）
①H23.8.12
②H23.10.25
③H23.12.8
④H24.2.9
⑤H24.5.24
⑥H24.11.26
⑦H24.12.20
⑧H25.1.28
⑨H25.2.4
⑩H25.5.8
⑪H26.1.16
⑫H26.3.19

〇

パターン
現地再建

塩竈市
北浜地区

防集

本地区は、塩釜港に面し、未整備の北浜緑地護岸とJR仙
石線の高架に挟まれた沿岸部に位置し、住宅や水産加
工業などの工場が混在していた。

【都市計画等の経緯】
　・復興整備計画の策定：なし
　・復興交付金事業計画の策定：H24年1月
　・都市計画決定（当初）：H24年11月12日
　・事業計画認可（当初）：H25年4月17日

北浜地区

港町地区



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

塩竈市北浜 5.1

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

塩竈市北浜 H24.11.12 ○ ● □ ■ ◆ R3.2.19換地処分公告

＜防災集団移転促進事業＞

＜津波復興拠点整備事業＞

R1年度

R1.9末 R1.9末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

塩竈市 港町 H25.9.11 H25.11.8 ○ ● □ ■ ◆ H30.3工事完了

加速化措置（適用の有無：0or1）

R3年度

R01.09末 R01.09末

災害公営

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

事業スケジュール

市町村 地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初）

R01.09末 R01.09末

H25.4.17 H26.8.22 H26.12 R3.2.19

市町村 地区名
緊防空

工事契約
現地工事
着手

換地処分

- 1

R1年度（H31年度）

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引
き渡し

総事業費
（百万円）面積

（ha）

嵩上げ面
積

（ha）

平均地盤高
既成市街地

（ha）
新市街地
（ha）

最大地盤高
嵩上げ地へ
の集約 工業地 農地

公共公益
施設用地

その他 合計商業地

5.1 5.1 -

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地 住宅地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

74 60 42 5.2宅地規模に基づく面積算定 244 244 15 17 1.418 5.1 91.8% 120

H30年度 R2年度

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

1,9610.6 0.0 2.8 0.0 0.4 0.0 被災地 無

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

他事業との組み合わせ
防集 津波

00 0 1 0 1 00

申出換地 段階施工
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手

60

減価補償地区
保留地地区

の別

減価補償

最大盛土高

（m）
総事業費都市計画

決定

事業

認可

事業

適用
住宅 公益

特定

業務

市町村 地区名

区域面積（ha） 用地割合（事業適用）

事業

タイプ

嵩上げ

面積（ha）

平均盛土高

（m）

【地区全体】

北浜 0 0 0

【各事業地区】
計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

塩竈市

北浜地区

関わり 計画戸数 重複活用 タイプ
集合
（戸）

戸建て
（戸）

地区における各事業推進上の経緯・工夫

公益 1.1塩竈市

市町村 地区名

都市計画
決定（当

初）

事業認可

（当初）
工事契約

現地工事

着手

現地工事
着手（建

築）

工事完了
事業進捗状況

R1.9末 R1.9末 R1.9末 R1.9末

港町 100%

H26.12.18 H27.4.9 H28.9.20 H30.3.26

予定

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R2年度 R3年度

0.5 1 2,4133.2 3.2 3.2

北浜地区

事業の実績に関する評価

①事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

浸水・冠水被害の続く道路及び宅地の嵩上げを実施するなど、防災性の向上を図り、良好な居住環境を確保することができた。

(対象戸数：88戸(災害公営住宅31戸を含む))

②コストに関する調査・分析・評価

労務単価が上昇する厳しい状況下にあったが、整備内容を精査し、本市契約規則等に基づく入札により業者を選定しており、事業費は適切なものと考える。

③事業手法に関する調査・分析・評価

●本事業については、地権者等関係者へ説明会や定期的な広報等により、市民の意向を反映しながら、都度状況の周知を図り実施した。

●基盤整備として、道路については、地区北側の既存の都市計画道路北浜沢乙線を幹線道路として位置付け、工業地への大型車等の通行や住宅地の利便性・防災性を考慮し、土地利用形態に合わせた幅員の区画道路・特殊道路を適宜配置した。また、公園については地

区面積の3％以上を確保し、周辺公園の誘致範囲を考慮し配置した。さらに宅地の整備については、住工混在の解消を図るため、住宅地は従前の規模を考慮して極力集約し、工業地は既存の建物が存続できるように整備したほか、想定される津波の浸水対策及び地震によ

る地盤沈下の影響による浸水・冠水被害を改善するため、雨水排水を考慮した上で盛土造成工事を実施した。

●以上により、地区内の良好な環境形成等に資することができたことから事業手法は適切であったと考える。

●事業期間について

・想定した事業期間

調査・測量・設計・基盤整備工事等：平成25年4月～平成28年3月

・実際の事業期間

調査・測量・設計・基盤整備工事等：平成25年4月～令和4年6月

港町地区

事業の実績に関する評価

①事業結果の活用状況に関する調査・分析・評価

本市の海の玄関口である「マリンゲート塩釜」周辺で、市民や観光客が避難できる施設として、また避難路として整備することができた。

避難デッキについては愛称を公募し、「マリンデッキ塩釜」と命名。松島湾を望む遊歩道として活用することができている。

防災拠点施設は、「塩竈市津波防災センター」と命名し、津波発生時は、一時避難場所として利用し、津波発生後は浦戸地区の復旧復興の拠点として利用が可能となった。また、市営汽船が運休となった時は、帰島できなくなった浦戸住民が待機できる場所を提供していくほ

か、発災後の1週間に焦点をあて、そのとき何が起き、人々が何を求め、状況はどのように変化していったのかを中心に記録・展示し、震災記録の伝承・防災知識の普及に活用することができている。 (令和2年度利用者数：2,459名)

②コストに関する調査・分析・評価

各事業費の設計・積算は宮城県の労務・資材設計単価により実施し、塩竈市契約規則に基づき入札執行し業者を選定したため、事業費は適切であったと考える。

③事業手法に関する調査・分析・評価

●港町地区は、地震及び防潮堤を大幅に超える津波により、甚大な被害を受けた地区であり、当該各整備により、地区の防災機能を向上させることができたと考える。

●事業期間について

・想定した事業期間

調査・測量・設計：平成25年4月～平成27年3月

工事：平成26年10月～平成29年3月

・実際の事業期間



＜2＞宮城県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画

〇

【事業計画等変更経緯】
＜区画整理＞ 区画整理（回数）

27.3 ①閖上地区
2,100 37 合計 区域 土地利用 資金 その他
1,836 96 都市計画 3 3
32.7 31.4 事業計画 9 3 2 2 2

25 ②閖上東地区
0 合計 区域 土地利用 資金 その他
0 54 都市計画 3 3

40.4 21.7 事業計画 4 3 1 1

123 0
43 100

＜防集＞
当初計画戸数 空き区域（戸）
最終計画戸数 土地活用率（％）

土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

【人口及び土地利用】

①閖上地区 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）

土地活用率（%）
計画人口（人） 人口密度（人/ha）

（造成済宅地（ha）） （土地活用宅地（ha））
現在人口（人）

②閖上東地区（非居住） 全宅地面積（ha）
（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）

【事業の選択・組合せの考え方】
・市では、当初閖上地区について、多重防御と嵩上げを行い、土地区画整理
事業により現地再建したいと考えていたが、住民意向調査の都度、他地区で
再建する方が増え、嵩上げが認められる区域が縮小していった。
・嵩上げが認められない区域は非居住エリアとなるので、土地区画整理事業
により宅地の利用価値を高めることができないので、防災集団移転促進事業
による土地の買取と移転先の整備を進めることになった。
・防災集団移転促進事業と区画整理事業の併用が認められるようになったこ
とから、土地活用を図るため、点在する市有地を土地区画整理事業により集
約整序することにした。

嵩上再建

【復興計画上の位置づけ】
①閖上地区
　「津波被害を教訓に災害に強いまちを再構築することはもちろんのこと、地
区全体での防災力を高め、安心して暮らせるまちを現地再建していきます」と
されている。

【事業の目的及び整備効果】
　貞山運河西側に住居・公益施設等を配置し、地盤の嵩上げによる津波被害
の低減を図るとともに、避難路を配置することで安全・安心のまちを創出。

②閖上東地区
【復興計画上の位置づけ】
　「地域産業の再生と新たな産業を誘導するゾーン」として位置づけられてい
る。

【事業の目的及び整備効果】
　防災集団移転促進事業による買収地や産業関連用地等、散在する民有地
の集約により水産業、水産加工業等の地域産業を再生するとともに、生活再
建、産業振興のための市街地整備を行うことを目的とする。

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

津波

①土地区画整理事業（閖上地区、閖上東地区）　②防災集団移転促進事業（閖上地区）　③津波復興
拠点整備事業（無し）

【地域住民等との調整状況】
①閖上地区
・施行地区取りについて、都市計画(案)説明会を開催。
・第３回閖上復興100人会議を開催(4/27)
・地区別説明会を開催。(8/17～8/30)
・事業認可(11/22)
・事業説明会を実施(12/5～12/18)
・土地買取意向確認(12月下旬から3月下旬)
・閖上地区外移転予定者訪問(12/11～12/24)

②閖上東地区
・復興調整まちづくり事業説明会（H28/3）
・全体説明会（H28/9）事業計画決定
・全体説明会（H29/1）第１回事業計画変更
・仮換地案個別説明会（Ｈ29.6～）

〇

パターン
現地再建

名取市
閖上地区、閖上東地区

防集

本地区は、名取市の東端に位置し、住宅地が広がってい
た。地区東端部には閖上漁港があり、水産加工業等の工
業用地が位置していた。

【都市計画等の経緯】
①閖上地区
　・復興整備計画の策定：Ｈ24年3月30日
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ24年3月2日
　・都市計画決定（当初）：Ｈ24年3月30日
　・事業計画認可（当初）：Ｈ25年11月25日

②閖上東地区
　・復興整備計画の策定：H24年3月30日
　・復興交付金事業計画の策定H24年3月2日
　・都市計画決定（当初）：H24年3月30日
　・事業計画認可（当初）：H28年8月2日

閖上地区

閖上東地区



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

閖上 56.8

閖上東 57.5

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

名取市 2.0

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

閖上 H24.3.30 ○ ● □ ■ ◆ R3.4換地処分

閖上東 H24.3.30 ○ ● □ ■ ◆ R3.4換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

R01.09末 年 月 年 月 年 月 年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

名取市 閖上地区 H25.9.11 26 9 29 10 R2 12 26 10 ● □ ■ H29.10工事完了 ◆

＜津波復興拠点整備事業＞

1472,4001,450 527 209 震災前

108.8%1529

2,100 13030.0 3.5

R3.4末

名取市

H28.8.2

市町村 地区名
面積

（ha）

住宅団
地
戸数

うち民間
宅地戸
数

4.0

事業スケジュール

地区名

都決

（当初）

事業認可

（当初）

R01.09末 R01.09末

57.5

名取市
H29.3.24 H29.6.24

工事契約
現地工事

着手

閖上地区

H25.11.25 H26.8.22 H26.10.20

※住宅団地整備費は、住宅団地の用地取得費、造成費、関連公共施設整備費の合計

1,078

住宅団地
整備費計

百万円

H25年度

43 43

R3.4末

R3年度R2年度H30年度H27年度

無 2,1320.00 57.54,039 57.515.40440 20 2 17.125.3 1529 25.02.0 0.0

嵩上げ地へ

の集約

津波防災整

地費の提供

市町村 地区名
大臣同意

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数

（戸）

全壊戸数

（戸）

半壊戸数

（戸）

浸水面積

（ha）

保留地の有無
保留地の引

き渡し

H26年度

R01.09末

非住居

面積

（ha）

既成市街地

（ha）

新市街地

（ha） 合計
公共公益

施設用地
その他

被災時

（人）

56.8 269 12 108.8% 5,5005.0 1 22.718 56.8

嵩上げ面

積

（ha）

平均地盤高 最大地盤高
現段階

（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地 住宅地

死者

（人）

行方不明者

（人）

国調人口

H12→H22

都決時

（人）

計画人口の

設定

事業認可時

（人） 工業地商業地

総事業費

（百万円）

56.8 被災地 無 27,46523.3 0.0 6.8 0.0

農地

4.0

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

市町村 減価補償地区
保留地地区

の別

加速化措置（適用の有無：0or1）

工事完了

（全造成）

交付金

事業完了

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手

R1年度（H31年度）

現地工事

着手

R01.09末

H28年度 H29年度
換地処分

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度

事業進捗状況

H23年度 H24年度

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

地区における各事業推進上の経緯・工夫

1 1 1 0

地区名
緊防空

仮の仮換地
指定による
工事着手

災害公営他事業との組み合わせ

防集

計画戸数

閖上東

関わり

0

285 178
移転促進区域

【地区全体】
・第一次防御ライン7.2ｍの海岸・河川堤防、第二次防御ライン5.0ｍの嵩上げ道路、
宅地の嵩上げと復興公営住宅による緊急避難場所、東西に走る避難道路により千年
に１度の津波から命を守る。多重防御と嵩上げ等により津波に対する安全を確保し
て、土地区画整理で歴史や文化を継承した「海と共生するまち」を現地再建すること
が、閖上の再建方針であった。
・しかし、２軒に１人津波の犠牲者を出した閖上地区の被災者にとって現地再建は必
ずしも受け入れられるものではなく、また、アクセスが良い名取市は、対案となる内陸
移転の選択肢が多く、一本化できなかった。
・このような中、現地再建を急ぐ市の姿勢は、住民の不信を招き、様々な場面で現地
再建派と内陸移転派の対立を生んだという見方もできる。
・市では、説明会や意向調査を重ね、現地再建を進めようとしたが理解を得ることが
難しかった。仮定の話だが、住民の反対意見に配慮し、早期に比較的浸水の浅いエ
リア（現在の閖上地区）を居住エリアにすれば、住民の同意を得られ、より大きなまち
と産業エリアができたかもしれない。
・市は、その立地と資源から閖上地区の発展を確信し現地再建を進めたが、柔軟さと
住民に伝える説明力が不足していたように思われる。
※閖上は新旧住民が新しいまちを形成しつつあり、交通の利便性が高い場所に安全
なまちを再建することは復興の最適解の一つだと思われる。

01 1 1 1 1 00 0 0 1住宅団地 43

①閖上地区

・当初、市では閖上地区、東地区を合わせた114ｈａで、土地区画整理事業による
現地再建を行い、人口5,500人のまちの再建を目指していた。
・事業区域の決定にあたっては、嵩上げが認められる人口、40人／ｈａがポイントと
なる。
・市で意向調査を行ったが、その都度、再建を待てない方が他の地区で再建し、閖
上に戻る方が減るという悪循環に陥り、居住エリアは内陸に徐々に縮小を余儀なく
された。

・意向調査の結果、居住エリアは、57ｈａ（うち30ｈａが嵩上げ）に縮小した。
・平成25年11月の事業認可にあたり、451人から16通の意見書が出された。意見
書は不採択となったが、合意形成が不十分として、民意調達、第三者を入れた新
しいまちづくり協議会の設置、被災者の意向にそった再建先の確保という条件付き
認可となり、復興交付金の使用を凍結された。
・様々な意向調査、説明・相談会、新たなまちづくり協議会、高柳等への移転先の
確保等が認められ、起工したのは平成26年10月であった。
・ＪＶから提案を募り、設計施工一括型工事により早期完成に努めた。

名取市

・市では、まちづくり協議会の提案をもとに、住民の側に立った整備を行った。
・東西に走る避難道路を立体交差にし、避難場所として集合住宅８棟を配置
・西側の小中学校周辺に保育所、児童センター等の子育て施設を集約、中央に大型商
業施設用地と医療福祉施設用地を確保した。
・産業の再生では、国と連携し、かわまちてらす（津波・原子力被災地立地補助金、グ
ループ補助金を活用）を核に水辺を生かしたまちづくりを進めている。
・交通のアクセスの良いコンパクトなまちは、新旧住民に好評で人口の張り付きも順調
で、現在コミュニティの醸成を進めている。

②閖上東地区

・居住エリアの縮小に伴い、嵩上げが認められないエリアは、防集移転促進事業
による移転となる。
・市では、移転元の買取を進めたが、市有地が散在することから、防災集団移転
促進事業と土地区画整理事業の併用が認められると、土地利用を図るため移転
元地を土地区画整理により集約整序することは当然の帰結である。

閖上

工事着手

（着手）

市町村

・閖上東には、ゆりあげ港朝市、名取トレイルセンター、震災メモリアル公園、震災復興
伝承館など魅力的な施設があり、サイクルスポーツセンターやヨットハーバー、かわまち
てらすと連携し、交流人口の拡大が期待できる。
・仙台東部道路のインターチェンジ、仙台港と仙台空港、人口100万の大消費地が近い
立地は、企業にとって魅力的で、市有地の76％で企業の進出が決まっている。
・今後は、水産加工業等就労人口が多い企業の誘致が課題と考えている。

・平成25年9月、防災集団移転促進事業大臣同意。その後買取を進めたが、買い
取れない土地については民民マッチングにより土地活用を図った。
・区画整理に先行し、水産加工団地4.7ｈａの整備を実施した。
・防災集団移転促進事業と土地区画整理事業の併用について、関係機関協議に
時間を要したが、平成28年８月、土地区画整理事業事業認可。意見書もなくス
ムーズであった。
・閖上地区同様、設計施工一括型工事により早期完成を図った。

R3年度H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

00

申出換地 段階施工
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託
重複活用 タイプ

集合
（戸）

戸建て
（戸）

津波

R1年度（H31年度） R2年度

1

0 0

【各事業地区】
計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

1 1 0



＜2＞宮城県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画
〇

【事業計画等変更経緯】
4.5 区画整理（回数）

0 0 ①西原地区
0 100 合計 区域 土地利用 資金 その他

4.5 4.5 都市計画 1 1
事業計画 3 1 1 1

281 0
281 100

【人口及び土地利用】

当初計画戸数 空き区域（戸）

＜区画整理＞非居住 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）

＜防集＞

（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）
土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

【復興計画上の位置づけ】
　岩沼市震災復興計画マスタープランにおいて、「産業の復興と新産業の
創出」を基本方針として、企業誘致を含めた工業団地の再建と産業の復
興を図るゾーンとして位置付けている。

【事業の目的及び整備効果】
　土地区画整理事業により、被災地権者の現地再建及び、集団移転跡地
等の集約による街区の再編を行い、新たな産業集積地区として整備する
と共に、被災者の雇用の確保と産業の復興を推進する。

沿岸地区

【都市計画等の経緯】
①西原地区
　・復興整備計画の策定：H24年3月30日
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ24年3月
　・都市計画決定（当初）：Ｈ27年3月10日
　・事業計画認可（当初）：Ｈ27年6月18日

②玉浦西地区
　・復興整備計画の策定：H24年3月30日
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ24年3月
　・都市計画決定（当初）：H25年6月17日

【事業の選択・組合せの考え方】
玉浦西地区の防災集団移転については、被災した6地区が災害危険区域
第1種に指定されたことから、内陸部に新市街地を整備した。

西原地区の区画整理事業については、災害危険区域第2種に指定された
ことから、被災企業等の受け皿として現地再建をした。

嵩上再建

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備 〇

津波

最終計画戸数 土地活用率（％）

①土地区画整理事業（西原地区）　②防災集団移転促進事業（玉浦西、三軒茶屋西地区）　③津波復
興拠点整備事業（無し）

【地域住民等との調整状況】
①西原地区
・整備の理由・手法の説明：H26年8月8日
・区域取り・事業概要の説明：H27年1月9日
・都市計画決定の説明：H27年2月4日

②玉浦西、三軒茶屋西地区
・6地区代表者会により移転先検討：H23年4月～11月
・玉浦西地区に選定：H23年11月2日
・第2回復興整備協議会で同意：H24年3月23日
・玉浦西まちづくり検討委員会を設置：H24年6月11日

パターン
現地再建

岩沼市

防集

本地区は、岩沼市の東部に位置し、６地区と仙台空港を
中心とした工業地として工業関係の用途指定を受けてお
り、事業所及び住宅が混在して立地していた。

西原地区



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

岩沼市 西原 5.6

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

20.0

0.3

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

岩沼市西原 H27.3.10 ○ ● □ ■ ◆ H29.11換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

R01.09末 年 月 年 月 年 月 年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

玉浦西 H24.3.30 24 7 26 4 R3 3 24 8 ● □ ■ ◆ H26.4工事完了

三軒茶屋西 H24.3.30 24 10 24 11 R3 3 24 10 ● □■◆ H24.11工事完了

＜津波復興拠点整備事業＞

玉浦西地区

西原地区

・被災者の素早い再建ができるよう、工事途中でも建築できるよう県と調整を行
い、ブロックごとに引き渡し、建築しながらも、同時に舗装工事などを行うなど時
間節約に努めた
・空き区画対応は、玉浦西の高齢化率が岩沼市の平均より高かったため、まち
の持続可能を目的とし、子育て世帯の募集をかけ全区画完売した

・移転先地の検討後、地権者と交渉し復興整備協議会（第１回）には、防
災集団移転計画で農地転用を公表
・スピード感重要視のため、早期にまちづくり検討委員会で土地利用を図
り、開発行為を行う
・工事進捗の見える化のため、進捗などをまちづくり新聞や現場説明会を
行い、情報共有に努めた

・玉浦再生として沿岸６地区を玉浦小学校の学区内に復興
・被災した６地区の代表者で防災集団移転先地の場所の位置を決めた

・東部道路空港ＩＣ仙台空港に近い立地性を生かした土地利用が図られ、新た
な企業の進出もあり完売できた

・隣接する西側の工業地域と連続性を計れるように道路網の整備を行った・既存市街化区域（工業地域）で住宅と事業所が混在していたが、災害危
険区域第二種に指定されたため、業務系の区画整理を行い、被災企業の
受け皿を確保した

・当初の想定より移転戸数は減ったが、玉浦西地区が完成したことにより、三
軒茶屋西についても、人気が出た
・住宅展示支援等を行い、岩沼の被災者だけでなく、他の市町村からの建築イ
メージ等の参考になった

・既存区画整理を利用し、早期の移転ができるように調整・既存の区画整理地を希望することで、さらにスピード感がある移転が可
能となる

三軒茶屋西

R01.09末

H27.10.15 H27.11 H29.11.17

三軒茶屋西 12 12

※住宅団地整備費は、住宅団地の用地取得費、造成費、関連公共施設整備費の合計

2,979

116

百万円

市町村 地区名
面積
（ha）

住宅団地
戸数

うち民間
宅地戸数

玉浦西 269 158
岩沼市

住宅団地
整備費計

保留地

R01.09末

災害公営

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

事業スケジュール

市町村 地区名

都決
（当初）

事業認可
（当初）

R01.09末 R01.09末

H27.6.18

市町村 地区名
緊防空

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

岩沼市

市町村

減価補償地区
保留地地区

の別

地区名
大臣同意

工事着手
（着手）

工事完了
（全造成）

交付金
事業完了

現地工事
着手

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 R2年度 R3年度

H28.10.5

合計商業地

7300.0 4.5 0.092 25 25 5.615 28 1.10 5.6 0 106.7%

他事業との組み合わせ

防集 津波

工事契約
現地工事

着手
換地処分

H30年度

関わり 計画戸数 重複活用 タイプ
集合
（戸）

戸建て
（戸）

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 R2年度 R3年度

各事業の状況（事業概要）

市町村 地区名

土地の嵩上げ
要移転戸数（棟数） 土地利用計画（ha）

事業タイプ被災戸数
（戸）

全壊戸数
（戸）

半壊戸数
（戸）

浸水面積
（ha）

保留地の有無
保留地の引

き渡し
総事業費
（百万円）面積

（ha）
既成市街地

（ha）
新市街地

（ha） 工業地 農地
公共公益
施設用地

その他

5.6

現段階
（人） 戸数（戸） 棟数（棟） 公共用地 住宅地

死者
（人）

行方不明者
（人）

国調人口
H12→H22

都決時
（人）

計画人口の
設定

事業認可時
（人）

津波防災整
地費の提供

被災時
（人）

0

嵩上げ面
積

（ha）
平均地盤高 最大地盤高

嵩上げ地へ
の集約

8 非居住 有

申出換地 段階施工
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手

0.0 0.0

加速化措置（適用の有無：0or1）

R1年度（H31年度）

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度（H31年度）

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

岩沼市

【地区全体】
玉浦西、三軒茶屋地区
〇まちづくり検討委員会を設置（住民主体でチームの構成）
　・まちづくり方針を作成
　・オーダーメイドのまちを作成（コミュニティを重要視し、土地利用計画
　　を作成。地域のシンボルや災害公営住宅の配置も工夫、生活利便
    施設の誘致を行った）
〇スピード感と見える化を重要視
　・造成中などの時間を無駄にしないような工夫
　・まちづくり検討委員会に審議内容を調整し、住民とも情報を共有する
　・工事の進捗状況の現場説明会や宅地の引き渡しも現場にて行うこと
　　で、直接、被災者に見てもらい同じ時間を共有することに努め、被災
　　者の復興意識の向上につながった
〇まちのルールの作成
　・地区計画や公園などの維持管理をまちづくり検討委員会などで議論
　・町の名称を公募したり、公園名前や樹木の名板などを地元小中学生
　　に参加してもらい、まちづくりを共有するように仕掛けを行った

西原地区
　・既存市街地であったが、アクセス道路が狭隘であったため、区画整理
　　事業により整備改善を図ることで、市街地整備ができるように工夫

00 0 0 0 1 00 0 0 0移転促進区域西原



＜2＞宮城県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画

【事業計画等変更経緯】
津波拠点（回数）

204 合計 区域 土地利用 資金 その他
267 都市計画 1 1
3.8 3.8 事業計画 4 1 3

268 0
268 100

土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

〇

【人口及び土地利用】
全宅地面積（ha）

計画人口（人）
現在人口（人）

人口密度（人/ha）
＜津波拠点＞

最終計画戸数 土地活用率（％）
当初計画戸数

（造成済宅地（ha））

空き区域（戸）
＜防集＞

①土地区画整理事業（無し）　②防災集団移転促進事業（新山下駅周辺地区）　③津波復興拠点整備
事業（新山下駅周辺地区）

パターン

山元町
新山下駅周辺地区

防集

　本地区は山元町の北部に位置し、地区の東側2㎞にJR
常磐線山下駅が立地し、西側は市街地（商店街）、北及び
南側は農地（主に水田）が広がり、地区の大半は農地（主
に水田）となっている。

【復興計画上の位置づけ】
山元町震災復興計画において、安全性と利便性を兼ね備えた居住地ゾー
ンに位置付けられており、駅を核として日常生活に必要な商業施設の誘
致など、「町の顔」となるコンパクトで質の高い中心市街地の形成を図るこ
ととされている。

【事業の目的及び整備効果】
全ての町民を守るために人、鉄道、生活基盤全てを安全な場所に移転す
るよう誘導し、散在居住集落から、駅を中心とした、集まって暮らすコンパ
クトシティの形成を図ることにより、一日も早く安全な市街地形成を先導す
る拠点形成を図る。

津波

【都市計画等の経緯】
　・復興整備計画の策定：Ｈ24年11月27日
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ24年11月30日
　・都市計画決定（当初）：Ｈ24年11月27日
　・事業計画認可（当初）：Ｈ25年3月13日

【地域住民等との調整状況】

〇

現地再建

【事業の選択・組合せの考え方】
①L1防潮堤や嵩上道路など、新たなまちづくりに必要な施設を整備するこ
とにより、津波浸水深が3.0ｍ以上となる箇所は「災害危険区域1種」に指
定して非可住地域とし、2.0ｍ以上3.0未満となる箇所を「災害危険区域２
種」、1.0ｍ以上2.0未満となる箇所を「災害危険区域３種」に指定し、これら
区域に一部条件を付して可住地域とした。
②本町は、区画整理事業における「減歩」や「保留地の処分」などに馴染
みがなく、地権者から事業の理解をいただく時間を多く費やすこと、また、
新市街地に防災拠点施設の整備を考えたため「津波復興拠点整備事業」
を選択

嵩上再建

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備

新山下駅周辺地区



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

山元町 2.0

＜土地区画整理事業＞

＜防災集団移転促進事業＞

R01.09末 年 月 年 月 年 月 年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

山元町 新山下駅周辺地区 H24.11.20 25 6 27 9 R3 3 25 7 ● □ ■ ◆ H27.9工事完了

＜津波復興拠点整備事業＞

R1年度

R1.9末 R1.9末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

山元町 新山下駅周辺 H24.11.27 H25.3.13 ○ ● □ ■ ◆ H30.3工事完了

1,012

住宅団地
整備費計

百万円

各事業の状況（事業概要）

他事業との組み合わせ

防集 津波

災害公営

市町村 地区名
大臣同意

工事着手
（着手）

新山下駅周辺地区 268 122

工事完了
（全造成）

交付金
事業完了

減価補償地区
保留地地区

の別

総事業費

用地割合（事業適用）

事業
タイプ都市計画

決定
事業
認可

事業
適用

住宅 公益
特定
業務

嵩上げ
面積（ha）

平均盛土高
（m）

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

申出換地

最大盛土高
（m）

山元町

加速化措置（適用の有無：0or1）

9,556

市町村 地区名
面積
（ha）

住宅団
地

戸数

うち民間
宅地戸

数

市町村 地区名

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

市町村 地区名

都市計画
決定（当

初）

事業認可
（当初）

工事契約
現地工事

着手

現地工事
着手（建

築）
工事完了

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手関わり 計画戸数 重複活用 タイプ

集合
（戸）

戸建て
（戸）

緊防空

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）
【地区全体】
●新市街地の適地選定
　災害に強くて、安全・安心に暮らせ、コンパクトで質の高い、町の中心的市
街地を形成するための開発候補地を抽出

●地域住民との合意形成
　復興まちづくりや今後の住まいに関する住民意向調査を実施し、まちづくり
の方向性や新市街地を造成する位置などを整理した
　また、並行して、その成果等を基に、学識経験者などで構成する「有識者
会議」、町民代表で構成する「震災復興会議」に諮り、復興まちづくり計画を
作成する上で意見等を反映した

●コミュニティの再構築
　従前の居住地単位で新市街地への移転先を決定するのではなく、新たに
整備する新市街地のどこでも移転希望できるように被災者の意見を反映し、
各地区の居住地整備規模を決定した
　被災前だけでなく、被災後のコミュニティ（仮設住宅等）も考慮し、2世帯1
組、3世帯1組での移転希望枠を設けた

現地工事
着手

事業進捗状況

H23年度 H24年度 R3年度H29年度 H30年度

住宅 16.9 1.8 3.2※住宅団地整備費は、住宅団地の用地取得費、造成費、関連公共施設整備費の合計

事業スケジュール

新山下駅周辺地区

●整備位置の決定
　JR駅の移設位置等を含む前述の適地選定や、今次津波の浸水深まで
盛土を施すことで安全が確保されることを踏まえ整備位置を決定

●土地利用計画
　住宅施設については、早期復興を図るため、地区内の幹線道路と区画
道路を連結し、旧市街地とのコミュニティ形成やまちなみの連続性を考慮
する計画とした
　公共施設、及び公益的施設については、居住環境との調和を図りなが
ら、利便性の高い場所に、防災拠点施設、保育所、小学校を配置する計
画とした

●事業の選択
　住宅用地を整備する「防災集団移転促進事業」、被災者の再建方法
ニーズを踏まえた「災害公営住宅整備事業」、防集事業以外の住宅用地
や公共施設等を整備する「津波復興拠点整備事業」を採用した

●法的手続
　いち早い再建を目指し、一定規模の災害公営住宅を「開発許可」により
先行的に整備した。また、「復興整備計画」に復興整備事業に関する事項
を位置づけ、特例的な基準緩和や許可手続のワンストップ 処理により、
農地転用や都市計画決定、許認可等を対応

●施工準備等
　盛土材不足による工程の遅延が発生しないよう、震災ガレキ等を集積
する「ストックヤード」を復興交付金事業により整備
　
●発注方式
　被災者がいち早く再建することができるように、不調不落による工程の
遅延を防ぐため、「設計施工一括発注方式」を採用
　また、あらゆる復興事業を同時並行的に実施する必要があるために、発
注者の人員不足が懸念されたことなどから、設計や工事に係る発注者の
マネジメントや発注事務を支援する「ＣＭ業務」を採用

市町村 地区名

区域面積（ha）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

新山下駅周辺地区 37.4 37.4 19.2 60% 40%

R1年度（H31年度） R2年度

・「震災復興計画基本構想」で方針を定めていた新JR常磐線と国道6号線を軸
とした市街地を形成することができた。
・宅地分譲地においては、空き区画がなく、住民の意向をしっかりと反映できた
形となっている。
・一方で、復興公営住宅に入居している高齢化率が増加しており、今後の課題
である。

段階施工
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

H25.6.18 H25.8 H27.4 H30.3.9

予定

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R2年度 R3年度

R1.9末R1.9末

事業進捗状況

R1.9末 R1.9末



＜2＞宮城県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画

【事業計画等変更経緯】
津波拠点（回数）

156 合計 区域 土地利用 資金 その他
107 都市計画 2 1 1
1.6 1.6 事業計画 4 4

87 0
87 100

【都市計画等の経緯】
　・復興整備計画の策定：Ｈ24年11月27日
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ24年11月30日
　・都市計画決定（当初）：Ｈ24年11月27日
　・事業計画認可（当初）：Ｈ25年3月13日

【地域住民等との調整状況】

〇

現地再建

【事業の選択・組合せの考え方】
①L1防潮堤や嵩上道路など、新たなまちづくりに必要な施設を整備するこ
とにより、津波浸水深が3.0ｍ以上となる箇所は「災害危険区域1種」に指
定して非可住地域とし、2.0ｍ以上3.0未満となる箇所を「災害危険区域２
種」、1.0ｍ以上2.0未満となる箇所を「災害危険区域３種」に指定し、これら
区域に一部条件を付して可住地域とした。
②本町は、区画整理事業における「減歩」や「保留地の処分」などに馴染
みがなく、地権者から事業の理解をいただく時間を多く費やすこと、また、
新市街地に防災拠点施設の整備を考えたため「津波復興拠点整備事業」
を選択

嵩上再建

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備 〇

①土地区画整理事業（無し）　②防災集団移転促進事業（新山下駅周辺地区）　③津波復興拠点整備
事業（新山下駅周辺地区）

パターン

山元町
新坂元駅周辺地区

防集

　本地区は山元町の南部に位置し、地区の東側1.5kmに
JR常磐線坂元駅、東側近傍に国道6号、北側に坂元川が
立地し、西側及び南側に市街地が形成されている。地区
の大半は農地（主に水田）となっている。

【復興計画上の位置づけ】
山元町震災復興計画において、安全性と利便性を兼ね備えた居住地ゾー
ンに位置付けられており、国道6号沿いや駅周辺という立地特性を活かし
た施設整備を図り、コンパクトで質の高い市街地の形成を図ることとされて
いる。

【事業の目的及び整備効果】
全ての町民を守るために人、鉄道、生活基盤全てを安全な場所に移転す
るよう誘導し、散在居住集落から、駅を中心とした、集まって暮らすコンパ
クトシティの形成を図ることにより、一日も早く安全な市街地形成を先導す
る拠点形成を図る。

津波

（造成済宅地（ha））

人口密度（人/ha）
土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

＜津波拠点＞ 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）

【人口及び土地利用】

空き区域（戸）
＜防集＞

最終計画戸数 土地活用率（％）
当初計画戸数

新坂元駅周辺地区



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

山元町 2.0

＜土地区画整理事業＞

＜防災集団移転促進事業＞

R01.09末 年 月 年 月 年 月 年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

山元町 新坂元駅周辺地区 H24.11.20 25 6 27 9 R3 3 25 8 ● □ ■ ◆ H27.9工事完了

＜津波復興拠点整備事業＞

R1年度

R1.9末 R1.9末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

山元町 新坂元駅周辺 H24.11.27 H25.3.13 ○ ● □ ■ ◆ H30.3工事完了

各事業の状況（事業概要）

他事業との組み合わせ

防集 津波

災害公営

市町村 地区名
大臣同意

工事着手
（着手）

新坂元駅周辺地区 87 34

工事完了
（全造成）

交付金
事業完了

嵩上げ
面積（ha）

最大盛土高
（m）

総事業費

新坂元駅周辺地区 9.8 9.8 7.9 52% 46% 2%

百万円

0

地区名
面積
（ha）

用地割合（事業適用）

事業
タイプ都市計画

決定
事業
認可

事業
適用

住宅 公益
特定
業務

住宅団
地

戸数

うち民間
宅地戸

数

住宅団地
整備費計

平均盛土高
（m）

工事契約

申出換地 段階施工
UR都市機構
による事業
施行委託

CM方式の
導入

所有者不明
土地の有無

不明地権者
の調査の委

託

公示送達制度
の適切な運動

等

起工承諾によ
る工事着手重複活用 タイプ

集合
（戸）

戸建て
（戸）

都市計画
決定（当

初）

事業認可
（当初）

現地工事
着手

現地工事
着手（建

築）
工事完了

事業進捗状況

R1.9末

※住宅団地整備費は、住宅団地の用地取得費、造成費、関連公共施設整備費の合計

R1.9末 R1.9末

市町村 地区名

区域面積（ha）
市町村

緊防空
仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

市町村

関わり 計画戸数

住宅 7.7 1.4 4.1 5,334山元町

事業スケジュール

地区名

R1.9末

H25.6.18 H25.12 H26.9

新坂元駅周辺地区

●整備位置の決定
　JR駅の移設位置等を含む前述の適地選定や、今次津波の浸水深まで
盛土を施すことで安全が確保されることを踏まえ整備位置を決定

●土地利用計画
　住宅施設については、早期復興を図るため、地区内の幹線道路と区画
道路を連結し、旧市街地とのコミュニティ形成やまちなみの連続性を考慮
する計画とした
　公共施設、及び公益的施設については、居住環境との調和を図りなが
ら、利便性の高い場所に、防災拠点施設、購買施設用地を配置する計画
とした

●事業の選択
　住宅用地や公共施設等を整備する「津波復興拠点整備事業」、被災者
の再建方法ニーズを踏まえた「災害公営住宅整備事業」を採用した

●法的手続
　いち早い再建を目指し、「復興整備計画」に復興整備事業に関する事項
を位置づけ、特例的な基準緩和や許可手続のワンストップ 処理により、
農地転用や都市計画決定、許認可等を対応

●施工準備等
　盛土材不足による工程の遅延が発生しないよう、震災ガレキ等を集積
する「ストックヤード」を復興交付金事業により整備
　
●発注方式
　被災者がいち早く再建することができるように、不調不落による工程の
遅延を防ぐため、「設計施工一括発注方式」を採用
　また、あらゆる復興事業を同時並行的に実施する必要があるために、発
注者の人員不足が懸念されたことなどから、設計や工事に係る発注者の
マネジメントや発注事務を支援する「ＣＭ業務」を採用

・「震災復興計画基本構想」で方針を定めていた新JR常磐線と国道6号線を軸
とした市街地を形成することができた。
・宅地分譲地においては、空き区画がなく、住民の意向をしっかりと反映できた
形となっている。
・一方で、復興公営住宅に入居している高齢化率が増加しており、今後の課題
である。

【各事業地区】
計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）

【地区全体】
●新市街地の適地選定
　災害に強くて、安全・安心に暮らせ、コンパクトで質の高い、町の中心的市
街地を形成するための開発候補地を抽出

●地域住民との合意形成
　復興まちづくりや今後の住まいに関する住民意向調査を実施し、まちづくり
の方向性や新市街地を造成する位置などを整理した
　また、並行して、その成果等を基に、学識経験者などで構成する「有識者
会議」、町民代表で構成する「震災復興会議」に諮り、復興まちづくり計画を
作成する上で意見等を反映した

●コミュニティの再構築
　従前の居住地単位で新市街地への移転先を決定するのではなく、新たに
整備する新市街地のどこでも移転希望できるように被災者の意見を反映し、
各地区の居住地整備規模を決定した
　被災前だけでなく、被災後のコミュニティ（仮設住宅等）も考慮し、2世帯1
組、3世帯1組での移転希望枠を設けた

現地工事
着手

事業進捗状況

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度（H31年度） R2年度 R3年度

H30.3.9

予定

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R2年度 R3年度

地区における各事業推進上の経緯・工夫

市町村 地区名 減価補償地区
保留地地区

の別

加速化措置（適用の有無：0or1）



＜2＞宮城県 R6.4時点
市町村 ： 市街地復興事業：

区分 ：
【エリアにおける被災前の状況および被災状況】

・ ・

・ ・

・

・
・

　 ・
・

　

・

・

【地区における事業の選択と組合せパターン】
区画 ・
○

・

　【事業計画等変更経緯】
4.5 区画整理（回数）

0 0 合計 区域 土地利用 資金 その他
55 100 都市計画 2 2 2

63.6 事業計画 6 2 4 3 1

- 0
- 100

【土地区画整理事業以外の関連復旧事業】
災害復旧事業（二級河川七北田川河川堤防改修）
災害復旧事業（仙台市仙塩流域関連公共下水道）

災害都市ガス導管復旧整備事業
（仙台市都市ガス導管整備）

災害復旧事業（仙台市上水道）
飲用給水事業・排水施設整備事業
（災害復旧事業以外の上水道）
（災害復旧事業以外の下水道、調整池、水路）

市街地整備事業予定地区のがれき除去・撤去事業
（舗装版、ガス管等撤去）

　【都市計画等の経緯】
　・復興整備計画の策定：Ｈ24年3月
　・復興交付金事業計画の策定：Ｈ25年3月8日（施行区域の決定）
　＜都市計画の内容＞
　・都市計画決定（当初）：H25年3月8日（施行区域の決定）
　・都市計画変更（第1回）：Ｈ26年2月4日（施行区域、道路・公園、緑地）
　・都市計画変更（第2回）：Ｈ27年4月22日（施行区域、道路・公園、緑地）
　＜事業計画の内容＞
　・設計の概要の認可（当初）：Ｈ26年3月13日
　・事業計画決定（当初）　　　：Ｈ26年4月1日
　・設計の概要の変更認可（第1回）：Ｈ27年7月14日
　・事業計画変更（第1回）：Ｈ27年7月22日（施行区域、道路・公園、緑地）
　・事業計画変更（第2回）：Ｈ28年3月28日（道路線形、資金計画書）
　・事業計画変更（第3回）：Ｈ31年3月27日（道路線形、資金計画書）
　・事業計画変更（第4回）：Ｒ元年12月26日（道路線形）
　・事業計画変更（第5回）：Ｒ3年3月8日（出来形確認測量の成果を反映）
　・事業計画変更（第6回）：Ｒ4年3月2日（資金計画書を実績に反映）

【人口及び土地利用】

①土地区画整理事業（蒲生北部地区）　②防災集団移転促進事業（和田・西原地区、蒲生・港地区）
③津波復興拠点整備事業（無し）

パターン

仙台市
仙台港背後地

防集

本地区は、仙台駅から東方約10㎞に位置し、七北田川河
口部に形成された市街地である。仙台港に隣接すること
から工場等の立地も進んでおり、住工が混在する地域と
なっていた。
被災前の地区内人口は3,092人、世帯数1,149世帯（Ｈ22.10住民
基本台帳）のうち、死者157名。
地区内建築数は1,517棟（Ｈ22.6固定資産税台帳）のうち、全壊
戸数1,250棟、半壊戸数267棟であり、特に地区東側は全流失の
状態。

【復興計画上の位置づけ】

　【事業の選択・組合せの考え方】
津波

【事業の目的及び整備効果】
仙台港のポテンシャルを活かした産業エリアとして整備することにより、
産業の育成と雇用の創出を図る。また、安全性の確保については、東
西に貫く地区内幹線道路を整備する。

このことから本地区を災害危険区域に指定し、防災集団移転促進事業による
住宅跡地等の買収を進めるとともに、防集事業で買取った住宅跡地の整理集
約と都市基盤の再整備を行うため、土地区画整理事業と防災集団移転促進事
業の組み合わせを行ったもの。

本地区の復興にあたっては、Ｌ1クラス（数十年から百数十年に一度程度の頻
度）の津波に対して宮城県施行の七北田川堤防改修及び海岸堤防による津波
防災対策を考えたが、堤防等の津波防災施設の計画を考慮してもなお、平均
満潮位時における平成23年3月11日のＬ2クラスの津波シミュレーションの結
果、ほぼ全域で4ｍを超える浸水深が想定された。

現地再建
嵩上再建

嵩上再建+
高台移転

新市街地整備 ○

仙台市震災復興計画において港地区復興特区ゾーンとして被災企業
の復旧や新たな成長産業の集積を促進する地域に位置付けられてい
る。

　【地域住民等との調整状況】
・平成23年 12月：基盤整備に向けた調査実施の説明
・平成24年  7月：被災市街地復興推進地域の指定及び
　　　　　　　　　　整備方針の説明
・平成24年 12月：土地区画整理事業の都市計画決定及び
　　　　　　　　　　事業計画検討状況に関する説明会
・平成25年 6月：居住者に対する意向調査
・平成25年 7月：事業計画素案説明会、個別相談会
・平成25年 9月：事業計画中間案､都市計画変更案説明会
・平成25年11月：事業計画最終案説明会、個別相談会
・平成26年 6月：換地意向個別相談会
・平成27年 2月：事業計画変更案､都市計画変更案説明会
・平成27年 3月：仮換地(案)個別説明会
・平成28年 8月：中野地区地域モニュメント完成式典
・平成29年 7月：工事進捗状況地権者説明会
・令和2年1月　：新町界、町名に関する検討会
・令和2年10月 ：新町界、町名決定
・令和3年3月　：換地計画に関する個別説明会
・令和3年5月　：換地計画決定
・令和3年9月　：換地処分の公告
・令和3年12月：区画整理登記、清算金確定通知
・令和4年3月  ：完工式典

最終計画戸数 土地活用率（％）
当初計画戸数

（造成済宅地（ha））

＜区画整理＞ 全宅地面積（ha）
計画人口（人）
現在人口（人）

空き区域（戸）
＜防集＞

人口密度（人/ha）
土地活用率（%）
（土地活用宅地（ha））

仙台港背後地

①



R6.4時点

＜土地区画整理事業＞

仙台市西原 5.6

6
＜防災集団移転促進事業＞ ＜津波復興拠点整備事業＞

20.0

19.9

＜土地区画整理事業＞

R01.09末 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

仙台市 蒲生北部 H25.3.8 ○ ● □ ■ ◆ R3.9換地処分

＜防災集団移転促進事業＞

R01.09末 年 月 年 月 年 月 年 月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

和田・西原地区 H24.6.15 Ｈ29 3 ●

蒲生・港地区 H24.6.15 Ｈ29 3 ●

＜津波復興拠点整備事業＞

仙台市

仙台市

市町村 地区名
大臣同意

1 00 0 0 0

集合
（戸）

戸建て
（戸）

保留地

公示送達制度
の適切な運動

等

移転促進区域蒲生北部

災害公営

市町村 地区名
関わり

他事業との組み合わせ
防集 津波

事業の工夫（加速化措置制度の運用状況）

計画戸数
緊防空

仮の仮換地
指定による
工事着手

審議会選挙
手続の短縮
（令第42条の2）

申出換地

加速化措置（適用の有無：0or1）

減価補償地区

保留地地区

の別

H24年度 H25年度 H26年度 H27年度

現地工事

着手
換地処分

H30年度

蒲生北部地区

１．防災集団移転促進事業と土地区画整理事業
・本地区では「仙台市災害復興計画」の位置づけに基づき、災害危険区域
に指定し、防災集団移転促進事業を進めた。また集団移転後は港地区復
興特区ゾーンの一部として、新たな土地利用を検討しながら都市基盤の再
整備を行った。
・防災集団移転促進事業後の本地区の復興にあたっては、震災前の住宅
と業務系建物が混在する土地利用から、業務系土地利用への転換が必
要となることから、業務系土地利用にふさわしい都市基盤の再整備と土地
の整理集約を図るため、防災集団移転促進事業と土地区画整理事業を組
み合わせた。

２．包括業務委託方式
・本地区の早期復旧・復興を推進するために事業の効率的な展開や、十
分な実施体制の構築等を図る必要があるため、①ＣＭ方式と②包括業務
委託方式を比較検討した結果、②包括業務委託方式を採用した。
・②包括業務委託方式により、民間事業者の創意工夫を活かした効率的・
効果的な事業実施を図るため、施行者が直接実施すべき事項（意思決定・
法手続き、合意形成、補償等の契行為等）を除く調査設計・工事、事業施
行運営の補助などの業務を一括して民間事業者へ委託する「包括委託方
式（＝公財）区画整理促進機構が作成したガイドラインによる）」により実施
した。

１．都市計画変更（第2回）、事業計画変更（第1回）
・宮城県仙台土木事務所は、平成25年度に七北田川河川堤防及び海岸
堤防の位置を確定するものの、環境団体等からの要望や蒲生干潟の自立
回復を受け、翌年度に位置を最大80ｍ陸側に移すことを決定し、それに伴
い、一旦決定した区画整理の施行区域、公園・緑地の都市計画決定の第2
回変更と事業計画の第1回変更を行った。

２．難航権利者対応（事業計画変更（第3回）
・事業に反対している原位置居住者や事業所等の前面区画道路隅切り部
の拡幅工事について、補足調査や工事協力を求めてきたが、同意が得ら
れず、基盤整備工事の遅延を回避するため、直接施行も視野に入れた
が、公安委員会及び道路管理者と協議を行い、現状の隅切り部のままで
整理するための事業計画の第3回変更を行った。

３．役割分担の明確化、進捗管理
・委託者及び受託者による合同定例会議の開催により、換地計画の作成
に向けた課題等を解決するための役割分担を明確にした「作業計画書」を
作成し、進捗管理の徹底と、遅延の要因分析などを行い、その改善に努め
た。

１．基盤整備工事と出来形確認測量
・道路築造工事及び宅地整地工事が既に完了した箇所から境界杭測設と出来
形確認測量の前倒しを行うとともに、道路築造工事がすべて完了しなくとも、境
界杭測設が可能となった場合に着手するための「作業計画書」を作成し、早期
の出来形確認測量の完了に努めた。

２．町界・町名変更に対する合意形成
・旧町内会、事業所及び関係部署等の調整を踏まえた「工程表」を作成し、旧町
内会と事業所などの代表者による検討会を立ち上げ、アンケート調査による意
向を把握しながら、町界・町名変更に対する合意形成を図った。

３．換地処分に向けた個別説明会
・事業に反対していた権利者や、原位置換地を受けた権利者などは高額の清算
金徴収が生じることから、換地計画縦覧の前に個別説明会を行い、換地計画の
内容（換地明細書・清算金明細書等）について丁寧に対応を行った。

４．換地処分の決定・公告
・個別説明会の結果を踏まえ、作成した換地計画の内容を審議会に諮問し、縦
覧後に換地計画を決定するが、縦覧期間中に意見書が提出される可能性があ
るため、速やかに意見書の処理を行うよう努めた。
・換地処分に向け、換地処分通知の受け取り拒否や、送付すべき場所が確定で
きない場合は、遅滞なく公示送達の公告などを行い、換地処分の公告の置換の
回避に努めた。

地区における各事業推進上の経緯・工夫
【各事業地区】

計画段階（事業の選択・組合せ） 設計・工事段階（都市計画決定～事業認可～工事） 完了段階（現状～今後）
【地区全体】
１．整備方針
・地区西側に民有地を集約し、被災事業所の早期復興を図るために先行的
に整備した。
・再稼働している事業所が多い区域は、可能な限り移転を要しない整備を検
討し、実施した。
・地区東側は、防災集団移転促進事業により買取った土地等の市有地を集
約して大街区化を図り、利活用の見通しに合わせた基盤整備も視野に入れ
て検討し、実施した。
・地区東端部は、貞山堀遺構の保全と蒲生干潟の自然環境に配慮した整備
を検討し、実施した。
・避難ルートの確保と土地利用の向上を図るため、地区中央部を東西に貫く
地区内幹線道路を整備した。

２．事業計画案検討の方向性
①地区西側
・区画道路配置は、可能な限り移転対象物件を抑制するため、現況重視案
を基本としつつ、将来的な土地利用を考慮してできるだけ街区の整形化を図
る方向で検討し、実施した。
・造成計画は、すり付け程度の盛土を基本として検討し、実施した。
②地区東側
・区画道路は、必要最小限に留めて大街区化を図ることを基本として検討
し、実施した。
・造成計画は、街区全体盛土を基本としつつ、造成費の財源確保や土地利
活用の方向性を見極めながらの段階的整備も併せて検討し、実施した。
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託

工事完了
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仙台市
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00 1 0 0
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事業スケジュール

※住宅団地整備費は、住宅団地の用地取得費、造成費、関連公共施設整備費の合計
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